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はしがき 
 
本書は、急速に経済発展を遂げた後発国日本、あるいは近代日本において経済活動と道
徳がどのように捉えられてきたのか、この課題について取り組んだ学際的研究である。 
本研究では、20 世紀半ばまでの日本社会の変容について、日露戦争後と第一次大戦後に
おける二段階、戦時期と戦後改革期における二段階という、二×二で把握しようと考えて
いる。前者は「明治日本」から「帝国日本」への、後者は「戦前日本」から「戦後日本」
への変容と言い換えることができる。これらでは「自立」と「依存」との、あるいは「伝
統」と「グローバル」との相克が顕在化した。さらに儒教にも経世論と修養論があるよう
に、他律に重きを置くか、自律を重視するかも問われた。そこにおける経済活動と道徳的
認識との関係性の変化を国際関係を踏まえて考察することにより、経済道徳論の鳥瞰的構
図が獲得できるのでなないか、これが本研究のプランである。 
 
詳細は各々の論文に譲るが、本書に収録された論文の多くは、主に日露戦争後と第一次
大戦後の変容に着目し、そこでの経済活動と道徳性との葛藤を照射する。 
明治期の法人選挙権を扱った「明治地方自治制下における法人選挙権と事業請負者の被
選挙権」（櫻井良樹）は、なぜ組織や業界が問題にされず、事業家個々人の道徳性が問題視
されたのか、という疑問から出発している。 
明治・大正の教育界において強い影響力をもち、国民道徳論の中心的提唱者であった井
上哲次郎を扱った「国民道徳論と経済道徳論の関係についての覚書」（江島顕一）は、1910
年前後の教育界で提唱され始めた国民道徳論において、経済と道徳の関係はどのように理
解されていたのかを探ろうとしている。 
「河上肇における『道徳と経済』」（大野正英）は、日本社会における道徳と経済との分
裂・対抗を、正統派経済学からマルクス主義へと進むことで止揚しようとした河上肇の内
的葛藤として描いている。 
「近代日韓における利他思想」（金聖哲）と「朱熹の商業観をめぐる諸問題」（宮下和大）
とは、義（道徳）と利（経済）の分離と一体化を論じる。金論文では、西洋近代との対峙
（国家的危機）のなかで、朝鮮朱子学・日本朱子学における義利の対立観を「公利」によ
って克服しようとした沈大充と渋沢栄一を取り上げている。 
また宮下論文では、欲望を否定し功利を軽視したと批判される朱子学であるが、そもそ
も朱熹は何を見ていたのかについて渋沢の理解を交えて論じる。それによれば、朱熹の功
利批判は、対象が特定されていたのであり（政治を担う「士大夫層」であって商人ではな
い）、旧来の学派（道学等）の偏向を調停する意図のもとに行われた、という興味深い論点
を提示している。 
 
ii 
本書は、平成 25 年度における道徳経済一体論研究会（以下、道経研と略す）の研究成
果をとりまとめたものである。道経研は、平成 22（2010）年 5 月に佐藤政則、櫻井良樹、
大野正英らが中心となり、麗澤大学の研究チームとして発足した。人文社会科学の様々な
専門分野を担う研究者によって構成されているところが特徴である。その後、メンバーの
異動を伴いながら研究活動を継続し、中間的成果を『戦前日本の経済道徳―その形成に関
する試論―』（麗澤大学経済社会総合研究センターWorking Paper No.54、2013 年 1 月）
として公刊した。 
道経研の研究目的は、日本における経済道徳論の形成・展開を、政治、経済、思想など
の分野において理論的・実証的に検討し、同時に国際比較を通じてその位相を探ることで
あり、その上で、法学博士・廣池千九郎の「道徳と経済の一体」説を東アジアにおいて歴
史的に位置づけることにある。まだまだ道は遠く、本書もまたその一里塚に過ぎないが、
様々な批判を受け、更に精進したいと考えている。 
なお本研究は、平成 25 年度麗澤大学経済社会総合研究センターからの研究助成を受け
た。高辻秀興センター長をはじめ関係各位のご理解に感謝を申し上げたい。 
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  第１章  明治地方自治制下における法人選挙権と事業請負者の被選挙権    
――企業活動と企業倫理を考えるヒントとして―― 
 
櫻井 良樹   
 
はじめに 
 
 数年前から始めた本研究会は、日本近代社会における経済活動と倫理・道徳との関係を
考えることにある。経済という領域において道徳的あるいは倫理的な要素が、どのように
扱われていたかというようなことである。具体的には、事業家・実業家・経営者たちが、
事業経営において道徳的な価値を、どう考えていたのか、あるいは余り関心がなかったか
などということが大きな要素になる。 
 明治後半から大正初期の時代において、現在ふつうに使用されている「企業倫理」とか
「ビジネス・エシックス」に相当する語句は、「実業道徳」や「商業道徳」であった。だが、
それが論じられるのは、多くは商売の世界である。供給者と需要者の間に保たれるべき関
係として、あるいは供給者の持つべき心構えのような、あくまでも経済関係の世界におい
て、個人レベルの問題として論じられることが多かった。 
 いっぽう現在「企業倫理」とか「ビジネス・エシックス」のような語句が使用される時
には、個々の企業や経営者などの単体あるいは個人の有する行為を指して使われる場合で
も、多くの場合は経済社会・企業社会の行動原理というような、個人に限るものではない、
かなり大きな社会を前提に使われているように感じられる。 
 経済界を一つの社会として論じることは、現実的には現在でも難しいが、経営者団体や
経営者連合をもって「財界」と単純化して言えば、現在それが経済のみならず政治のあり
方に何らかの影響を与えていることは確かであろう。そのような感覚を、時代にさきがけ
て学問の世界において導入して作り上げられた概念の一つが資本家階級であった。 
 この概念が日本に輸入されてきた明治後半、具体的には日露戦争前後の日本においても、
同業者間の経営者団体はあり、東京と大阪の商業会議所はもっと早く、明治 10 年代には存
在していた。当時の企業は多いわけではなく、金融、繊維、鉄道、電燈・ガス会社などは、
いくつかの「財閥」というまとまりによってもつながっていた。地方企業は、それぞれの
地域における商業会議所に加わり、それを束ねる商業会議所連合会も存在していた。そし
て日露戦後からは、実業家がしだいに政治的に影響を及ぼすようになり始めていた。たと
えばそれは、日露戦後から大正初期に行われた廃減税運動などの昂揚に見られる。 
 ところが明治末から大正期に「実業道徳」や「商業道徳」を語る際に、不思議なことに、
経営者社会や企業社会という観念を前提としたような議論はなされず、個々の経営者とし
ての心構えというような観点からなされるものが、圧倒的に多い。 
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 これはどうしてなのだろうか。どうして実業界や商業界としての倫理・道徳が語られず、
個としての実業家・商人の倫理・道徳が語られるのであろうか。そんな疑問を抱いていた
時に、実業家をめぐる法的な位置について、かつて一度扱ったことを思い出した。それは
大富豪や法人の扱いの、地方制度における特殊な位置であった。具体的には、法人選挙権
である（1）。明治地方自治制において、ある地域で活動し、その地域の自治体に納税する
法人および個人は、その地域の住人ではなくても、選挙を通じて地域政治への関与を許さ
れる場合があったということと、納税額により、かなり権利の重みが違っていたこと、さ
らにはその行為が政治腐敗との関連性で議論されていたことを思い出したのである。 
 本稿では、明治の市制・町村制が定めていた法人選挙権と事業請負者の被選挙権をめぐ
る論争を中心に扱うことにより、経済活動と政治との関係を、その倫理性をめぐる観点か
ら見るものである。これを見ることによって、明治後半期から大正期にかけての、この時
期に企業勃興が本格的に展開した時期であったということをふまえて、事業活動の地域政
治領域への関与の側面における道徳性や倫理性が、個々の企業ではなく、事業活動を行う
ものたち総体的なものとして、どう捉えられていたかを確認できるのではないかと思う。 
 
1. 法人選挙権とは何か（市制・町村制の規定） 
 
 法人選挙権とは何か。それを説明するには、実際に条文を見て貰うのが早道だろう。明
治期から昭和の戦前期に至る地方自治制度（これを明治地方自治制と呼ぶ）は、明治 21
（1888）年に公布され、翌 22 年に施行された市制・町村制によって構築された。それは市
町村会議員選挙の有権者（選挙人）として、次のように規定していた。本稿では市制を例
に出すが、町村においても基本的には同じである（法文および史料引用にあたっては、カ
タカナをひらがなに直して読みやすくしてある、アンダーラインはすべて筆者による）（2）。 
第 12 条 市公民は総て選挙権を有す、但其公民権を停止せらるゝ者及陸海軍の現役
に服する者は此限に在らす 
凡内国人にして公権を有し直接市税を納むる者、其額市公民の最多く納税する者三
名中の一人よりも多きときは、第七条の要件に当らすと雖とも選挙権を有す、但其
公民権を停止せらるゝ者及陸海軍の現役に服する者は此限に在らす 
法律に従て設立したる会社其他法人にして前項の場合に当るときも亦同じ 
 アンダーラインを付した部分が、本稿に関係する部分である。地方議会における選挙権
を規定した部分であるが、それが 3 つのカテゴリーに分けて説明されている。 
                                                  
（1）拙稿「第二次桂内閣の市制改正について」（『日本歴史』487 号、1988 年 12 月、拙著『大
正政治史の出発』山川出版社、1987 年所収）。 
（2）公布された法文は「国立国会図書館デジタル化資料」『官報』http://dl.ndl.go.jp/#kanpo
を、審議経過については「帝国議会会議録検索システム」http://teikokugikai-i.ndl.go.jp
によって検索される帝国議会衆議院議事録・委員会録・貴族院議事録・委員会議録を用いた。 
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 一つ目が、市公民が選挙権を持つという規定である。この規定がほとんどの有権者に適
用される。市公民は、第７条で規定されている。満 25 歳以上の一戸を構える男子で、2 年
以上その市の住民となり、地租または直接国税 2 円以上を納める者というのが市公民の資
格である。年齢と性別、居住実績、それに納税額による制限である。衆議院議員選挙の資
格が、直接国税 15 円以上納付者であったから、それよりは緩いものの、同じように制限選
挙であった。 
 二つ目が、かみ砕いて言うと、市に税金を納める者の内、その市の住民で無くても、そ
の納める税額が、一つ目のカテゴリーの有権者の内、納税額の上位 3 番目までの人よりも
多く納税しているもの（本稿では多額納税者と呼んでおく）には、第７条の規定を満たし
ていなくても選挙権があるということである。地租を多く納税している不在地主や、所得
税・営業税などを多く納税している実業家がこれにあたる。 
 そして三つ目が、法人選挙権で、これも会社や法人が二つ目のカテゴリーの多額納税者
と同様の納税実態がある場合は、その会社・法人に選挙権を与えるというものであった。 
 明治 21 年に制定された市制・町村制は、その後の日本社会の変化をふまえて、明治 44
（1911）年に全文改正がなされた。この改正では市長権限と市行政執行のあり方について
原理的な転換がなされたが、多額納税者と法人選挙権については変化しなかった。その条
文は以下の通りである。 
第 14 条 市公民は総て選挙権を有す、但其公民権停止中の者又は第十一条第三項の
場合に当る者は此の限に在らす 
帝国臣民にして直接市税を納むる者、其額市公民の最多く納税する者三名中の一人
よりも多きときは、第九条第一項の要件に当らすと雖選挙権を有す、但し六年の懲
役又は禁錮以上の刑に処せられたる者及第十一条第二項の公民権停止の条件又は
第三項の場合に当る者は此の限に在らす 
法人に関しても亦前項の例に依る 
直接市税を賦課せさる市に於ては、其の市内に於て納むる直接国税額に依り前二項
の規定を適用す 
前三項の直接市税及直接国税の納額は、選挙人名簿調製期日の属する会計年度の前
年度の賦課額に依るへし 
 条文内の項目が 5 項目に増えてはいるが、有権者資格のカテゴリーは同じである。第 9
条第 1 項というのが、市公民資格について定めた条文で、ここも変化していない。 
 ところが大正 10（1921）年の市制・町村制の改正にあたって、以上のような二つ目、三
つ目のカテゴリーの例外は廃止されることになった。つまり法人選挙権というのは明治 22
年から大正 10 年までの 22 年間にわたってしか存在しなかった制度であった。 
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2. 法人選挙権導入理由とその問題点 
 
①法人選挙権の根拠 
 この明治地方自治制における法人選挙権は、地方自治体において法人を一個人と同等に
みなし、市政への参与権を特別に認めている点に特色がある。それもすべての法人ではな
く、多額納税者と同等のものに限って認めている。この点について、ある注釈書は次のよ
うに説明している（3）。 
特例を設けて公民ならさるも〔中略〕選挙の権を有す、是れ此の如く多額の市税を納
むる者は、つまり其人は其市に対して利害の関係あること最も厚きを以てなり〔中略〕
末項に在る法律に従て設立したる会社其他法人とは、無形人を指すものにして、日本
鉄道会社、日本郵船会社の如き凡て特許を受け数多の社員より組織すと雖とも、其社
員の増減変更あるに係らす、世間に対して会社の名称を以て其事業を営み、一の無形
人として権利義務を有するものなり、故に此の如き数多の集合体は市町村等の如く実
際人間にはあらさるも、法律上一個人と見做さるゝものにして、此無形人は独立の男
子にもあらす、市の住民にもあらすと雖とも、前項の場合、即ち多額の市税を納むる
ときは撰挙権を有することを得るなり 
 この注釈書の著者の坪谷善四郎は、大隈重信系の出版言論人（博文館の編集者）として
有名で、後には東京市会議員としても活躍する人物である。アンダーラインを付した部分
で、多額納税者は市に対して大きな利害関係があるので選挙権が与えられること、法人に
ついても法律上は個人では無いが同様であるとしている。そのような会社の例として挙げ
られているのが、日本鉄道会社（現在の東北本線を経営）、日本郵船会社という、ともに日
本を代表する会社であったことは、ちょっと記憶に留めておいてもらいたい。 
 そもそも明治地方自治制と並行して明治 22 年に定められた大日本帝国憲法（明治憲法）
も、有産者階級を優遇する思想にもとづいて設計されていた。衆議院議員選挙の選挙権・
被選挙権を、直接国税 15 円以上の者に限定したのは、地租を主として納める者、すなわち
多くは農村の地主階級の意志が強く働く議会をめざしたものだとされている。これが自由
民権運動に対抗した、封建的性格の残存や温存と言われてきたものであった。だが実際に
は、そのもくろみは外れることになったことは、ここでは述べない。衆議院だけではない、
貴族院にも多額納税者議員（本稿で言う多額納税者とは定義が異なる）が存在した。 
 ここで重要なことは、法人も個人と同じように政治的な権利を与えられる場合があった
ことと、それが納税額の多寡ということが理由となっていたことである。 
 
②等級選挙の仕組み 
                                                  
（3）坪谷善四郎『市制町村制註釈』（博文館、明治 21 年）。 
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 明治憲法は、プロシア憲法の影響を受けており、明治地方自治制における、このような
納税額を重視する制度も、プロシア（ドイツ）の制度を輸入したものであった。それが最
も典型的に現れているのが、市会・町村会の等級選挙制度であった。条文を示すと説明が
複雑になるので、モデルを使って示してみよう。このモデルは、実例とはかけ離れたもの
だが、理解しやすいものとして単純化して仮に示すものである。 
 市制の規定によると、議員は選挙区毎に 1 級・2 級・3 級という区分をした 3 つの等級選
挙から選ばれる（町村は 1 級と 2 級の 2 階級）。したがってここに市会議員定数が 30 人の
Ｘ市があるとすると、それを 3 分して、10 人ずつが 3 組の等級選挙人集団から選ばれる（町
村は 2 組）。その選挙人集団を、1 級選挙人・2 級選挙人・3 級選挙人と呼ぶ。さらに同じ
市町村内の選挙区が 1 つであれば各級が 10 人ずつを選挙し、もしそれが分割されて選挙区
が 2 つであれば、各選挙区で各級 5 人ずつを選挙することになる。 
 3 つの等級選挙により選ばれた市会議員の権利と処遇は同等だが、選ぶ選挙人集団の方
に違いがあるというのが、等級選挙制度の重要な点である。 
 1 級・2 級・3 級という等級選挙人集団の構成の仕方は、選挙人の納税額を基準に定めら
れる。たとえば明治 21 年市制の場合、ある年のＸ市の有権者の直接市税総納税額が 600
円だったと仮定する。これを 3 分すると 200 円で、この 3 分した金額が重要な意味を持つ。
そこで定められる等級選挙人集団の区分は次のようになる。 
1 級選挙人は納税額の多い者から、その納税額の総計が 200 円になるまでの者 
2 級選挙人は、1 級選挙人を除き納税額の多い者の納税額の総計が次の 200 円になる
までの者 
3 級選挙人は残りの者 
 これはその年の納税総額と、納税者の税額の状況によって変化するので、計算が面倒な
ものだが、そもそも公民資格が納税額によって制限されているので、手計算ができないも
のでもない。ある年のＸ市の納税者と納税額を次の通りと仮定しよう。小文字のａｂｃ…
…は納税者とする。示したデータの、税額の合計は 600 円、納税者の人数は 71 人である。 
100 円 a１人 50 円 b１人 30 円 c１人 20 円 d１人、10 円 e を含む 5 人 8 円 f を
含む 10 人 7 円 g を含む 10 人 6 円 h を含む 10 人 5 円 i を含む 12 人 4 円 h を含
む 20 人 
 この場合、1 級選挙人は 200 円納入者まで、abcd の 4 人となる。2 級選挙人は次の 200
円納入者まで。それを計算すると、10 円から 7 円納税者までの 25 人の納税額合計がちょ
うど 200 円となる。この 25 人が 2 級選挙人である。残りが 3 級選挙人で、数は 42 人であ
る。それぞれの等級で 10 人ずつ選ぶとすると、選挙人が少ないほど 1 票の価値（選出議員
数／選挙人）は重くなる。上の場合で、1 級=2.5 人、2 級=0.4 人、3 級=0.24 人となる。実
際には無記名連記投票、半数改選であり、その傾向は増幅される。 
 この仕組みは、多額納税者が議員を多く選べるということを意味し、多額納税者の意志
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が選んだ議員を通じて市町村会に反映されやすくなる。そしてこの 1 級選挙人のところに、
多額納税者や法人が入ってくることになる。 
 東京市会議員選挙の実例を示しておこう（4）。当時の東京は 15 区で構成されており、そ
れぞれが一つの選挙区でもあった。各選挙区で 3 級にわたる選挙があるので、市会議員定
数 60 人（明治 22 年）を配分すると、一つの等級選挙で選ぶのは 1 人か 2 人となる。明治
44 年 6 月に行われた選挙の場合、都心の麹町区の 1 級選挙人は 2 人、2 級選挙人は 19 人、
3 級選挙人は 2,679 人であった。当選者は、それぞれ 1 票、9 票、615 票を獲得している。
神田区も似たような状況で、1 級選挙人は 2 人、2 級選挙人は 472 人、3 級選挙人は 4,817
人であった。当選者の票数は、それぞれ 2 票、206 票、1,825 票であった。 
 特に麹町区は大会社の本社があり、この時の 1 級選挙人は東京鉄道会社と東京電燈会社
であった（明治 35 年の市議選の時には日本郵船と三菱合資会社）。大会社が多かったので
2 級選挙人も少なく、多額納税者や会社が選挙権を持っていた。その選挙の様相は明治 41
年の例を見るとよくわかる。最初、東京電燈会社は望月右内（衆議院議員で同社副社長に
なる人物）を、東京鉄道会社は伊藤幹一郎という人物を推そうとしていた。投票をしても
1 票ずつの同数となり、その場合は年長者が当選する決まりであったから、東京鉄道は望
月より年長である他の候補者を模索し、投票日前日の重役会で、磯部四郎（前衆議院議員
で弁護士）の推薦を決定したため、東京電燈は当日の選挙を棄権した（5）。選挙人が 2 人
というのは、情実や相談が働き、ほとんど選挙の意味を持たない人数である。選挙が有効
に機能するためには、少なくとも 30～50 人の選挙人が必要であろう。 
 明治 44 年選挙の神田区の 1 級選挙人は薩摩治兵衛（「薩摩屋」を営む豪商）と東京瓦
斯会社で、2 級はそれなりに多いので、麹町区ほどひどい状況ではなかった。下町はどう
であろうか。本所区の 1 級選挙人は 152 人、2 級選挙人は 608 人、3 級選挙人は 4,009 人で
ある。当選者の票数は、それぞれ 65 票、272 票、1,677 票である。本所区の 1 級と 3 級と
の選挙人比率は約 1 対 26 であり、麹町・神田の 1 対 2,000 以上になるほどの納税額の偏り
がなかったことが確認できる。 
 
③明治 44 年市制改正による選挙方法の改正 
 明治 44 年に市制・町村制が全文改正された時に、この選挙の仕組みや法人選挙権のあり
方について、かなりの議論がなされている。明治 21 年に定められた時には、議会発足前だ
ったので、ここで見られるような議論は行う場所がなかった。 
 本稿に関係する改正点だけを市制を例に述べる。まず明治 21 年市制は、議員任期を 6
年とし 3 年毎の半数改選としていたのが、議員任期 4 年の全数改選となった。またこれま
                                                  
（4）拙稿「制限選挙期における東京市会議員総選挙の結果について」（『麗澤大学論叢』9 号、
1998 年）。 
（5）『東京日日新聞』明治 41 年 6 月 3 日・7 日。 
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での連記投票が単記投票と変更された。これを契機に選挙戦が激しくなっていく（6）。 
 さらに 1 級選挙人の選び方に例外規定となる小修正がなされた。選挙人数が議員定数の
3 分の 1 より少ない時は、議定定数の 3 分の 1 の人数までを 1 級選挙人とするというもの
である。この例外により 2 級選挙の選び方も変動する。ちょっとわかりにくいので、さき
ほどの例を再び利用して説明する。 
 議員定数の 3 分の 1 は 10 人であるのに対して、これまでの方法による 1 級選挙人の数は
4 人であり、選挙人数が議員定数の 3 分の 1 より少ない状況とは、この例がまさに当ては
まる。改正法における例外規定では、この場合 10 人を 1 級選挙人とすることになるので、
50 円から 10 円納税者の合計 9 人に加えて、8 円を納めている 10 人のうち法で定める優先
順位により 1 人（仮に f とする）を加えて、10 人を 1 級選挙人とする。2 級と 3 級の分け
目も移動し、1 級選挙人の納入税額を控除した半分のところが基準となるので、2 級選挙人
は f以外の 9人から 6円納入者の内 5人までを合わせた 24人、3級選挙人は 37人となる。
とてもややこしいが、あまりにも 1 級選挙人の数が少ない場合を想定しての措置であった。 
 また選挙人の数が被選挙人の数の 3 倍に達しない場合は、単記投票では無く、もとのま
まの連記投票となる例外も設けられた。これも投票数の少なさへの対応だった。上の例で
は、被選挙人が 10 人なので、選挙人が 30 人以上ならば単記投票、それ以下ならば連記投
票となるので、連記投票が行われることになる。だがこれによって選挙の談合や情実がな
くなるというほどの改正ではなかった。 
 これも実例を示しておこう（7）。大正 3（1914）年 6 月の東京市会議員選挙である。麹
町区の場合、1 級選挙人は前の例と同じく 2 人、2 級選挙人はもっと減って 6 人、3 級選挙
人は 2482 人であった。当選者の票数は、1 級が 2 票ずつ 2 人、2 級が 5 票、３級が 1,050
票である。1 級選挙人は 2 人であり、被選挙人 2 人の 3 倍に満たないので、連記投票が適
用された。神田区は、3 年前とは違い、1 級選挙人 58 人、2 級選挙人 642 人、3 級選挙人
4,576 人であった。当選者は、それぞれ 19・14 票の 2 人、158・110・81 票の 3 人、1,067・
1,024 票の 2 人が当選している。本所区はあまり変わらないので略す。 
 
④法人選挙権の問題点 
 このような複雑な例外を設ける点について、議会ではかなり議論がなされている。さら
に、もっと根本的に法人選挙権のあり方について疑問が出された。またその過程で、法人
選挙権が社会正義の観点から論議の的になった。 
 明治 44 年 3 月 4 日の衆議院委員会において、蔵原惟郭という国民党（野党の位置にあっ
た）の代議士（東京市選出）は、3 級による階級選挙制度の廃止を次のように訴えている。 
三級に選挙の資格を分つと云ふことは、余り必要がないと思はれる、東京市の如きは
                                                  
（6）拙著『帝都東京の近代政治史』（日本経済評論社、2003 年）。 
（7）前掲拙稿「制限選挙期における東京市会議員総選挙の結果について」。 
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一級の選挙、二級、三級と分れて居るために、選挙が非常に複雑となって居る、〔中
略〕其上一級の資格を有って居る人は僅な者で、甚だ或る区に於ては滑稽至極なこと
が行はれ、僅か一人か二人の投票で決せられるやうなことになって居る、是等は甚だ
私は当を得ないことであらうと思ふ、〔中略〕二級に於ても稍々其傾きがある、〔中略〕
之は私は廃しても宜からうと思ふ位である、一貫したる即ち一級制にしてしまって、
公平にする方が寧ろ利益ではないかと思ふのであります、〔中略〕況んや今日の教育
の普及、文明思想の発達漸次穏当なる社会政策の行はるゝ時代に於て、却て私は煩累
ではあるし、種々なる悪弊害を生ずることの種子となる虞がある 
 余りにも選挙人が少ない 1 級の状況を、選挙の意味がないと言っているのであるが、そ
れよりも、この発言において興味深いのは、社会政策という語句が登場していることと、
このままでは何らかの悪弊の種子となるという箇所であろう。それについては、同日の野
添宗三という、これも蔵原と同じ国民党の代議士（神戸市選出）の発言を聞くとよく理解
できる。野添はまず、法人に選挙権を与える理由がわからないと質問する。 
此法人に選挙権を与へると云ふことは、法人の人権に関する法理の上から云へば、余
程例外であらうと思ふ、実際に於て一の法人が市町村に於て選挙を行ふは多く営利的
のものであって、法人は其目的の範囲外に於ては人格を有しないものである、之に選
挙権を与へなければならぬ理由を拝聴したい 
 続いて、「どうしても法人に選挙権を与へなければならぬと云ふ」ならば、として以下の
ような問題を取り上げ、そのようにさせない除外例が必要だと主張している。 
少くとも市に於て独占若くは之に類似するところの事業を営むところの営利会社、言
換へれば市に報償を払って独占若くは殆ど独占と同視すべき事業を営んで居る者、例
へば電鉄電燈会社であるとか、瓦斯会社であるとか、さう云ふやうな会社に選挙権を
与へると云ふことは、一級選挙の最も弊害を生ずるところの原因になって居ると考へ
て居る、さう云ふ者に対しては政府は選挙権の除外例を設くる意思なきや否や 
 市と深い関係を持っている独占的な営利会社に選挙権を与えることは、特にそのような
会社が 1 級選挙人として、自分に都合の良い議員を選び出すため、市政を混乱させる弊害
を生んでいるという指摘である。 
 これに対して政府委員（当時は第 2 次桂太郎内閣）の一木喜徳郎は、負担義務が重く利
害関係の深いものに権利を与えるのは適当であり、独占企業の弊害を防ぐ方法は別に講じ
れば良いという回答をしている。 
階級選挙の場合に就ても申上げた如く、此の如き多額の税を納めて居りまする者は、
一面に於て其負担するところの義務が重いと同時に、市の施政に関して利害関係を有
って居ること極めて深いものであらうと認められるのでございます、〔中略〕市に対
するところの利害関係の深き者に相当の権利を与へまして、さうして或は其負担に対
しまして過重なる増加を見るとか云ふやうなことがあってもなりませぬ、其他市政に
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対して有って居るところの利害関係に応じて之に権利を与へると云ふことは、是は相
当なる制度であらうと考へて居ります〔中略〕独占的の事業の弊害を防ぐと云ふこと
は、是は自ら他に其途があるのでございます 
 前出の明治 21 年市制についての注釈書が記しているように、多額の税を納めているもの
は市の利害と深く関係をもっているからこそ、権利を与えなければならない、むしろそう
しなければ過重な負担を招く恐れさえあるというのである。法人を個人と同等に扱うとい
う姿勢、納税額によって差をつける原理に変化は見られない。等級選挙制度廃止に関する
一木の答えでも、もし「階級〔選挙〕の制度を廃すれば、縦令一面に斯様な多額の税を負
担し重い義務を負担して居りましても、其発言権と云ふものは平等であるから、従って公
平を失し議決に偏すると云ふやうなことが生じて来るであらうと思ひますが、故に左様な
議決の偏頗なことを防ぎ、公平を図るためには階級選挙を置く方が宜い」と、多数の比較
的納税額の低いものの意見に従うことになることを公平でないと説明している。 
 この答弁を受けて委員会で最終審議が行われた 3 月 11 日、国民党の日野国明（大阪市選
出）は、3 級選挙を 2 級選挙とする漸進的修正案を提出した。その時の日野の発言は次の
ようなものであった。 
此法案は現行法の如く市の選挙を三級に分って居りますが、之を二級にしたい考であ
ります、此階級を存ずる理由に付て政府の意嚮は多数の軽き負担をして居る階級の人
が、少数の重き負担を為して居る者を圧迫して不公平のことを為すことなからしむる
為に、三級に分って少数の重き負担をなして居る者に、三分の一の議員を選挙する権
利を与へる必要があると云ふことでありますが、我国の経済の状態を見ると多数の軽
き負担を為して居る者が、少数の重き負担を為して居る者を圧迫するが如き状況は今
日まで認めないところであります、将来とてもさう云ふことはないと信ずる〔中略〕
理想としては階級を全廃して見たいと云ふ意見を持って居るものもありますが、急激
の変更は反対を受易い恐れがありますから、漸進の主義を採りまして市に於ては三級
を二級とする積りであります 
 もちろんこの修正案は、政友会の多数に阻まれて否決され、改正は 10 年先に持ち越され
ることになった。 
 
3. 被選挙権問題 
 
①被選挙権をめぐる論争 
 さてこの明治 44 年市制改正時に争点となった別の問題の一つに、被選挙権に関する第
18 条をめぐる問題があった。これは個人を選ぶものであるので、直接的に法人とは関係し
ないが、個人が企業経営者や法人役員をしていた場合を想定した条項であるので、法人に
関係するものであった。これもわかりにくいので、まず政府原案を示しておく。 
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第十八条 選挙権を有する市公民は総て被選挙権を有す 
左に掲くる者は被選挙権を有せす〔中略……府県官吏・市吏員・検事・警察官・収
税官・神官神職・僧侶・宗教師・小学教員など〕 
市に対し常に工事の請負、物件労力其の他の供給契約を為し、若は市の為金銭出納
の取扱を為す者、又は同一の行為を為す法人の役員は其の市に於て被選挙権を有せ
す〔下略〕 
 このアンダーラインを付した部分は、明治 21 年の市制にはまったくなかった部分であっ
た。その意図は、市の金銭出納業務を行う銀行役員や市と請負契約を持つ営業者は市会議
員となれないようにするものであった。政府委員の床次竹二郎は 3 月 4 日の衆議院委員会
において「市と密接の利害関係を持って居りまする人は成るべく市の公務に立障はらぬ方
が公私混淆しないで宜しからう」と述べている。内務省の改正案の検討資料によれば、「議
員たるの地位を私用
〔ママ〕
して私曲を図るの弊に陥り易き業務に従事する者の如き、亦之を欠格
者と為すの必要あり」（8）と、もっと直截的に述べられている。請負業者と市政治の癒着
を回避するための条項であった。 
 しかしこの条文は、政友会から修正案が提出され、これが最終確定案となる。 
第十八条 選挙権を有する市公民は総て被選挙権を有す 
左に掲くる者は被選挙権を有せす〔中略……府県官吏・市吏員・検事・警察官・収
税官・神官神職・僧侶・宗教師・小学教員など〕 
市に対し請負を為す者及其の支配人又は主として同一の行為を為す法人の無限責
任社員、重役及支配人は其の市に於て被選挙権を有せす〔下略〕 
 修正理由は、地方の有力者は請負業や物件その他の供給契約・金銭出納の取扱等を常業
としており、彼らを除けば市会議員にふさわしい人物はなくなるというものであった。3
月 11 日の衆議院委員会で政友会の高橋光威（新潟県選出）は、次のように述べている。 
原案の通りに致しますると工事の請負を常業と為す者、物件労力其他の供給契約又は
金銭出納の取扱を為すと云ふことを常業と為す者は、此市制に於て被選挙権を有せな
いと云ふことになりますからして、東京あたりは格別でありますけれども、地方の市
になりますと此銀行に関係して居る者や其他市の重立つ者で自治体の根本となる程
の人物は大抵斯様なる事に関係して居るで
〔の〕
、それを除けば市に人物なしと云ふても宜
い位のものでありまするが、然るにも拘らず斯様に綿密なることを致しますれば、市
の行政機関と云ふものは円満なる運用を為すことが出来なくなる 
 そして衆議院議員選挙法でも、このような綿密な規定はしていないとして、特に「常に
工事の請負」をなすというところを、アンダーラインを付したように「主として同一の行
為を為す」というように改めるよう提案したのである。 
                                                  
（8）「市制町村制改正法律案理由要領（明治四十二年三月五日印刷）」（東京市政調査会蔵、山
中永之佑編『近代日本地方自治立法集成３（明治後期編）』弘文堂、1995 年所収）。 
11 
 この提案は、原案について、「常に」とは年中という意味なのか、物件労力その他の供給
契約に役場に紙や墨を納める人も入るのかというような質問（衆議院委員会 3 月 4 日、河
上英、政友会所属、島根県選出）をふまえてのものだった。この質問に対して政府委員の
床次は、前者については「実際に於て程度は茲に申上げられませぬけれども、併ながら之
を常業とし斯う云ふことを営んで居るもの」という曖昧な答えを（後者はあてはまらない
と明言している）、同じく政府委員の湯浅倉平は「単に工事の請負と云ふことに致しまする
と、一回市の工事の請負をしたと云ふのみで、被選挙権を失はしむると云ふことになりま
するので、請負を常業とする者と云ふ積りを以て常にと云ふ文字を加へました」と回答し
ている。一回限りの請け負いは当てはまらないが、請け負いを常業としているものは入る
とする、広く解釈が可能な回答だった。 
 いっぽうで、これとは正反対に、この規定をもっと厳格化すべきだという方向の修正案
も出されている。前に登場した日野国明は、3 月 11 日の委員会において、営利目的により
市の営造物を使用し市の公益に直接関係ある事業を営む者も被選挙権を与えないという提
案を、次のように行っている。 
市の公益に関係ある例へば電気鉄道とか、或は電燈とか瓦斯であるとかと云ふやうな
事業営利の目的で営んで、さうして市の道路であるとか橋梁であると云ふやうなもの
等を使用して居るものが、将来はどんどん殖えて来ると思ひます、斯ふ云ふものは大
なる資本を以て此仕事に着手するのであります、其資力と云ふては侮るべからざるも
のがある、さう云ふものとの利益は市の利益とが常に一致致しますれば宜しうござい
ますが、さう云ふものゝ方が多くの利益を得やうと致しますると云ふと、是は市の利
益を侵すやうなことが生ずるのであります、又或場合に於きましては斯う云ふ者との
間に紛擾を醸すやうなことがないとも言へない、是は加へて置く方が市の政治を公平
に為さしむる上に於て宜いことであらうと考へます 
 公共事業に携わる者は、市の行政にいっさい関与しない方が、政治の公平という観点か
ら適切だという理由であった。これは、この頃、東京鉄道や東京電燈というような大企業
が、東京市会の有力議員と結びついて市政を壟断しているという批判が出されていたこと
を想定したものであった（9）。そしてその結びついていた議員や会派は政友会に近いもの
だと見られていたのである。もちろんこの修正案も、政友会が多数を占める衆議院では否
決の憂き目に会い、政友会による修正案の方が通過することになった。 
 原案を立案した内務省の意図は、先述の検討資料が述べるように、議員がその地位を利
用して市の事業に関与していく弊害を慮ったもので、日野の憂慮に近いものであったが、
衆議院における修正によって、骨抜きにさせられたのである。貴族院に回付された修正案
                                                  
（9）これらの問題については拙稿「東京市街電車の市有化をめぐる政治過程」（『史学雑誌』95
編 7 号、1986 年）および拙稿「明治末期における電燈業政策の政治的背景」（『日本史研究』282
号、1986 年）で詳しく述べた（これらは前掲拙著『大正政治史の出発』所収）。 
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の委員会審議（3 月 17 日）において床次は、「主として」は「専ら其目的でやって居る」
という意味、「常に」は「常業として職業をやって居る」という意味と解釈できるとした。
修正された「主として」の方は、市のためだけに営業や請け負いをしている者だけが被選
挙権を持たないことを意味し、これによって市との供給契約や請負契約を有する電燈・ガ
ス会社の役員が被選挙権を失う心配はなくなり、「実際請負を致して居る者でも実際に於て
は多く被選挙権はある」ことになり、市の「金銭出納を取扱ふ」ものでも被選挙権が無く
なるようなことは「此法文では殆どあるまい」ということになったのである。 
 
②東京市政疑獄問題と被選挙権論議 
 上の議論から垣間見ることのできる企業と議員との癒着は、しばしば東京市で発覚する
疑獄事件を想定してのものであった。早くは明治 26（1893）年の水道鉄管購買契約問題を
めぐる疑惑事件（徽章事件）が市参事会員全員の辞職につながるようなこともあったが、
もっとも大きな政治問題になったのが、明治 33 年の東京市汚職事件であった。水道管納入
をめぐる市参事会員汚職事件に端を発し、汚物掃除請負や量水器納入にまで発展した疑獄
事件で、当時市会に絶大な影響力を及ぼしていた星亨の逓信大臣辞任（後に暗殺される）
を引き起こすこととなった。またその少し前に、それまでに決定されていた東京市による
市街鉄道の建設決議を、星が中心になって民間企業に任せるという方向に逆転させたこと
があった。表面的な議論においては、財政的に市ではなかなか建設できないので、速成す
るためには民間の力を利用するのが公益にかなっているとする民営派と、公共事業は民間
に任せておくと企業利益本位になって市民や市の利益にはならないとする市営派との間の、
どのような公益を優先するかの論争であった（10）。しかし裏面には、民営論が通過する過
程において、市議が「一身の慾望を満し」て賛成に転じた（11）とか、「黄白の為め反対派
の勝ちたるは実に百年の計を誤まるもの」とか言われた（12）。 
 この時に、星らの動きを批判して東京市政改革を唱えたのが、田口卯吉らを中心とする
東京市公民会であった（明治 33 年 11 月創設）。公民会は、議決機関（市会議員）と執行機
関（市役所）の癒着が市政腐敗の温床であるとして批判した。その時、市制腐敗の原因の
一つに、公金取扱銀行関係者が市会議員になっていること、市会議員が市行政の執行を担
っていた参事会員を兼ねていることにあるとし、参事会の市会からの独立と、市会議員は
市の仕事を請け負うべきではないと訴えたのであった。 
                                                  
（10）詳しくは拙稿「関東大震災以前における東京市内交通機関をめぐる公益性の議論」（鈴木
勇一郎・高嶋修一・松本洋幸編『近代都市の装置と統治』日本経済評論社、2013 年）。 
（11）五味卯三郎発言「乙秘第九九九号、十月二十五日、神田区会ト市街鉄道論」（『明治三十
二年警視庁通牒』東京都公文書館蔵、623D5-3）。 
（12）谷干城演説「乙秘第一〇〇一号、十月二十五日、中村楼ノ市有派大会」（東京都公文書館
編『都史資料集成・第二巻・東京市役所の誕生』448 頁、東京都、2000 年）。このあたりの問
題については拙稿「戦前期東京市における市政執行部と市会」（『日本史研究』469 号、2001 年、
前掲『帝都東京の近代政治史』所収）による。 
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 田口卯吉（当時は無所属、東京府選出）は明治 34 年末から開かれた第 16 帝国議会に、
「市町村会議員及市参事会員に関する法律案」という議案を提出し、そこで市会議員の被
選挙権制限を提案している。その理由は、以下のようなものであった。 
東京市抔に於きましても、市のために請負をなし、若くは市の公金を取扱って居るも
のが、市会議員になりまして、それのために弊害を大に起して居ることでございます。
〔中略〕市町村に於きましても斯の如き請負を為す者、若くは公金等を取扱ひまする
者は、議員たるの資格のないやうに致したい 
 この案も政友会の鈴木惣兵衛（愛知県選出）により、「銀行の役員たる者は、其土地に於
て財産あり又名望ある者を選んで、役員にしてあるのである、其人等をして市町村の行政
の域を離れしむると云ふことは、抑々自治体の本旨であるまいと思ふ」という発言、すで
に指摘したような明治 44 年の市制改正論議でも出されたのと同様な反対意見により、公金
取扱者については被選挙権を与えるように修正され貴族院に回付されることになった。 
 しかし貴族院にも、田口のような懸念を抱くものが多く、原案（田口案）を支持したた
め両院の判断が異なることになり、この議案は廃案となった。貴族院は衆議院と異なり、
華族によって構成される議院であり、民衆の意思を反映しない存在として非民主的と位置
づけられることが多く、それは誤ってはいないが、政府の官僚を務めたものも多く、この
ような企業活動と政治にかかわる問題、個別な私的利害が国政に影響を与える問題につい
ては、厳しい態度を取ることがしばしばあった。 
 
③衆議院選挙法における被選挙権議論 
 ところで、企業役員の個別的な利害が政治的決定に影響を及ぼすことが憂慮されるよう
になった背景には、日清戦争前後からの全国的な企業勃興と、従来の地主が実業家に変貌
しつつあったことと、それに伴い政治的にも実業家の政治参加によって新たな政治基盤を
作っていこうとする政党側の動向も関係していた。それが明治 33 年の衆議院議員選挙法の
改正と、同年秋の政友会結成にも関係していた。 
 明治 33 年の衆議院議員選挙法改正は第 2 次山県有朋内閣が行ったものであった。この時
の改正は、有権者の納税要件を引き下げること（地租 10 円または直接国税 10 円以上、ま
たはその両方を合わせて 10 円以上）と、小選挙区制を大選挙区に改めるものであったが、
その際に新たに市部選挙区を設置するものであった。この改正は、星亨の影響が強かった
憲政党の要求に内閣が応じたもので、商工業者の議会進出を促進させる意図を持ったもの
であった。明治 33 年 9 月の政友会創設は、山県内閣と憲政党との提携が断絶した後、憲政
党が伊藤博文の新党樹立構想に乗っかる形で行われたものであるが、伊藤は自らの政党に
官僚や商工業者を糾合させようとする意図を有していた。期せずして星も伊藤も、新たに
一つの社会集団として顕われつつあった実業家たちに着目していたのである。 
 この時の衆議院議員選挙法改正にあたって、議員の被選挙権について、次のような規定
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が新たに設けられた。〔中略〕部分は神職・宗教家・小学教員の被選挙権制限の規定である。 
第十三条 〔中略〕政府の為請負を為す者又は政府の為請負を為す法人の役員は被選
挙権を有せす 
 この条文は、審議過程において議論の中心にはならなかったが、12 月 21 日に開かれた
衆議院委員会で条文解釈について質問がなされている。重野謙治郎（憲政党所属、山形県
選出）や星松三郎（憲政本党所属、東京府選出）の質問に対して政府委員の一木喜徳郎は、
「請負をなすものと云ふのは、必すしも請負をなすことを業として居る者には限らない、
例へば大きな建築でも一時請負って、それ切りで請負せぬと云ふ者でも、やはり政府の為
に請負を為す者と云ふことになる」と答えている。それでは選挙が始まってから請負が発
生するような場合はどうするのか、という質問に対しては、「或者が請負を為して居るや否
は、詰り投票の効力を決する際に決すべきもの」と答えている。 
 以上のようなところからは、この時の政府の考えは、一時的な場合でも政府の請け負い
をなすものは議員となれないことを想定していたと言えよう。これは、あるいは商工業者
の政治界への進出によって、彼らの私的利害が衆議院に反映することを恐れた山県内閣の
対応として設けられた条文とも考えられるが、今それを証明する史料を挙げることはでき
ない。この条文は、以下に述べるように、その後問題となるのであるが、この時には、特
に修正などはされていない。別の点（区割や納税額）が議論の中心になってしまったこと
にもよろう。アンダーラインを付した「為」の部分は後の方の記述に関係する。 
 ところで 1 月 29 日の衆議院本会議において商工業者の役割について、面白い発言がなさ
れているので紹介しておこう。これは市を独立選挙区とするという新たな制度では、農村
より市の方が人口に比較して多くの議員を選出できるということに対する大津淳一郎とい
う憲政本党議員（茨城県選出）の反対論である。 
一体商業家の代表者を議院に出さ ぬ
〔な〕
ければならぬ、商工業の発達を日本は図らんで
はならぬに附いては、市は即ち商人の住んで居る所であるから、市より議員を多く出
さう抔と云ふ議論が、一部の勢力を占めて居るかも知らぬと思ひまするが、是は私は
大変なる間違であらうと思ひまする、〔中略〕現在の選挙人の中には悉く地租よりば
かり其制限を以て選挙人とばかりなって居るのではない〔中略〕現在の各選挙区の中
にもう商人より選挙せられ、商人の選挙人があって出て居られる諸君である、一人も
商人の意見を代表せられぬと云ふ諸君は、此三百人中ないのである、殊更に商人団体
を其外に設けて、さうして議員を選挙せしむると云ふ理窟があられるやうがないので、
〔中略〕然るに市から出る商業人の代表者、純粋の商業人と云ふものは、〔中略〕決
して外国の如き商業人とは其種類が違ふのだ、〔中略〕国家の大事に方っても算盤球
に合はぬ仕事は、吾々には出来ないと云って逃げるのだ〔中略〕吾々の算盤球に乗ら
ぬことは相談に乗らぬと云ふが如き、日本の商業人的の代議士を多数揃へたならば如
何でございます、是は日本は殆ど亡国になってしまふと思ふのである 
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 ここでは、この法案が商工業の発達を図るために商人の議員を多くしなければならない
という賛成側の論理に対して、日本の商業家は利益本位であるから、特別扱いすることは
ないという反対論が述べられている。ある意味、当時の実業家に対する一面の見方が表わ
れていて面白い。 
 この意見に対して田口卯吉は、次のように反論している。田口は、政府や政府と提携関
係にあった憲政党とは政治的立場を異にするが、都市派議員の代表として、市部選挙区の
設置には賛成であった。 
諸君は第一に人口と云ふものを以て、議員選出の第一の標準、唯一の標準と定められ
ての御論であらうと思ふ、それ故に一方では十万を以て一人を出し、一方には二万五
千を以て一人を出すと云ふが如き選挙法は不公平である、郡の人民よりも権利を得ん
と欲するのである、此御考が即ち之に反対せられる趣意であらうと思ふ、併ながら此
御論はです、普通選挙法を行ふときに始めて御論ぜられ
 〔る
べ
〕
き問題である〔中略、日清〕
戦後経営の後は如何であったか、農民諸君は此軍備拡張に出された金は僅に一千余万
円、其余の金は皆営業税其他商人の払った所である、〔中略〕若し此商人がなかった
ならば、決して彼の軍は出来ない 
 なるほど人口から言えば都市は優遇されているが、その差の不当性は普通選挙を前提と
するならばわかるが、制限選挙のもとでは無意味であり、ここには引用しなかったが、こ
れはイギリスの制度に近いものであり、商人は大津の言うように国家の利益より個人の利
益を優先させるものではなく、現に日清戦後経営は商業課税の強化によって可能になった
もので、商業者が国家の利益を考えないなどということは無いと反論したのである。 
 このように問題の焦点は、市の商工業者を重んずるか否かという点にあり、それだから
政府に対して請け負いをする者の被選挙権制限については、この時には、後に政友会に流
れこんでいく憲政党員も問題視しなかったと言えよう。 
 ところがその直後に、前項で述べたような市制・町村議員をめぐる被選挙権の政治問題
化があったりした。そのような経緯があった後、明治 41 年に、この部分の改正が行われる。
この時は政友会が与党となった第 1 次西園寺公望内閣の時であるが、議案は磯部四郎（前
出、当時は政友会所属、東京市選出）などによる議員提案であった。 
 決定された案は「第十三条第二項を左の如く改む 政府の請負を為す者又は主として政
府の請負を為す法人の役員は被選挙権を有せす」という短いものであった。もとは存在し
た 2 箇所出てくる「政府の為請負を為す者」の「為」という語句が外されて「政府の請負
を為す者」となり、さらに「主として」という語句が 2 番目の「政府の請負」という語句
の前に加えられたのである。このうち重要なのは、後者の語句の付加であった。 
 提案者は、司法部・大審院が請け負いを広く解釈しているので、狭めたいと説明してい
る。しかしこの議員提案に対して政府委員の岡野敬次郎は、2 月 19 日の衆議院委員会にお
いて、もともとのこの条項の立法趣旨は、請け負いをどのように解釈するかの問題ではな
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く、「政府と利害の関係の極めて深いところの営業を為して居る者は、其選挙権の行使に就
ても必ずしも其公平を期することは出来ぬであらう」ということの「理由を、選挙法の上
に示したものであると思はれる」と述べ、改正案について反対し、大審院の解釈のように
広く解釈するか、まったく削るかのどちらしか方法はないと述べた。やはり明治 33 年にこ
の条項が設けられた趣旨は、政府との取り引きなどで利害関係のあるものを排除すること
を目的としていたのである。議事速記が中止されていて議論の内容がわからない部分もあ
るが、この改正案の提出者は、電気・ガスなどの供給事業者が被選挙権を制限されるのを
避けたいと考えていたことはわかる。議事録に残されていない部分では、具体的な会社名
を挙げて、その行為の是非が語られたものと思われる。 
 3 月 25 日の貴族院本会議において寺島誠一郎（委員長）は、衆議院委員会審議における
修正の意味について、次のように説明している。 
主として民間の仕事、事業をして居りまして傍ら政府の請負を致して居ると云ふ法人
の役員は議員に選挙せられ得ることになるのであります〔中略〕請負を為す程度を先
づ弊害の最も著しくはありはせぬかと懸念せらるる部分だけの法人に限って其役員
は被選挙権を持たせぬぞよと致したのであります、従って商工業者の代表選出の範囲
を之が為に多少広めたことになります、曾て市を独立の選挙区にしました精神も此点
に在るので、誠に相当の理由の存在するものと認めまして、委員会に於ては全会一致
を以て可決いたしました 
 改正前の条文では、政府の請け負いをしている法人役員は被選挙権がなくなる恐れが高
かったのが、民間相手に事業を行っているという前提があれば、この制限を受けないこと
になったということである。 
 以上のように、この被選挙権をめぐる規定は、以前から企業と政治の癒着をめぐる議論
として論じられており、明治 44 年市制・町村制改正案における市町村会議員の被選挙権に
ついての「主として」という語句の修正案における付加についても、このような衆議院議
員の被選挙権に関するかなり長い議論を踏まえたものであった。 
 
4. 普通選挙法時代へ 
 
①法人選挙権の廃止 
 大正 10（1921）年市制・町村制は改正が行われ、この時に法人選挙権と多額納税者選挙
権は廃止された。単に「第十四条第二項乃至第五項を削る」という簡単な改正であった。 
 この時の改正は、大正 8 年に衆議院議員選挙法が改正され、選挙権資格が直接国税 3 円
以上納入者に引き下げられたことに対応するもので、市公民（＝選挙人）の資格を直接市
税納入者に引き下げた点にあった。衆議院議員選挙権の拡大に従い、地方市町村会議員選
挙権も拡大されたのである。 
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 法案審議過程では、法人選挙権や多額納税者選挙権の廃止については、ほとんど議論に
なっていない。この規定が誰の目から見ても、時代に合わなくなっていると感じられたか
らであろう。しかしこの規定は、もともと納税額の多い者ほど多くの権利を得られるのが
当然だという原理に基づいていたはずである。ではその原理は捨てられ、あるいは転換さ
れたのであろうか。この時点では、まだそれは曖昧であった。普通選挙法が通過するのは、
4 年先のことであり、審議過程で大きな問題となったのは、等級選挙の問題であった。 
 この時の改正により、町村においては 2 級に分けられていた町村会議員選挙の等級が廃
止されたが、市においては 3 級が 2 級に改められるにとどまった。これに対して、なぜ町
村と同様に等級選挙を廃止しないのかという意見が盛んに出された。政府（原敬内閣）は、
一貫して漸進主義による改革と説明しているが、すでに普通選挙の要求運動が激しさを増
していた状況下では、漸進的な改革では野党議員たちは納得しなかったのである。 
 大正 10 年 3 月 9 日の衆議院本会議で床次竹二郎内務大臣は、法人選挙権や多額納税者選
挙権の廃止について次のように説明している。 
現行法に於ては、公民に非さる市町村の多額納税者に選挙権を附与致して居りました、
其結果としては、住所の如何を問はず、二十五年以下の者、女子禁治産者、準禁治産
者、法人等、何れも選挙権を認めて居ります、此特殊の制度は、今日以後存置の必要
も理由も共に無いと考へまして、其特権は今後は削除することに致しました 
 単に残す必要も理由も無いと述べているだけで、これに関する議員の質問もまったくな
かった。いっぽうで等級選挙の改正については、次のように説明している。 
斯の如く級別の方法を改め、又一方に於て、多額納税者の選挙権を認めざることに致
した結果、如何なる事に相成るかと申せば、全国を通じて一級有権者と二級有権者と
の懸隔は、恰も一と三とに相当することに相成ります 
 つまり納税額の差による一票の格差を小さくした点が改善点だと言っているわけである。
ちょっと説明を加えておこう。ここで述べられている改正の結果、1 級と 2 級の有権者数
の差が 1 対 3 となるというのは全国平均であった。実際には、改正によっても 1 対 12 とい
うような差も残るが、これまでは 1 級と 3 級の有権者数の差は平均で 1 対 50、場所によっ
ては 1 対 1000 以上のような開きがある選挙区があったことを考えれば、法人選挙権や多額
納税者選挙権の廃止と 2 級への改編によって、ずいぶん平等になったというのである。平
等に近づいたということを自ら漸進だと述べているところには、原理的に余り懸隔がない
方が良いという考え方のあることが窺われるが、それが徹底していないこともわかる。 
 現に議員の一部からは、極端な市町村ではその市町村の 7～8 割もの税金を払っている富
豪がおり、これを実施すると、多数者が多額の税を払っている少数者を圧迫することにな
るのではないか、それを取り締まる必要があるのではないかという現制度の原理を肯定す
るような質問が出されたが、ほんの少数で相手にされなかった（3 月 9 日衆議院本会議に
おける清水留三郎発言、清水は群馬県選出の憲政会議員）。 
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 むしろ貴族院でさえ、等級選挙の存在が弊害を起こしているという発言がなされていた
ことに着目すべきであろう。すなわち 3 月 16 日の貴族院本会議で内田嘉吉（前台湾民政長
官、後に台湾総督）は、次のような発言を行っている。 
少数の選挙人が、僅な人数でありながら、議員を選ぶ其議員は自分を選んで呉れる所
の少数の選挙人の利害のみに著目すると云ふことは、是は自然の結果で、已むを得ざ
る結果であると思ふのであります、従って多数の利害に著目をすると云ふことが出来
ない結果に相成る、私の聞く所に依れば、東京などの市制
〔市政〕
に付ても、又其他各全国の
都市に付ても、あまり社会事業が振はない、多くの人は社会事業の施設に付て、種種
なる意見を申述べて居りますけれども、実際に社会事業が振はぬ、何の為かと云ふへ
ば、要するに級別選挙があって、多数の、三分の二以上の人が稍々資産のある所の人
の代表者である、それ等の人が金を出してさうして社会事業を実行する上に、施設す
ると云ふことが、即ち一二階級の人に負担を増すことを好まぬと云ふ為に、或は社会
事業が起らぬと云ふことを申す人もあるのであります 
 3 月 20 日の貴族院委員会で、床次はそんなことはないだろうが、場所によってはそのよ
うな弊害もあり得ると、ここでも曖昧な回答している。 
 内田は東京に言及しているが、衆議院でも東京に関する発言があった。これは前年 11
月にガス管や明治神宮参道の築造工事に絡む砂利疑獄事件で田尻稲次郎市長が辞任し、後
藤新平が新市長に就任するような事件が起こっていたことが影響していた。3 月 10 日の衆
議院委員会において三木武吉（憲政会所属、東京市選出）は次のような発言をしている。 
政友会と云ふ政党に属する或一種の力が、東京市の自治の中に喰入りまして、其結果
畏多い事であるが、明治神宮の彼の参道の砂利問題を起し、それが導火線となって瓦
斯問題、其他道路建築問題、下水問題等に就て、不正の事件が摘発せられ、今日では
確か十六名以上の市会議員は牢獄に投 り
〔げ〕
込まれる、起訴せられる、又四十名以上の
市の吏員が牢獄に繋がれて居る、 
 大阪ではそんなことはなかったが、東京市政がうまく行っていないということは一般に
認識されていたことであった。そしてその原因の一つが、このように市制のあり方に関連
すると捉えられていたのである。 
 なお 2 級制への移行によって、たとえば大正 11 年 6 月に行われた東京市会議員選挙での
有権者数は、次のようになった。麹町区では、1 級 529 人、2 級 3,692 人。神田区では、1
級 2,672 人、2 級 10,313 人。本所区では、1 級 3,227 人、2 級 14,861 人。麹町区では約 7.0
倍あるが、神田区は約 3.9 倍、本所区は約 4.6 倍と、だいぶ差が縮んでいる。 
 
②請負業者の被選挙権制限の廃止と移行 
 いっぽう請け負い業者の法人役員の被選挙権制限は、この時の改正には含まれていなか
った。それが別の形になるのは、大正 15 年 6 月 24 日に公布された市制改正の結果であっ
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た。この時の改正の主要点は、衆議院議員選挙で普通選挙が実現されたことにより、地方
選挙で普通選挙が導入された点にあった。市公民資格から納税要件が外されたのである。
それに伴い市制においては、もう一つ大きな改正、すなわち等級選挙制の廃止がなされた。
等級選挙は、納税額の多寡によって選挙人に格差を設けるという原理に基づいていたから、
普通選挙とは、もはや原理的に相容れないものとなったからであった。 
 しかし法人役員の被選挙権制限については、政府（第 1 次若槻礼次郎内閣）は変更する
考えはなかった。政府原案は、次のようなものであった。 
第十八条 選挙権を有する市公民は被選挙権を有す〔中略〕 
市に対し請負を為し又は市に於て費用を負担する事業に付市長若は其の委任を受
けたる者に対し請負を為す者及其の支配人は主として同一の行為を為す法人の無
限責任社員、取締役監査役若は之に準すへき者、清算人及支配人は其の市に於て被
選挙権を有せす 
 この第 18 条では、このほか被選挙権を有しないものとして在職の検事、警察官吏、収税
吏、選挙事務に関係ある官吏および市の有給吏員、市の有給吏員・教員その他の職員を挙
げており、以前制限されていた府県官吏・神官神職・僧侶・宗教師・私立学校の教員は除
外された（13）が、請け負い関係者についての条項は残されたままであった。 
 これに対して衆議院審議において、たとえば 3 月 3 日の委員会で赤間嘉之吉（政友会所
属、福岡県選出）は、衆議院議員選挙法では撤廃されたのに、なぜこの条項を残しておく
のかを問いただした。これに対して政府委員の潮恵之輔は 3 月 4 日の委員会で、衆議院議
員選挙との違いについて、次のように説明している。 
地方公共団体と其区域が狭く直接になって来る請負業者の町村との関係と云ふもの
は、国の関係よりは一層密接になって来る、さう云ふところから考へますれば、之に
選挙権を与へて置きますと、折角議員に出ましても、或は町村の方の都合で自由の意
思を発表することが困難であり、或は亦場合に依て其地位を利用して適当ならざる処
置も起り得るのでありませう、と云ふことから是は禁止して居るのであります 
 つまり地方議員は衆議院議員と違って、地域とより密接な関係を持つから、請け負い業
者は議員になれないようにしておく方が政治腐敗を生まないためには良いという、明治 33
年に衆議院議員に適用され、明治 44 年に市町村会議員にも適用されることになった実業家
と政治との癒着を防止する必要性が、この時点でも維持されていたのである。 
 この条項は、3 月 5 日と 8 日の委員会でも大きく取り上げられ、3 月 5 日の委員会では志
村清右衛門（政友本党所属、千葉県選出）は、その定義について質問を行い、潮は「普通
の請負は無論でありまするが、販売に致してましても只今御話のやうな継続的とか、或は
定期的に納めるとか云ふものになれば、矢張請負に這入るものと解釈して居るのでありま
                                                  
（13）ここに掲げられている教員の範囲は、市から給与を得ている小学・中学教員が想定され
ており、私立学校教員は除かれている。 
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す、唯一物品の納入を致したと云ふやうなものは、それは請負にはなりませぬ」と答えて
いる。やはり内務省としては請け負いの範囲は売買契約を除いて広く捉えていたのである。 
 3 月 12 日の委員会で、議事速記を中止して開催された懇談会において請負人の被選挙権
制限を認めないことが満場一致で決まったが、その代わりに、次の条文を第 32 条の当選者
に関する規定として加えることで政府も、修正に同意することになった。 
市に対し請負を為し又は市に於て費用を負担する事業に付市長若は其の委任を受け
たる者に対し請負を為す者若は其の支配人又は主として同一の行為を為す法人の無
限責任社員、役員若は支配人にして当選したる者は其の請負を罷め又は請負を為す者
の支配人若は主として同一の行為を為す法人の無限責任社員、役員若は支配人たるこ
となきに至るに非されは当選に応することを得す〔下略〕 
 3 月 19 日の貴族院委員会における政府委員の俵孫一の答弁が、この条項を第 32 条に移
した意味を簡単に述べている。市の請け負いをなすものが選挙の候補者となることは良い
が、当選を「承諾した暁に於て其請負をやめるかしなければならぬ」といふことになった
というのである。これは実質的に内務省の意図が、貫かれたと言って良い。衆議院議員と
は異なり、地方議員は、より地域に密着しているため、その地域の公権力と結びついて商
売しているものは議員でない方が良いという論理は生き残ったのである。 
 
おわりに 
 
 以上述べてきた法人選挙権および法人役員の被選挙権問題についての議論は、経済倫理
というよりは政治倫理に関する問題と言う方がピッタリするものである。しかしこの問題
の推移から、時代とともに社会が変化するなかで、実業家の有する政治的権能が政治倫理
との関係において、どのように扱われていたかを知ることができよう。 
 明治地方自治制は、納税額により個人に政治的権能の格差をつけることを原理としてス
タートした。それは公民資格の納税額による規定や等級選挙制、住民で無くても多額納税
者には選挙権が与えられる例外規定などに顕著に表われていた。そして同様に多額の税金
を納める法人も、個人と同じく扱われる例外が規定されていた。言い替えれば法人も個人
と同じく遇されることは、それほど特別なことではなかったと言えよう。しかし、しだい
に企業が発展してくると、等級選挙制は、特に 1 級選挙において法人の存在感を際立たせ
ることになった。企業は個人とはかけ離れた存在になっていったのである。そして市政腐
敗が各地で起こるようになると、会社が自己の利益に沿う議員を選出し、市町村会に影響
を与えることが、不正の温床として批判されるようになってくる。そのような中で、納税
額による政治的権能に差をつけようとする原理は、しだいに認められなくなり、大正 10
年の市制・町村制における等級選挙の改正時に、多額納税者選挙権や法人選挙権は廃止さ
れる。そして普通選挙の導入により、大正 15 年、ついに市制・町村制の納税額による差別
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原理は捨てられたのである。 
 ひとりひとりが同じだけの価値の政治的権能を有し差別されないという考え方は、法人
を政治的権能を持つ主体とするという考え方と矛盾すると考えられるようになり、それは
しだいに受け入れられなくなったと言えよう。そしてこのことは法人の地域における政治
的活動を、原理的には否定した。実際には、法人としてではなく、経営者個人として、選
挙を通じてではなくても、法人は地域に大きな影響を及ぼし、企業城下町などの形成を促
したが、それはまた別の話である。 
 いっぽう日本の産業発展に伴い、実業家の存在が社会的に大きくなってくると、実業家
勢力を政治に取り組んでいこうとするような方向への動きも生まれた。それは選挙権とい
う形ではなく、実業家が当選しやすい選挙区制度の改正という方法によって行われた。市
部選挙区を独立させた明治 33 年の衆議院議員選挙法改正は、実業家の政界進出を促すもの
であった。しかしこれは同時に、企業活動が政治を利用して利益を得るような政治腐敗を
生むおそれを抱かせるものであった。そのため、この改正に伴い、政府のためにする請負
業者に対する被選挙権制限が設けられ、その防止が図られた。 
 この制限は、その後、実際には骨抜きにさせられたが、その存在がしだいに大きくなっ
て来た企業と政治の直接的な結びつきを排除しようとするものであり、政府は普通選挙実
現の段階でも、特に地方自治体においては、その必要性を感じていた。そしてその感覚は、
受け入れられるものであった。つまり企業と地方政治が癒着する弊害を避けなければなら
ないという感覚は、大正 15 年市制改正においては、被選挙権制限という形では無く、請け
負い業者の議員兼職を禁止するという条項として生き残った。 
 日本近代社会が、しだいに農業本位から商工業本位に変化していくなかで、その変化に
適応して選挙法も変化してきたと言えるが、いっぽうでは個人の領域では捉えることので
きない大きさを持った法人というものの存在を抜きにして政治制度や、政治そのものも考
えられなくなってきたことを示すものであろう。 
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  第２章  国民道徳論と経済道徳論の関係についての覚書          
――井上哲次郎における道徳と経済―― 
 
江島 顕一   
 
はじめに 
 
 本稿は、近代日本において展開された国民道徳論と経済道徳論の関係を検討することを
目的に、その前提として、井上哲次郎の道徳と経済に関する立論の一端を整理することを
試みたものである。 
 近代日本思想史上において、「国民道徳論」は、広義には国家主義的な道徳運動として、
その端緒が明治十年代における儒教主義の復活にまで遡ることができ、最終的には太平洋
戦争末期における国粋主義の興隆にまで連なるものであり、狭義には明治末期にわが国固
有・特有の道徳を徳育の中心に位置付けようと提唱されたものであったといわれている1。 
 ところで、「国民道徳」なる用語ないしは概念が公に登場するのは、1909（明治 42）年
の文部省中等教員検定試験、1910（明治 43）年 5 月制定の師範学校教授要目、1911（明
治 44）年 3 月の第 27 回帝国議会貴族院で提出・採択された「国民道徳教育ノ振興ニ関ス
ル建議」等であるとされており、この時期よりこの語が広範に用いられるようになった。 
 狭義の国民道徳論の中心的な唱道者の一人であった井上は、今日においては、わが国へ
のドイツ観念論哲学の移植に尽力した「観念論哲学の確立者」2として、また『勅語衍義』
の執筆による「教育勅語の公定解説者」3として、あるいはいわゆる「教育と宗教の衝突」
論争にみられる「キリスト教排撃者」4として、日本の哲学界、教育界に厳然たる勢力を持
って君臨した人物として評されている。そして、井上の国民道徳論に焦点を当てた研究も
行なわれてきたものの5、その生涯における業績に比して、「アンバランスなほどマイナー
な位置にとどまり続けてきた」6人物とも評されている。 
 本稿では、具体的に井上が明治末期から大正初期にかけて、道徳と経済の関係をめぐっ
て直接執筆した二つの論説と、当時の中学校の修身教科書とその指導書の当該項目を概観
した。この作業は、換言すれば、狭義の国民道徳論が、一方で同時期に興隆した「商業道
徳」や「実業道徳」等をめぐる経済道徳論に対して、いかなる反応や応答を展開したのか
                                                  
1 今井淳・小澤富夫編『日本思想論争史』ぺりかん社、1979 年、356 頁。 
2 舩山信一『日本の観念論者』英宝社、1956 年、90 頁。 
3 森川輝紀『国民道徳論の道―「伝統」と「近代化」の相克―』三元社、2003 年、14 頁。 
4 磯前順一『近代日本の宗教言説とその系譜―宗教・国家・神道―』岩波書店、2003 年、67
頁。 
5 沖田行司『新訂版日本近代教育の思想史研究―国際化の思想系譜―』学術出版会、2007 年等。 
6 関口すみ子『国民道徳とジェンダー―福沢諭吉・井上哲次郎・和辻哲郎―』東京大学出版会、
2007 年、296 頁。 
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を明らかにする一つの糸口となろう。 
 
1. 井上について 
 
 井上は、1855（安政 2）年に筑前国太宰府に生まれた。医師の家庭で育ち、修学は、郷
里の中村徳三のもとで儒学を、博多の村上研次郎のもとで英学を、さらに長崎に足を運び、
外国人教師から算術や地理、歴史を学んだ。 
 1875（明治 8）年に上京して東京開成学校に入学し、1880（明治 10）年に新設された
東京大学の文学部哲学科にあらためて入学し、フェノロサから哲学を学び、卒業した。 
 卒業後は東大に助教授として残り、東洋哲学史を担当しながら、1881（明治 14）年に
杉浦重剛らと『東洋学芸雑誌』を発刊し、また、有賀長雄と学術用語集である『哲学字彙』
（1884）を編纂した。その後は、外山正一、谷田部良吉と新体詩運動の先駆となる『新体
詩抄』（1882）を、またドイツ観念論を紹介した『倫理新説』（1883）を刊行した。 
 1884（明治 17）年にドイツに留学し、1890（明治 23）年に帰国すると、教授に就任し、
1891（明治 24）年に「教育勅語」を解説した『勅語衍義』を出版した。さらに、同年の
内村鑑三不敬事件を契機に、『教育と宗教の衝突』（1893）を刊行した。 
 明治三十年代には、東洋哲学研究の成果として、『日本陽明学派之哲学』（1900）、『日本
古学派之哲学』（1902）、『日本朱子学派之哲学』（1905）を、そして、明治末年には『国民
道徳概論』（1912）を刊行するなどした。 
 1923（大正 12）年に東京帝国大学を退官するが、1924（大正 13）年に刊行した『我国
体と国民道徳』の中で、三種の神器についての解釈をめぐって非難、攻撃され、一切の公
職を退いた。 
 その後、各大学で講義を行いながら、著述活動を行い、1944（昭和 19）年 11 月に逝去
した。この間、役職として東京学士院会員、文科大学長、哲学会会長、文部省中等教育修
身科検定委員、教科書調査委員会、大東文化学院総長、貴族院議員等を歴任した7。 
 
2. 井上における道徳と経済 
 
（1）二つの論説 
 日露戦後のわが国の経済は、戦勝こそ遂げたものの、その戦費調達のために発行された
多額の外積が、無賠償の講和条約の調印によって償還が不可能となり、国際収支の逼迫や
累積債務の発生といった状況に陥っていた。一方で、大戦景気による株価の急騰などから
                                                  
7 井上の略歴については、近年では、宮地正人、櫻井良樹、佐藤能丸編『明治時代史辞典』第
１巻、吉川弘文館、2011 年、173 頁、石田一良・石毛忠編『日本思想史事典』東京堂出版、2013
年、408-409 頁において記載されている。 
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「成金」の語が生まれる状況を迎えてもいた。 
 こうした時代状況の中で、当時東京帝国大学教授であった井上は、1907（明治 40）年
に「道徳と経済との関係」と題する論説を発表した8。 
 まず井上は、道徳と経済の関係が一般社会においてどのように理解されているかを次の
ように説明する。 
  道徳と経済との間に果して何等か関係ありや。是れ蓋し学者の一たび考察するを値す        
  るの問題なりとなす。普通の場合にあつては、道徳と経済とは全く没交渉の者の如く 
  に見做さる。道徳家は多く経済を顧みず、甚しきに至つては、利殖を罪悪視し、経済  
  家を斥けて共に談ずるに足らざる俗人となす。経済家は又多く道徳を顧みず、甚しき 
  に至つては、道徳を無用視し、道徳家を斥けて野暮の骨頂となす。道徳と経済とは、 
  此の如く反目嫉視して、相容れざるの傾向あり。此両者は到底調和し得られざるか。 
  若し調和し得らるとせば、果して那辺に於て之が開鍵を発見し得べきか。吾人は此重 
  大なる問題に就いて聊か攻究し得たる所あるの感なしとせず9  
すなわち、一般的に道徳と経済の間には全く関係がなく、むしろ相容れない関係に見做さ
れているという。しかし、果たして両者は調和できないのか否か、私見を述べてみたいと
いうのである。 
 井上は、「先づ宗教を創設せる偉人の教旨に就いて之を考ふるに、皆精神上大に尊重すべ
きものを有するが故に地上の貨財の如きは一切之を賤視し、経済の念に至つては痕迹だも
認むること能はず」10として、宗教家である釈迦、基督、孔子の名を挙げている。「次に我
民族的道徳ともいふべき武士道にあつては、倹素を尚ぶの念あれども、経済的発展を図る
が如きは、其眼中にあるにあらず。古来「武士は食わねど高楊枝」といふを以て之を観れ
ば、武士道が如何に経済と相戻るの傾向あるかを知るべきなり」11と述べている。「更に又
古今の倫理学派に就いて之を考ふるに、其種類少しとせずと雖も、之を大別すれば、畢竟
理想派と実際派との二大学派に分る」12として、理想派（「理想主義」、「倫理主義」、
「克己主義」）に属するカント、グリーン、ロッチェ、ヴント等は経済の念に乏しく、一
方で実際派（「功利主義」）に属するミル、シヂウィック、パウルゼン、ヘフデング等は
経済に注意し、倫理と共に両方面の研究を怠らない傾向にあったと論じている。そして、
理想派と功利派のそれぞれ長所と短所を次のようにまとめている。 
  理想派の立する道徳的観念は、功利派のそれより遙に高尚なりとなす。是れ其紛々た    
  る世間の利害得失以上に超然として向上一路を辿ればなり。但し其短所は経済を顧み 
                                                  
8 『東亜之光』第 2 巻第 1 号・第 2 号、1907 年。後に井上哲次郎『教育と修養』弘道館、1910
年に収録される。以下、引用は本書に拠る。 
9 『教育と修養』165 頁 
10 『教育と修養』165 頁 
11 『教育と修養』167 頁 
12 『教育と修養』168 頁 
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  ざるにあるのみ。功利派の長所は確に倫理と経済との両者を統一し得るにあつて存す。 
  然れども其短所は利害得失以上に超然たる道徳的動機を度外視するあり13 
こうした道徳と経済の関係をめぐる倫理学の立場を整理した上で、自らの見解を次のよう
に示している。 
  吾人をして更に一転して経済上の事を考察せしめよ。抑々経済は道徳と何等の関係も 
  なくして成立し得るものなりや否や。経済は学としては一種専門の科学なれども、又 
  実際に於ては一種特別の技術なり。若し一種特別の技術として之を見る時は、固より 
  道徳と何等の関係もなきものの如し。然れども経済が物質的物品の殖産、交換及び分 
  配を以て其本領となす以上は、如何に一種特別の技術とはいふものの、到底道徳と関 
  係を絶つこと能はず。何んとなれば、殖産、交換及び分配の如き事は、之を成遂ぐる 
  人格のいかんに関するもの多ければなり。経済の発展は、人格の良否と密着不離の関 
  係を有するものにて、其道徳的の意味を伴随し来るを蔽ふべからざる事実なり14 
つまり、経済の発展には道徳が追従する「密着不離」の関係にあるというのである。そし
て、物質的物品の殖産、交換、分配が本領である「経済は人生重要の一大事なるに相違な
きも、人生終局の目的にあらず。人生終局の目的に達する方便として之に必要なる物質的
資料を要するなり」15と強調する。もっとも、維新以来のわが国の現状は、先述した功利
派や理想派のいずれかに偏向しているため、今こそ「動機論と結果論即ち理想主義と功利
主義とを融合調和するの必要益々逼れる」16というのである。なお、わが国の歴史上には、
その融合調和を実現した人物に、熊沢蕃山と二宮尊徳がおり、「之を観れば、純然たる理
想主義の倫理と功利主義の倫理とを連結して統一的の理論となすこと不可能といふを得ざ
るなり」17と述べている。 
 井上は経済を、「消極的に之を言へば、費消し得べき物質的資料を克己力によつて濫に
之を消費せずして節倹を守るにあり」18であり、「又積極的に之を言へば、殖産、交換及
び分配に対する忠実なる勤労にあり」19と捉えており、その上で本論説を次のように結ん
でいる。 
  要するに、経済は方便にして目的は之を超絶して存す。人生終極の目的は即ち最高の 
  理想は、吾人々類の到達せんが為めに努力せざるべからざる所にして、経済は亦之が 
  手段として無かるべからざる所なり。果して然らば道徳と経済との関係、豈に復た疑 
                                                  
13 『教育と修養』170 頁  
14 『教育と修養』172 頁 
15 『教育と修養』173 頁 
16 『教育と修養』175 頁 
17 『教育と修養』176 頁 
18 『教育と修養』176 頁 
19 『教育と修養』176 頁 
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  を挿むの余地あらんや20 
 本論説は、哲学者井上が古今東西の思想、宗教、倫理学等における経済と道徳の関係を
確認し、両者の調和や統一は未だかつて十全に達成されたことはないものの、本来的に両
者は相互に関係して成立するものと結論づけるものであった。しかし、経済が手段であり
目的ではないとしているものの、道徳と具体的にどのように関係するのか、ひいては道徳
をどのように認識していたのかについては詳しくは論じられなかった。 
 さて、1911（明治 44）年に農商務相大浦兼武が欧米視察から帰国し、海外貿易の進展
には「商業道徳の頽廃」を克服すべきであると各所で発言し、各界からその問題に対する
応答が沸き起こったことが、商業道徳をめぐる活発な論議の契機となった21。商業道徳の
「頽廃」として、当時具体的な問題となっていたのは、粗製濫造、不正競争、違約背信、
信用取引の不振、会社重役の放漫等であり、いずれも商工業活動において必須の規律と見
做されているものであった。 
 こうした国内外で信用を失ったわが国の商工業の根本的な在り方が問われていた中で、
井上は、1911（明治 44）年に「我邦現今の商業道徳に就いて」22と題する論説を発表した。 
 はじめに井上は、維新以来の社会的変遷の中で、各方面に著しい発展があり、商工業も
その一つであるが、今後のわが国の富強はこの商工業のさらなる発展に懸っていると述べ
ている23。井上によれば、「一体商業といふ業務は利益を目的として居」24るものであり、
「其目的といふは外ではない。利益を得ることである。何処迄も利益を逐ふて行くといふ
性質の業務」25であるという。したがって、商業や商業家は、利己主義に流れやすく、不
正行為に走りやすく、「要するに、道徳上の危険が商業といふプロフェッションに伴ふて多
いのである。だからして商業家は一層道徳といふことに心掛けなければならぬ。所が、業
務の性質として利益を逐ふて進むばかりであるからして、兎角道徳に疎遠になり易いので
あります」26というのである。 
 とはいえ、「商業といふ業務は国家をして富強ならしむるに重要なものであるが、今のや
うに道徳上の危険の多い性質のものであるからして、隨つて商業道徳といふものを大に振
興させるやうに力めんければならぬ次第」27として、商業道徳の必要性と重要性を説くの
                                                  
20 『教育と修養』177 頁 
21 その論者の一人であった神戸高等商業学校教授津村秀松の立論については、佐藤政則「明治
末の商業道徳「頽廃」論―津村秀松「日本ノ商業道徳ト国民道徳（1912 年）によせて―」道徳
経済一体論研究会編『戦前日本の経済道徳―その形成に関する試論―』麗澤大学経済社会総合
研究センターWorking Paper No. 54、2013 年を参照されたい。 
22 『東亜之光』第 6 巻第 8 号、1911 年。以下、引用は本誌に拠る。 
23 『東亜之光』1-2 頁  
24 『東亜之光』3 頁 
25 『東亜之光』3 頁 
26 『東亜之光』4-5 頁。なお、同内容のことが、『国民道徳概論』（1912）の 187-188 頁、233-234
頁においても見て取れる。 
27 『東亜之光』5 頁 
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である。 
 井上は、こうした利己主義や個人主義に陥りやすい性質を持つ商業において、実際に現
れる不道徳な行為として、次の六点を挙げている。 
  一 粗悪なる商品を売買すること。 
  二 暴利を貪ること。 
  三 有害無益の営業を為すこと。 
  四 相手を欺ますこと。 
  五 怠慢に付すること。 
  六 贈賄収賄を為すこと。28 
こうした商業上の不道徳への対策として井上は、次のような二つの方向性があると論じて
いる。 
  此等の商業上の不道徳の中に、社会の組織の上から制裁を加へて行けるものと、個人 
  の精神修養の方面から直して行けるものと此二様ある。他律的の道徳に待たんければ  
  ならぬ側と、自律的の道徳に待たんければならぬ側とある。其他律的の側は主として  
  法律制度によつて制裁を加へて行く。大きな社会の仕掛の方からして、不正手段を取 
  ることの出来ないやうに仕組を拵へて行く。それが立派に出来て居らぬといふと商業 
  道徳の刷新はなかなか困難であります。けれども、如何に法律制度は立派であつても、 
  個人の精神修養といふことを懈れば、到底商業道徳の刷新を図ることは出来るもので 
  はない。やはり個人個人の内心からして、斯かる不正なることはやつてはならぬ、と。 
  斯う云ふ強大なる動機が起つて来ぬければダメである。今日では両方とも甚だ不完全 
  である29 
すなわち、社会的で他律的な側面と個人的で自律的な側面からの方策があるが、現状は両
者ともに十分ではないというのである。井上は、後者の個人の精神修養については、例え
ば西洋ではキリスト教という宗教によって、毎週教会に行くことで商業とは全く異なる精
神上の教訓を聴くことができるが、日本にはそうした宗教による制裁が無いために、余計
に商業家は利益のみを追うことになり、精神修養を後回しにしてしまうと述べている。さ
らに、「我邦の商業家には由来手本になるやうな人が非常に少い。農業家には少くも一人手
本になるやうな人が出て居る。それは二宮尊徳であります。二宮尊徳に匹敵する程の商業
家といふものは古来日本に出たことはない」30ともいうのである。 
 井上は、こうしたわが国の現状を打開するには「商業家の精神修養の為には特別の機関
を設けることが必要であると思ふ。今日の進んだ学理に基づいた精神修養談を、少くも一
                                                  
28 『東亜之光』6-7 頁 
29 『東亜之光』10-11 頁 
30 『東亜之光』12 頁  
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週一度位聴くやうな設備を為すべきであると思ふ」31として、キリスト教の教会のような
場所を設けて、精神修養の機会を与えることを提起した。 
 本論説は、国家富強にとって重要な商業の振興を図るには、商業上の不道徳な行為や実
態を社会と個人の両面から改善していくことを訴え、後者については個人が精神的な修養
を行なえる機関を置くことを求めるものであった。井上が示した商業上の不道徳は、当時
「商業道徳の頽廃」として実際に問題になっていたものであり、同時代の商業の動向をお
よそ把握していたことがうかがえる。しかし、ここからは、その改善案として挙げた精神
修養の場を社会的に用意するという提案が、どこまで実現性や具体性を考慮に入れて発言
していたのかは明らかではない。 
 
（2）修身教科書とその指導書 
 明治末期より興隆した国民道徳論は、井上をはじめ、法学者であった東京帝国大学教授
穂積八束や教育学者であった東京高等師範学校教授吉田熊次等によって広められていくが、
とりわけ、1910（明治 43）年 12 月に文部省が全国の師範学校修身科担任教員を招集して
開いた講習会にて、三者が講演を行ったことがよく知られている32。その主張の大要は、「教
育勅語」に基づく徳育の強化を促すとともに、第二期の国定修身教科書の内容を敷衍する
ものでもあった。 
 こうした講演や講習会、また国定教科書の編纂に関わる教科用図書調査委員会を務める
ことなどを通じて国民道徳論を推進していた井上は、その後は自ら修身教科書の執筆を通
じてその普及と補強に努めていく。その一つである 1911（明治 44）年に刊行した『新編
中学修身書』33の第 5 巻には、第 13 課として「道徳と経済」の項目が在る。その冒頭は次
のような文言ではじまっている。 
  人間は精神と身体とより成るを以て、一方に精神的生活を営むと共に、他方にありて 
  は物質的生活を営み、精神的生活に於ては真善美の実現を以て最高の理想となし、物 
  質的生活に於ては欲望の満足を以て要件となす。理想実現の努力は人類を導きて精神 
  的文明を建設せしめ、欲望を満足せしめんとする焦慮は、人類を駆りて物質的文明を 
  組織せしむるに至れり。前者を教導するものは、道徳的観念にして、後者を支配する 
  ものは経済思想なり34 
井上は、人間の生活を精神的生活と物質的生活に分け、前者の文明を教導するのが道徳で
あり、後者の文明を教導するのが経済であるという。さらに続けて、前者を重んずる者は
                                                  
31 『東亜之光』13 頁 
32 久木幸男・鈴木英一・今野喜清編『日本教育論争史録』第一巻近代編上、第一法規出版、1980
年、255 頁。 
33 井上哲次郎『新編中学修身書』全 5 巻、金港堂書籍、1911 年。少なくとも 1917 年までに訂
正 5 版が発行された。以下、引用は訂正 5 版に拠る。  
34 『新編中学修身書』巻五、96-97 頁 
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後者を軽んじ、後者を重んずる者は前者を軽んずることがあり、「斯くて道徳と経済とは互
に矛盾せる人生の二大勢力なるの観を呈せんとするに至れり」35と述べている。その上で、
「道徳と経済とが人間生活を支配する二大勢力たるは否定すべからざる事実にして、善悪
と利得とは現代の人々の朝夕口にする所なり。併し乍ら此の両者は果して互に背反して氷
炭相容れざるものなるか」36として、どちらか一方に偏向した考え方や生き方は「共に人
生の真相を観却せる偏見と云はざるべからず」37というのである。これを踏まえて井上は、
人間にとっての道徳の機能について、次のように説明している。 
  然らば道徳と経済との交渉は、何処に其の帰趣を求むべきか。人間が精神と身体とを 
  有する以上は、精神の貴ぶべく、物質の軽んずるべからざるは言を俟たず。されど身 
  体は畢竟人格活動の機関にして、精神の指揮命令の下に行動云為するを以て職分とな 
  す。其れ故に道徳が精神を教導すべき勢力なりとすれば、そは又身体をも支配せざる 
  べからず。従つて経済活動が、身体の要求に応じて起りたりとせば、之を道徳の圏外 
  に置かんとするは、経済を軽視する意味に於ても、或は之を重視する意味に於ても、 
  共に不条理なりと云はざるべからず。道徳は実に人間一切の活動を摂取して、之を指 
  導すべき使命を担へるものなり38 
すなわち、精神と身体を有する人間において、道徳が精神を導き、精神が身体の活動を率
いる以上、身体の活動の一つである経済活動は、道徳の影響を必然的に受けるというので
ある。その意味で道徳は、人間活動のすべてを司るものであるという。「されど人或は云は
ん、経済界の活動をして道徳の羈絆の下に拘束するは、其の発展を妨碍するに至らんと」39
と言う者がいるが、実際にそのようになれば、商業家は暴利を貪り、工業家は粗製濫造を
行なうなどの私欲に走り、経済活動は破綻し、ひいては社会生活の存立をも危機に陥れる
ことになると論じている。 
 こうして井上は、道徳と経済の関係を次のように説明している。 
  故に道徳は経済活動を可能ならしむる必須の要件なりと謂はざるべからず。されど之 
  を以て道徳は経済活動の方便なりと云ふは、未だ以て道徳の真髄を捉へたるものと謂 
  ふべからず。経済活動が道徳に由りて其の存立を全うし、発展を遂ぐるを得るは、道   
  徳が利得の方便たるが為にあらずして、道徳が人の須臾も離るべからざる道なるを以 
  てなり。即ち道徳は人間の有らゆる活動、あらゆる営為を支配すべきものなるが故に、 
  如何なる活動、如何なる営為も之を無視して、其の目的を達すること能はざるを以て 
  なり40 
                                                  
35 『新編中学修身書』巻五、97 頁 
36 『新編中学修身書』巻五、98 頁 
37 『新編中学修身書』巻五、99 頁 
38 『新編中学修身書』巻五、99-100 頁 
39 『新編中学修身書』巻五、100 頁 
40 『新編中学修身書』巻五、101-102 頁 
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つまり、人間のあらゆる活動、営為には、道徳がその根底にあるため、経済活動もこれを
無視して目的の達成はできないと主張するのである。したがって、「斯くの如く経済活動即
ち実業は、道徳に基づきて始めて其の進歩発展を企図するを得るものなるが故に、個人並
に国家の経済的発展を希望するものは、須らくここに留意する所なかるべからず」41とい
うのであった。 
 井上は、経済活動が進歩、発展するには、具体的に実業界は信用を重んじ、誠実、正直
を旨とし、実業家は企業家、資本家、労働者の協同に拠るものであることを自覚し、寛容、
親切、忠実等を欠かないことが要件であると述べている。井上によれば、わが国の産業は
隆盛しているが、未だ欧米の列強に圧倒されているため、「されば第二の国民たる我等は、
単に知識、技能の進歩を図るのみならず、又能く道徳を修養して、将来の発展に備ふる所
なかるべからず」42として、道徳と経済の項目を締め括っている。 
 井上は『新編中学修身書』の一項目として、道徳と経済について執筆したのであったが、
1918（大正 7）年には、これを教える教師の指導書に当たる『井上博士新編中学修身書備
考 全』43を刊行した。 
 この時期教育界では、大正デモクラシーの風潮が顕著となる中、「児童中心主義」に代表
される大正新教育運動が隆盛を極めていた。こうした影響から、1918（大正 7）年から使
用された第三期の国定修身教科書は、国際協調や平和主義の内容が盛り込まれていた。ま
た同年、東京高等師範学校に専攻科修身教育部が設置されるとともに、現職の中等学校の
教員を対象とした国民道徳の再教育が実施されるなどした。 
 『井上博士新編中学修身書備考 全』の『新編中学修身書』に対応する第 13 課「道徳
と経済」は、「目的」、「要項」、「参考」が記載されている。まず、「目的」には次のように
記載されている。 
  目的 経済的活動の拡張に伴ひ動もすれば道徳の拘束を脱して放縦なる所為に趨らん 
  とす。故にここに道徳と経済との関係を説き、経済活動が道徳の支配の下に初めて真 
  の発展を期し得べきものなることを示し、実業道徳の要項を教へ経済的活動に於ける 
  心得を授けんとす44 
本項目が、「実業道徳」の教授を目的としており、経済の発展が道徳に基づくものであるこ
とが示されている。 
 「要項」は、教科書の内容が四点に要約されているだけであるので省略するが、四点目
には「実業道徳の一班を示し、特に信用、誠実、守約、親切、忠実等の肝要なる所以を説
                                                  
41 『新編中学修身書』巻五、102 頁 
42 『新編中学修身書』巻五、104 頁 
43 井上哲次郎『井上博士新編中学修身書備考 全』金港堂書籍、1918 年。以下、引用は本書
に拠る。なお、本書は 1926 年に『井上中学修身書備考』として訂正再販される。 
44 『井上博士新編中学修身書備考 全』350-351 頁 
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きその修養を図らしむ」45と記載されている。 
 「参考」には、二点ほど事項が記載されており、一点目はわが国における金銭に対する
二弊風として、武士道の影響で金銭を卑しむ傾向と、一方で金銭を過重視する拝金的な傾
向があることを挙げている。その上で、「金銭の貴きは要するに手段としてにして、決して
目的としてにあらず」46として、金銭や物質に過大な価値を認めようとする傾向は増長し
やすい弊風であるため、深く戒めることが教育上で留意すべきことと強調されている。 
 二点目は、日本人は、とりわけ取引上において一般に不正直であるとの評価があり、こ
れはわが国の産業や貿易にとって障碍となるため、信用を尊び、誠実と公正を持すること
や、「実業は人々の協同の経営に係るものなれば、勤勉、親切、忠実、寛宏、守約、規律等
の精神乏しくば協同の實を挙ぐることあたはず」47として、これらの諸徳を涵養すること
が実業の進歩に繋がると言及されている。 
 『新編中学修身書』と『井上博士新編中学修身書備考 全』の中の一項目である「道徳
と経済」は、人間生活における経済の重要性や必要性を説きつつも、その基盤には道徳が
据えられることや、そうあってはじめて経済活動の目的が果たされると、道徳の必然性を
論じたものであった。その上で、具体的な「実業道徳」としては、信用、誠実、正直、勤
勉、寛容、協同といった徳目が列挙されていた。  
 
おわりに 
 
 以上、井上哲次郎の道徳と経済に関する立論の一端を、明治末期から大正初期にかけて
執筆した二つの論説と、当時の中学校の修身教科書とその指導書の当該項目を概観するこ
とによって整理してきた。 
 二つの論説は、道徳と経済の関係について、経済はあくまで手段であって目的にはなり
得ないとして、学問的にも現実的にも未だ為されていない両者の調和を図ることが課題で
あるとし、そのためには目下生じている商業上の不道徳を是正し、商業道徳を個人が修得
することが、わが国の今後の経済発展には不可欠であると論じた。ただし、この二つの論
説からは、当時の時代状況や実態を踏まえてはいるものの、少なくともそこには哲学者と
して、道徳と経済の関係をめぐる同時代の様々な所説に対する見解や、その問題の本質を
鋭く突くような思索は示されてはいなかった。 
 修身教科書とその指導書は、道徳に基づいた経済こそがその目的や進歩を遂げられると
して、商業に携わる上では信用や誠実、忠実などの実業道徳を学修することが説かれてい
た。「道徳と経済」の項目は、あくまで全五巻、百項目の中の一つに過ぎないが、教科書は
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何度も増刷されており、指導書はしばしの時を経て再販されていることを鑑みると、これ
らは当時の学校教育において少なからず活用されていた。 
 さて、井上の道徳と経済をめぐる立論については、これら以外の著作や論説を含め入れ
た、さらなる検討が必要であることはいうまでもない。さらには、井上以外の国民道徳論
の論者から発せられた道徳と経済をめぐる言説を整理し、国民道徳論の側から経済道徳論
の側にどのような応答がなされたのかを吟味していくことも肝要であろう。これらの課題
については、今後稿をあらためて論じることとしたい。 
 最後に、井上哲次郎と廣池千九郎の関係について付言しておきたい。両者の関係は、直
接には、廣池が神宮皇學館教授の任にあった 1908（明治 41）年に刊行し、翌年に増訂再
版した『伊勢神宮』に井上が序文を寄せていることから確認できる48。また、井上の日記
によれば、1907（明治 40）年に井上の私邸を廣池が訪れていたことも確認できる49。 
 この後の明治末期より、井上を筆頭に国民道徳論が活発に論議されていくことは繰り返
してきたが、一方で『伊勢神宮』の刊行を契機に、国民道徳の研究に本格的に取り組んで
いくのが廣池であり、それを経ての道徳研究の成果は、1928（昭和 3）年に刊行する『道
徳科学の論文』によって結実することとなる。 
 もっとも筆者は、井上の『国民道徳概論』（1912）をはじめとした国民道徳論は教育界、
思想界に主流として影響を及ぼしていくが50、廣池の『道徳科学の論文』に代表される道
徳論は、そうした潮流に接近する部分はありつつも、それに収斂するものではなく、同時
代史において独特の位置を占めるものであったと捉えている51。いずれは、両者の立論を
比較検討し、近代日本において展開された国民道徳論の歴史的、思想的な射程と特質など
について考察していきたいと考えている。 
                                                  
48 廣池千九郎『伊勢神宮』早稲田大学出版部、1909 年。なお、本書は第 57 回式年遷宮の年に
刊行されたこともあってか、わずか半年余りで三千余冊が出版された。本書については、橋本
富太郎「廣池千九郎著『伊勢神宮』の出版事情」『神道研究集録』第 21 輯、2007 年を参照さ
れたい。 
49 例えば、1907（明治 40）年 3 月 28 日。村上こずえ・谷本宗生「井上哲次郎『巽軒日記―
明治二六〜二九、四〇、四一年―』」『東京大学史紀要』第 31 号、2013 年、80 頁。なお、井上
から廣池へ同年の 7 月 16 日、8 月 28 日に『東亜之光』を送っていることも確認できる。 
50 井上の『国民道徳概論』は、その後、1918 年に『増訂国民道徳概論』、1928 年に『新修国
民道徳概論』と、その間 1925 年に『我が国体と国民道徳』の出版による不敬事件をはさみな
がらも、加筆修正が施され、長期にわたって高等学校や師範学校の教科書として活用された。
なお、この点については、見城悌治「井上哲次郎による『国民道徳概論』の改訂作業とその意
味」『千葉大学人文研究』第 37 号、2008 年を参照されたい。 
51 筆者のこれまでの井上の国民道徳論の研究については、拙稿「「国民道徳論」の形成過程に
おける儒教の応用―井上哲次郎の立論に焦点を当てて―」『人間と社会の探究 慶應義塾大学
大学院社会学研究科紀要』第 65 号、2007 年、拙稿「明治期における井上哲次郎の「国民道徳
論」の形成過程に関する一考察―『勅語衍義』に焦点を当てて―」『人間と社会の探究 慶應
義塾大学大学院社会学研究科紀要』第 67 号、2009 年、また廣池の道徳論の研究については、
拙稿「廣池千九郎の道徳教育論に関する一考察―中津・下毛における教員時代に焦点を当てて
―」『道徳と教育』第 329 号、2011 年、拙稿「廣池千九郎の教育思想―「中津時代」に焦点を
当てて―」『モラロジー研究』第 72 号、2014 年を参照されたい。 
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  第３章  河上肇における「道徳と経済」 
 
大野正英   
 
はじめに 
 
 わが国におけるマルクス主義経済学の開拓者として知られる河上肇（1879～1946）は、
明治から大正・昭和にかけて多岐にわたる著作や社会評論を数多く発表し、多くの読者に
影響を与えた。後年本格的なマルクス主義研究に没頭し、最終的には日本共産党の地下運
動に身を投じた結果、逮捕されて４年半に及ぶ獄中生活を送ることとなる河上ではあるが、
マルクス主義研究に本格的に打ち込むようになる大正 13 年（1924）以前には、正統派経
済学者として学究生活を送っている。しかしその期間においても、一方では非利己主義的
な人間の生き方を求める求道的態度を一貫して持ち続けており、自己利益追求を肯定する
正統派経済学をめぐって内面での葛藤を持ち続けており、経済と道徳の調和を常に求め続
けていた。 
同じように経済と道徳の一体を求めようとする姿勢は、京都帝国大学の初代経済学部長
を務めた田島錦治をはじめとする同時期の他の経済学者にも見いだされる1。また、道徳と
経済の一体のものと捉える立場から、大正前期に労働問題の道徳的解決を主張した廣池千
九郎とも共通する問題意識である。京都帝国大学経済学部において隔年で経済原論を担当
する関係であったが、社会主義を強く批判する田島とは真っ向から対立する立場にあった
が、経済学研究において人道主義・道徳主義の視点から道徳と経済の一致を求めたという
点では共通点を見出すことができる。 
本稿においては、以上のような基本的認識に立って、マルクス主義研究に本格的に身を
投じることになる以前の時期の河上の思想に焦点を当てて、そこに道徳と経済の一致を求
めようとする経済学者として、また思想家としての苦闘の歩みを明らかにしようとするも
のである。具体的には、明治 44 年の「道徳と経済」という論稿から、名著とされた『貧
乏物語』をはさんで、大正 12 年の『資本主義経済学の史的発展』にいたるまでの一連の
著作の中から、道徳と経済に関連するものを取り上げ、そこでの記述を基にしながら、道
徳と経済に関する思想の変遷を見ていく。 
 
1. 非利己主義的思想形成の要因 
 
 道徳と経済の問題に関する河上の思索の焦点は、正統派経済学が是認する利己的活動と
                                                  
1 田島錦治『道徳ト経済』（有斐閣、1919） 道徳と経済に関する田島の主張については、拙
稿「大正期の経済学者における道徳経済一体思想―」（2013）を参照。  
34 
しての経済の是非に置かれた。大正８年の「利己主義と利他主義」という論稿の中で、数
え年で 27 歳の時、すなわち明治 38 年頃に「利己と利他とは絶対に相容れざるなりや、将
た調和融合し得るものなりやとの問題に就き、可なり思ひ悩んだ事がある。」という一節が
ある。この明治 38 年とは、大学卒業後就いていた一切の教職を辞して、伊藤証信の「無
我苑」に入った時期である。この一文に示されたように、研究者としての出発点の時期に
抱いた葛藤、すなわち非利己的な活動を理想とする道徳的生活と、利己的な経済活動が互
いに相容れないものなのか、それとも調和可能なものなのかという問いが、その後の経済
学研究の中でその根底に一貫して流れていた。それは河上に対する評伝の中でしばしば言
及される河上の「求道心」の表れでもある。後に社会主義者となったのも、この問いをめ
ぐる思索における一つの結論であったと言える。 
非利己性を求める思想傾向を河上が抱くようになったのには、複数の要因が関係してお
り、その一部は学生時代以前に遡る。河上自身の手による『自叙伝』をはじめとして、い
くつかの評伝の中で指摘されている要因を整理してみる。 
一つ目は、出身地の山口県での「防長教育会」における儒教的教養教育、いわゆる孔孟
的道徳であり、愛国主義的思想である。特に郷土の偉人である吉田松陰に強く影響を受け
ており、経世家として世に出ることに対する思いがこの時期において非常に強く形成され
た。住谷悦治は、この時代における「滅私奉公」の倫理や「天下の公器に値する人間とな
ること」という思いが、後年の絶対的非利己主義の感覚につながっていると指摘する2。 
山口での高校生活を終え、明治３１年（1898）に、東京帝国大学法科大学政治学科に入
学するために上京する。ちょうどこのころは、日清戦争の後に日本の資本主義が急速に発
展し、それとともに労働問題をはじめとする各種の社会問題が一気に表面化した時期であ
った。河上は、その時代に一気に広がった人道主義的社会運動の洗礼を受けることとなっ
た。こうした社会運動は、その平等の実現を目指す理念に共鳴するキリスト者青年に支え
られた。河上はたびたび演説会へと足を運び、中でも木下尚江や内村鑑三の演説に強い衝
撃を受けている。 
これら社会問題に取り組む人々を通じて、キリスト教の教えに触れたことが彼の思想形
成の第二の要因である。彼らの影響を受けて聖書に触れた河上は、「マタイ伝」の中の「人
もし汝の右の頬をうたば、左をも向けよ。汝を訴えて下衣を取らんとする者には、上衣を
も取らせよ。人もし汝に一里ゆくことを強いなば、ともに二里ゆけ。汝に請う者にあたえ、
借らんとする者を拒むな」との一節に大きく心を揺さぶられることとなった。後の回想で
「その絶対的な非利己主義に向かって、私の良心は無条件的に頭を下げた」と述べている3。
この絶対的な非利己主義は、その後の河上の生き方を律していく一つの指針となった。 
                                                  
2 住谷悦治「社会科学的真理と宗教的真理の統一－河上肇博士の精神構造－」、末川博編『河上
肇研究』（筑摩書房、1965） 
3 河上肇『自叙伝』、住谷一彦責任編集『日本の名著 49 河上肇』（中央公論社、1984）所収 
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その後、大学卒業、結婚、東大農科大学への奉職を経て、研究者として多くの著作を発
表し、活躍を始めるが、突如として明治 38 年（1905）に伊藤証信の「無我苑」へと入る
こととなった。伊藤の唱道する「無我愛」を絶対的非利己主義の文字通りの実践を主張す
るものと考えたからである。しかし結果的には「無我苑」の実態が自らの望むものとは異
なることを悟った河上は、２ヶ月ほどで退去することとなり、経済学研究の世界へ立ち戻
ることとなった。 
こうして再び経済学の世界での活動を始める河上ではあるが、絶対的非利己主義への傾
倒はその後の生活にも影響を与え続けることとなった。それは生涯を通じての自らを律す
る信条であると同時に、専門たる経済学研究においては、正統派経済学の中心に置かれる
個人の利己的活動について、その是非を問うことが常に河上にとっての思索の基本的課題
となっていた。これが河上における道徳と経済の関係を問う問題の原点であり、この後の
学究生活の中でそれは一貫して途切れることなく、その底流となっていく。 
 
2. 「経済と道徳」に見られる修養主義的性格 
 
無我苑を去った後、明治 39 年（1906）には読売新聞の記者となり、翌 40 年（1907）
には読売新聞社を退社し、自ら『日本経済新誌』という雑誌を創刊し、ここを拠点に文筆
活動を活発に行っていく。 
『日本経済新誌』1 巻の第 2・3 号には、「経済と道徳」という論稿が掲載されているが、
その中では資本主義が急速に発達する中で労働問題が大きく社会問題化する当時の時代状
況を背景として、道徳と経済の衝突の問題をいかに調和すべきかの問題が中心に論じられ
ている。 
この論稿の冒頭において、「経済と道徳の衝突」と「商工業と農業の衝突」という二つ
の問題をいかに調和すべきであるかが、日本国民が解決すべき問題であると指摘している。
経済と道徳の衝突、言い換えれば利と義の衝突は従来からも常に議論されてきた問題では
あるが、特に経済組織が大きく変化してきたこと、具体的には分業が発達してきたことに
より、さらに大きく人心に影響を及ぼすこととなったがために、よりいっそう多くの関心
を集めることとなっていると、河上は次のように指摘する。 
分業が発達したことによって、個人の経済の自給自足的性質が破壊されて、交換に基づ
く営利的行為が広く行われることになった。営利的行為に関心を持った人々が、金銭的利
益を求めて営利に熱中するあまり、他の一切のものを犠牲にするようになり、それがゆえ
に正邪ではなく、利害がすべてに優先されるようになってきた。 
このような営利と道義の衝突、言い換えれば経済と道徳の衝突が現今の問題であるとの
認識に立ち、河上はこの両者を調和させることが日本にとっての希望であり、逆に経済の
ために道徳を無視することになれば大きな災厄を招くこととなると説く。経済と道徳の調
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和の問題を、西洋の物質的文明と東洋の精神的文明との融合を目指すものであるとする見
方に、河上は同意している。 
それではいかにしてこの両者の調和が可能となるのであろうか。ここでまず河上は社会
主義者の物質的道徳観を提示する。その考え方によれば、経済組織の変遷によって土地資
本を持たない大多数の社会階層の民衆は、自らの生存のために義を棄てて利に走ることは
必然であり、したがって現社会の経済組織を打破し、社会主義の組織を以てこれに変えて
彼らの生存を保証することで、彼らを善に導くことができるとするものである。 
河上は、「恒産なくして恒心なし」や「衣食足って礼節を知る」という語句を引用しな
がら、この説が一面の真理を有していることを認めているが、その上でこれらの社会主義
的道徳観に対しては、二つの欠点を指摘してこれを否定的に捉えている。一点は物質を重
視するがゆえに、個人の道徳的責任を排除して社会制度の責任にすべて帰し、したがって
個人の修養を無視していること、他の一点は、現社会の短所を見ることばかりに重きを置
いて、それがもたらした光明の一面を無視している点である。特に後者については、分業
が一面では自己の利のための行為であると同時に、他人の需要を満たすことになり、結果
的に利己的活動と他愛的活動が表裏一体のものであることを強調している。この時点では、
アダム・スミス以来の正統派経済学の自己利益肯定の思想を肯定的に捉えている。「現社会
の組織は一面個人をして道徳の履行を困難ならしむる事情ありとするも、他面には却って
道徳の履行を強制し奨励するの事情あり。」4として、成功と致富を求めるために人格修養
の必要であるとの説を肯定的に捉えている。 
この論稿の結論部分では、経済と道徳の調和の可能性をめぐる議論の焦点が、欲望に向
けられる。経済学者が欲望の内容を問わず、ただその増進を肯定的に捉える一方で、宗教
や道徳では欲望を否定する無私無欲の思想が強調されるため、両者の間には大きな懸隔が
存在している。河上は、欲望の存在を認めた上で、それを正しい方向に向けることをもっ
て両者の調和を図ろうとする。 
欲望についての結論として、河上は「人間欲なかるべからず。又無欲ならざるべからず、
此の矛盾せる一句の中に自ら経済と道徳の調和あらん、吾輩はただ此の如く観ずる者也。」
と結んでいる。ここには経済学者として欲望を是認する立場と、個人の信条として利己的
な欲求を超越しようとする河上自身の姿勢が明確に示されている。この「経済と道徳」に
示された道徳と経済の捉え方には、儒教的な修養主義・道徳主義が色濃く反映されている。
例えば、「われ七十にして心の欲する所に従って矩を超えず」との孔子の言葉が、一つの理
想形として提示されており、人間における欲望の存在を認めながらも、道徳的修養によっ
てその欲望を正しく導いていくことを理想的な姿として捉えている。こうした修養主義
                                                  
4 河上肇「経済と道徳」『日本経済新誌』第 1 巻第 2･3 号、1907、（『河上肇全集第 4 巻』岩波
書店、1982、p.30） 
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的・人格主義的な姿勢は、貧困を問題視することになるその後の一連の経済学研究におい
ても引き継がれており、それが後に社会主義者の陣営からその思想の不徹底の元凶として
繰り返し批判されることとなった。この「経済と道徳」執筆の時点においては、社会主義
に対して河上は一定の理解を示すものの、物質主義に偏しており、個人の人格性を軽視す
るものとして批判的な態度をとっている。 
 
3. 「貧乏物語」における道徳と経済の関係 
 
 河上の著作の中で、一般に最も良く知られているのが、大正６年（1917）に出版され、
大ベストセラーとなった『貧乏物語』である。大正２年（1913）10 月から２年余りのヨ
ーロッパ留学を終えた河上は、大正５年（1916）９月から 52 回にわたり『大阪朝日』に
「貧乏物語」を連載した。資本主義が発展する中で急速に進行する貧困の問題は、経済と
道徳の調和を主張する河上にとって看過できない問題となっていた。貧困という社会問題
に真正面から取り組んだこの著作は社会に大きな衝撃を与え、広く社会問題に対する意識
を喚起したために、後の社会主義とつながる一つの転機として受け止められる場合が多い。
確かに河上の問題意識の中に社会主義的な萌芽を見ることができるが、実際には第三部で
展開される貧困問題の解決策を見ると、社会改革よりは人心の改造に重点が置かれ、人道
主義的あるいは道徳主義的な側面が強く出ている。 
 こうした道徳主義的な性格は、その序の中に明確に示されている。「人はパンのみにて生
くものにあらず、されどまたパンなくして人は生くものにあらず」という言葉を、「この物
語を貫く著者の精神の一つである」として紹介しているが、道徳的な理想生活を送るため
にはそれをしっかりと支える経済生活が必要であるとの姿勢が基本にあり、貧困を問題視
するのは、まさに道徳的生活を妨げるものであるという基本的視点がここに見出される。
「明日に道を聞かば夕に死すとも可なり」という孔子の言葉やラスキンの「富何者ぞただ
生活あるのみ」という語を引用しながら、富が「道を聞く」という人生の目的を達成する
ための手段としてのみ意義あるにすぎないと断じており、その上で「しかして余が人類社
会より貧乏を退治せんことを希望するも、ただその貧乏なるものがかくのごとく人の道を
聞くの妨げとなるがためのみである。」と、その意図するところを明確に述べている。また
文明の進歩についても、一部の経済学者が主張するような物質的発展や富の増殖のみをも
って文明の尺度とするのではなく、できるだけ多数の人が道を聞くに至ることのみが、真
実の意味における文明の進歩であると、自らの信じるところとしている。この序において、
河上は経済生活に対する道徳生活の優位性という主張を明確に語っている。 
 『貧乏物語』は三部構成になっており、それぞれ「いかに多数の人が貧乏しているか」
「なぜ多数の人が貧乏しているか」「いかにして貧乏を根治すべきか」となっており、それ
ぞれ貧困問題の現状、原因、解決策が論じられている。第一部においては一部の富裕者が
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富を占有する一方で、多数の貧乏人が同時に存在しているという、先進国の状況を明らか
にしている。第二部では、こうした貧乏が生み出される根本原因を、以下のように経済学
上の需要と供給の法則によって説明を試みている。生産において、大きな財力を有する金
持ちが需要する奢侈贅沢品が、貧困層向けの生活必需品よりも優先されてしまうことにそ
の原因を求めた。生産力が生活必需品の生産に活用されず、奢侈品の生産に優先的に回さ
れるという現状を変えない限り、多少貧困労働者の所得を引き上げたとしても、それ以上
に富裕層の所得が上がってしまい、結果として生活必需品の価格高騰を招いてしまう。以
上のような原因の認識に基づいて、第三部においては貧困問題の解決策として、富裕層の
奢侈の抑制が主張されることとなる。 
 第三部では貧困の根治策として、次の三方策を提示して、その検討を行っている。 
１． 世の富者が自ら進んで一切の奢侈贅沢を廃止するようになる。 
２． 何らかの方法をもってはなはだしい貧富の懸隔を是正し、所得の不平等を抑
制する。 
３． 経済組織を改造し、生活必要品の生産事業を国家自らが担当するようにする。 
 これらはそれぞれ、人格改造による人道主義的方策、社会調整による社会政策的方策、
社会改造による社会主義的方策と位置づけられる。河上はまず第三の経済組織の改造から
検討を始める。利己心に基づく利益の追求を是認することによって社会の繁栄が可能とな
り、最大多数の幸福が実現されるという、アダム・スミスの経済学の根本概念を説明し、
現代の経済組織がその思想に基づいて構成されていることを指摘した上で、その思想には
２つの点で大きな誤謬があると主張する。すなわち、一つには富の増加をもって経済の使
命としたこと、２つ目には貨幣で量られた富の価値を人生の価値の標準としたことである。
このような個人主義的経済学の理論上の欠点が、現実の経済組織において多数人の貧困を
もたらしていると、河上は考える。 
 そこで考えられうる経済組織の改造策として、生活必要品の生産を私企業による営利事
業に委ねるのではなく、直接に国家の経営に任せるという案を提示する。それは社会主義
と呼んでもよいものであるが、国家の存在を認めない無政府主義的な社会主義運動とは異
なるものであることを強調している。 
 しかし、このような経済組織の改造が貧困退治の最根本策となるかどうかということに
対しては、明確にこれを否定している。その社会を組織する一般の人々の思想や精神が変
わらない限り、制度そのものを変えることは容易ではないし、たとえ制度を変えたとして
も、個人の意識が変わらないかぎり根本的な改革にはならないと考えるからである。ここ
で明確に、貧困問題解決のためには、社会制度の改造よりも個人の精神の改造の方がより
根本的であるとする、この時点における河上の立場が明確に示されている。もっとも社会
組織の改造が個人の改造を促すという側面を認め、現実の方策としては、「それゆえ私は、
社会問題を解決するがためには、社会組織の改造に着眼すると同時に、また社会を組織す
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べき個人の精神の改造に重きを置き、両端を攻めて理想郷に入らんとするものである。」5と
あるように、個人の精神改造を待つことなく、両者を同時に進めることを主張している。 
そこで具体的な人心改造策として提示されるのが、第一策の富者の奢侈廃止である。こ
の点においては、人道主義的および道徳主義的な色彩が色濃く出ている。人間の理想的生
活として河上が思い描くのは、自己の肉体的生活、知能的生活および道徳的生活の向上発
展を計り、進んでは自分以外の他の人々の肉体的生活、知能的生活および道徳的生活の向
上発展を計るという生活であり、特に道徳的生活の向上を究極的目的として挙げ、それに
向かうのが理想的生活であるとしている。そしてこうした生活の目的のために役立つ一切
の消費が必要費であり、それらの目的に対して直接的にも間接的にも役に立たない消費を
贅沢であると規定する。ここには、経済的生活は道徳的生活を実現するための手段である
という、河上の思想における優先順位が明確に示されている。 
これに続く部分では、特に富裕者の倹約の必要性が説かれるが、さらに富裕者にはその
財をもって公に奉ずる覚悟がなくてはならないとの主張がなされ、消費者責任論から生産
者責任論へと論は進められる。すなわち、生産者としてただ営利目的での生産を行うので
はなく、公益に資するような生産、つまりぜいたく品ではなく多くの人々の生活に必要な
製品の生産を行わなければならないとする論である。これは富者に対して、天下に代わっ
て財産を管理しているという信念を持つべきであると説くものである。 
こうした展開は明らかに経済学の範疇を超えて、個人の精神の内面にまで踏み込んだ道
徳的改造を説くものであり、住谷悦治は『貧乏物語』第三部における貧困の解決策を、「経
済学というよりも人道主義、あるいは倫理学の説教に近いものであった」と評している6。
第一部、第二部においては現実世界の状況を丁寧に描き出しているのに対して、第三部で
はかなり河上独自の主張が色濃く表れている。それは、河上が長年にわたって抱き続けて
いた利己心の克服と絶対的非利己主義の経済学に対する適用を企図するものである。それ
は道徳と経済の調和を理論的に展開することで、経済学にもう一度倫理的な要素を組み込
もうとする試みであった。その強い思いは、次の一文によく表れている。「よってひそかに
思う。百四十年前自己利益是認の教義をもって創設され、ひとたび倫理学の領域外に脱出
せしわが経済学は、今やまさにかくのごとくにして自己犠牲の精神を高調することにより、
その全体を捧げてふたたび倫理学の王土内に帰入すべきなることを。」7 
このように、富者における奢侈贅沢の抑制という人道主義的方策を貧困問題の根本的解
決策としたが、これは後に詳しく触れるが、ほぼ同時期に出版された『経済と道徳』の中
で展開された田島錦治の主張とほぼ軌を一にするものである。田島もまた、経済学の社会
的余剰という概念を用いながら、贅沢品の生産に生産力が振り向けられるために、社会の
                                                  
5 河上肇『貧乏物語』（弘文堂書房、1919）(『日本の名著 河上肇』中央公論社、1984 所収)P.395 
6 住谷悦治『河上肇』（吉川弘文館、1962）p.162 
7 河上肇、前掲書 Ｐ．411 
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大多数の人々の生活必需品の生産力を奪ってしまうと論じている。その上で、富裕階級が
奢侈が不道徳であり、かつ不経済であることを自覚すべきであると説いている。社会主義
に対する評価では真っ向から対立した両者であるが、その人道主義的問題意識に関しては、
かなり共通する部分が見られる。大正前期における経済と道徳の一致を求める動きの一つ
の典型がここに見られる。 
 
4. 社会改造と人心改造の間の葛藤 
 
 『貧乏物語』における議論の展開を見ていく中で、道徳と経済に関する一つの図式が明
らかになってきた。自己利益を肯定する正統派経済学を理論的根拠として資本主義が発展
する中で貧困の発生という形で生じてきた社会的矛盾に直面する中で、経済学そのものの
根本的見直しを行おうとするものである。その主張は、社会組織の改造を中心に置く社会
主義的アプローチと、人心の改造を中心に置く人道主義的アプローチに大きく分かれる。
前者はマルクスの唯物論を哲学的基礎として制度や生産様式といった物質的側面の改造を
重視するのに対し、後者はキリスト教や儒教などに由来する道徳を基礎として、人間の精
神的側面の改造に焦点を置く。しかし両者ともに、私益を尊重する個人主義的な正統派経
済学に対して、社会あるいは国家といった公共の利益を重視するという立場であることは
共通している。大きく主張が分かれるのは、それを組織や制度の変革を通じて急進的に行
うか、啓蒙や教育を通じて個人の精神に対する働きかけという漸進的手法によるかという
違いである。 
 河上の一連の著作から読み取れるのは、個人の思想の中にこの両者が長い間にわたって
併存しており、その間の葛藤が著作の端々に表れていることである。その思想形成の過程
で影響を受けてきた儒教的な修養主義やキリスト教的な人道主義が個人的信条として根付
く一方で、経済学者としての研究対象としての社会主義にも引き付けられるものを感じて
きた。河上の社会主義研究の歴史は古く、無我苑に入る直前の明治38年（1905）には、マ
ルクスの唯物史観を解説したセリグマンの『歴史之経済的説明・新史観』を翻訳している。
これはマルクスの理論を日本に紹介した書籍としては、かなり初期のものである。その後
も社会主義に対する関心は持ち続け、マルクス主義関係の文献を読み続けており、『社会主
義評論』や、「社会主義論」と言った著作や論稿を発表している。ただし、関心は抱き続け、
次第に社会主義に傾きかけていくものの、ある時点までは、正統派経済学者の立場を堅持
している。 
『資本論』に本格的に取り組み始めた時期については、京都帝国大学における『経済原
論』の講義を先任の田島錦治と隔年で担当するようになったころであると、『自叙伝』の中
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で回想しているが8、これは記録によれば大正8年（1919）である9。それまで「経済史」「経
済学史」「分配論」などの科目を受け持たされていたが、自分の専門である『経済原論』を
担当することになり、ようやく研究と講義とが一致することになり、『資本論』に時間を注
ぐ余裕ができたとしている。 
このように道徳主義と社会主義を併存させるという河上の姿勢は、非常に特異のもので
あると言えよう。一般的には、資本主義の問題性を克服しようとする人々は、櫛田民蔵や
福本和夫らのように階級闘争による体制変革を主張する社会主義陣営と、一方では田島錦
治のように、道徳と経済の調和を目指す立場から労使協調を進め、社会主義を強く批判す
る陣営とに分かれ、両者は強く対立関係にあるのだが、ある時期までの河上にはこの両者
のメンタリティが共存していたと言える。  
『貧乏物語』の時点では人道主義的な姿勢の方が強く表れていたが、堺利彦らの社会主
義者から「抜き難き人道主義の病」といった批判が加えられることによって10、次第に人
道主義から社会主義へと傾倒していくことになる。しかし正統派経済学から社会主義経済
学への転換は急激に行われたのではなく、最終的に社会主義者となる決断を下す大正12年
（1923）までの間は、この両者の間で揺れ動きながら、次第に社会主義に対する傾斜を強
めていく時代である。その時期に書かれた道徳と経済に関係するいくつかの論稿を取り上
げて、その揺らぎの過程を見ていくことにする。 
まず、大正6年2月発行の『経済論叢』には「『一経済学者の第二思想』を読む」との論
説を寄せている。「経済と人生との根本的交渉に関する一著作」との副題が付けられたこの
論説において、イギリスのグラスゴー大学教授であったウィリアム・スマート（1853-1915）
の遺著である「一経済学者の第二思想（’Second Thought of an Economist’）」を紹介し、
解説を加えている。河上は、この著作について、数十年間にわたり経済学研究に没頭して
きた学者が、その学問の限界に到達し、専門の垣根を越えて広く人生を見ることで初めて
経済学者として人生問題を論ずるに至ったものであると紹介している。その上でスマート
が直面している問題を、「経済と道徳の矛盾」「実業と倫理との衝突」であるとの解説を加
えている。その内容の要点は、以下のとおりである。 
スマートが問題としているのは、現在社会において経済生活が人間生活のほとんど全部
を吸収しようとする趨勢が著しいことである。欲望の満足のためだけに富をつくることに
なり、その生活の目的が失われてしまっていることが、単なる生産や分配の問題以上の根
本的問題である。それは経済と道徳とがまったく別々のものになってしまっていることを
意味するものである。この状況を改善するには、現行の経済組織を維持しながら、他方に
おいて組織の中にいる人々の心を改造して、経済の中に道徳あり、経済すなわち道徳なり
                                                  
8 河上肇『自叙伝』p..133 
9 細川元雄「京都大学時代の河上肇」（『経済論叢』124（5-6）, 1979） 
10 堺利彦「河上肇君を評す」（『新社会』第 5 巻第 7 号, 1919） 
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というような社会を実現しなければならないというのが、スマートの第二思想の内容であ
る。 
それは現代の経済生活に対し、経済的改造を加えるのではなく、道徳的改造を加えよう
とするものである。具体的には消費の面では一切の奢侈を否認することであり、生産の面
では、自らを社会の公僕と考え、その事業を一つの道徳的義務と見なすことであるという。
実業を離れて道徳的生活を目指すのではなく、あくまでも実業の渦中に身を置きながら率
先して道徳的な経済活動を始めるということが、経済社会の道徳的改造のための方策であ
るとしている。 
以上のように、スマートの著作の大要を紹介したのちに、これを「正統派経済学伝来の
教義たる自己利益是認の思想に代わうるに自己犠牲の思想を以てせんとする者である」と
評し、この道徳的革命を無条件に歓迎すると高く評価している。その上でThe American 
Economic Review誌上の書評における「この著がスマートの名声に加えるところは何もな
い」という評価に対して、この著作こそが他の学者とは異なる氏の大いなる貢献であると
している。スマートが主張している、奢侈の抑制の必要性や道徳的義務の自覚は、河上が
『貧乏物語』で提示した彼の人道主義的な思想に非常に近く、強く共感している様子が見
てとれる。 
 これに続いて、大正６年（1917）から翌年にかけて２回に分けて『経済論叢』に、スマ
ートに影響を与えたという紹介をした上で、ラスキンの「Unto this Lastを読む」という
論説を執筆している。その冒頭において利己心を是認する個人主義的経済学の信用打破に
おいて最も力のあるイギリスの思想家として、ミル、カーライル、ラスキンの３名の名が
挙げられている。 
 この論説の中で河上が最も強調しているのは、次のような富についてのラスキンの見解
である。すなわち、人間の道徳的向上に貢献する所のものが富であり、一国の富を増加す
るためには、有用なるものを作り出す必要があると同時に、高尚なる人を作り出す必要が
ある。富める国とは物質の数量にて量られるのではなく、財物を善用する国、つまり国民
の道徳的向上に資する国であるとのことである。河上は、富に関するこの定義をそのまま
受け入れると述べ、経済学上の富は富の一部であって、経済学上の富を増加することだけ
が必ずしも人生の富を増加するわけではない。したがって経済政策はその根拠を広くかつ
深く人生に置くものでなければならないとしている。この富に対するラスキンの主張は、
『貧乏物語』の序で展開された、道徳的生活を実現するための手段としての経済生活とい
う河上の見解と非常に近い。 このスマートとラスキンの著作に関する論説は、大正７年
（1918）に出版された『社会問題管見』に収録された。河上の人道主義的経済観に通じる
ものを、西洋の経済学者や思想家の中にも見出されることを示したものであった。 
しかしそれからまもなく、河上はこうした人道主義的経済観から社会主義へと大きく舵
を切ることとなる。河上は大正９年（1920）に『社会問題管見』を全面的に改訂して『改
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版社会問題管見』として改めて刊行しているが、スマートとラスキンに関する論稿は、他
の論説とともに削除されている。この改版に際しては、この２章の他に「奢侈と貧困」「未
決監」「生産政策か分配政策か」「早急と持久」「婦人問題雑話」の５章が削除されており、
まったく別の書籍と言えるほどに全面的に変更されている。また新たに『貧乏物語』が収
録されているが、タイトルを「貧乏物語断篇」として第１部と第２部はそのまま収録され
ているのに対し、第３部は冒頭のほんの一部が収録されただけで、完全に抹消されている。
文末の抹消部分に書かれた「以下抹殺」の文字が、その思いの強さを物語っている。 
この改版に際して削除された一連の著作は、いずれも河上の人道主義的性格が色濃く反
映しているものであることから、大正８年（1919）前後に人道主義から社会主義への大き
な転換が生じたことを見て取ることができる。この大正８年は前に述べたように、『資本論』
の研究を本格的に始めた時期であり、また『社会問題研究』という雑誌を創刊した時期で
もあり、社会主義研究に向かう大きな転機の年であった。実はこの『改版社会問題管見』
には、印刷の寸前まで行きながら掲載されなかった幻の「序文」が存在するが、そこにこ
の間の事情が述べられている11。 
その中で、河上は『貧乏物語』執筆の当時を振り返って、当時は組織改造と人心改造と
の二頭立ての馬車を駆っていたと表現している。そこで組織改造の方の手綱を少し緩めて、
人心改造の方に力を入れてきたが、今日から見ると、それがある種の迷走を生んでしまっ
たとの認識を示し、そこに堺利彦が批評したような「抜き難き人道主義の病」が関係して
いることを率直に認めている。その上で、大幅な改訂の理由について、社会が少しずつ変
わってきており、それにつれて自らの思想も幾分変わったことによるとしている。 
この時期はちょうど第一次世界大戦をはさんで、大戦景気と成金の登場、急激なインフ
レとそれに端を発する米騒動といったように、経済状況が激変し、後の戦後恐慌へとつな
がる時期である。こうした社会情勢を背景とした社会の混乱が、河上の思想上の転換のき
っかけの一つとなっていると理解できる。 
 
5. 社会主義への傾倒 
 
この時期に新しく創刊した雑誌『社会問題研究』などに大正８年（1919）前後に発表さ
れた論説の中には、社会主義的傾向への傾斜をうかがうことのできるものが少なくない。
また社会主義と関連させる形で、道徳と経済が論じられているものもある。いくつかの著
作の要点を紹介したい。 
大正８年２月の『日本一』に掲載された「上より授かると下より取るとの相違」という
論稿においては、労働問題の解決を目的として実施される、温情主義による労働者の地位
                                                  
11 山之内靖「『改版社会問題管見』序文」（『経済論叢』124[5-6], 1979） 
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の改善について、労働者を堕落させるものとして否定し、労働者自らが労働組合を組織し
て資本家に対抗することで自らの地位を「自得」するように奮闘するよう、説いている。
ここで興味深いのは、そのように自らが奮闘努力して勝ち取ることによって、資本家と対
等の人格者となると同時に、国家の一員たる自覚を得ることができるとしている点である。
労働者の奮起を鼓舞するとともに、その奮闘努力を通じて、思想や精神を鍛え、人格が高
められることを強調しているが、そこには河上の修養主義的な意識を見て取ることができ
る。 
大正８年５月の『社会問題研究』５冊の「社会主義の進化」では、空想主義的社会主義
から、マルクスの登場による科学的社会主義への進化の過程が、以下のように描写されて
いる。 
空想主義的社会主義者が、当時の権力者に自己の思想を説明して賛同しようとしたが、
現実にはほとんどが聞き入れられなかった。有利な立場にある特権階級の人々には、それ
を受け入れる誘因がなく、たとえ少数の人々の共感を得ることはあっても階級全体がその
ように変化を起こすことは想定しがたい。科学的社会主義では、道徳的説教による人心改
造ではなく、不利益な立場にある人々の自覚を促し、その団結力に基づく社会組織の根本
的改造を目指そうとするものであり、次第にその実現性が増してきている。 
河上はこうした傾向を基本的には認めながらも、その実現性が強くなるのに比例する形
で道徳性を失いつつあることに対して危惧の念を抱いている。社会改造の可能性に期待を
持ちながらも、同時に初期の社会主義が持っていた人道主義的な高い理想を求めるという
河上の二面性が、この論においても明確に表れている。 
 この「社会主義の進化」に対しては、堺利彦が『解放』誌上に「現代社会主義の最も
恐るべき弊害―『社会問題研究』に於ける河上肇君の道徳論を評す」という批判を展開し
ている。その批判の要点は、河上が道徳の起源に関する明確な理解が欠けており、また道
徳の内容が時代によって変化し、また階級によって差異があることを理解していないとい
う点に向けられた。つまり、河上が絶対不変の真理に対する信仰的道徳に固執することで、
階級間の道徳の違いを受け入れられないというのである。経済学者としては新しい動きを
受け入れながらも、その道徳観においては権力階級の旧道徳観から抜け出られていないと
ころに、河上の抱える大きな矛盾と不徹底があるとの批判を加えている。 
こうした堺の痛烈な批判にこたえる形で、河上は同年７月の『社会問題研究』に「可変
の道徳と不変の道徳」という論説を発表している。その内容は、社会における道徳思想が
進化することを認める一方で、それは道徳の形態を捉えているのであり、その基本体にお
いては不変であるとして、「不変であり、永劫であり、絶対であるところの道徳を信じてい
ると非常に強い筆致で宣言をしている。経済学者としてはマルクス主義経済学に対する理
解を深め、共感を強めていく一方で、道徳的思想家としては、人間の生につながる宗教的
真理に対する確信を維持し続けるという、河上の両面性を明確に示すものであり、この間
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の緊張と葛藤は、この後の河上の人生の根底に常に置かれるものである。 
次に、同年１１月発行の『経済論叢』には雑録として、「同盟怠業の道徳的批判に就い
て」という小論が掲載されている、いわゆる労働者によるサボタージュに対して行われる
道徳的批判に対して、資本家が自己の商品の価格が急激に下落した場合に、生産を縮小し
て供給を減少させることで、価格のつり上げを図るのと同様であるとして、労働者の擁護
の姿勢を取っている。ここで行われている道徳的批判は公平なる第三者の視点ではなく、
資本家的道徳―資本家のために都合の良い階級的道徳であると批判している。 
 以上の一連の論稿を見ていくと、この時期において急速に社会主義への接近が進みつつ
あり、全体としては『貧乏物語』の中で示された人道主義的な傾向が後退し、社会組織の
改造へ向かう意識が高まりつつあることがわかる。言い換えれば、それまでの資本家の側
の道徳的自覚に期待する立場を離れ、労働者の階級的自覚に基づく社会改造へと舵を切っ
たということである。こうした変化の原因は、一面では、『資本論』研究を進める中で、マ
ルクス社会主義に対する理解が一段と進んだことによるが、他面では堺利彦や櫛田民蔵ら
社会主義者の側からの批判、特に人道主義的側面が残るために、唯物論的理論展開が不徹
底であるとの批判を受け止めてのことである。これらの批判に対して真摯に論争を行い、
同時に現実の労働問題と直面する中で、次第に個人の道徳性の改造に対する期待感は後退
していくこととなった。 
 
6. 『資本主義経済学の史的発展』における人道主義の評価 
 
 大正８年以降、マルクス主義への傾斜を急速に強めていった河上ではあるが、完全にマ
ルク経済学に乗り換えたわけではなく、京都帝国大学での講義においては、正統派経済学
の体系を講じていた。『自叙伝』において紹介されている内容によれば、マルクス経済学に
徹することを決意した大正１２年から翌１３年にかけてさえも、経済原論の講義において
は、少なからずマルクス主義経済学の影響を受けながらも、基本的には一般的な正統派経
済学、河上の言葉によればブルジョア経済学の内容を講じていた。 
 この大正１２年（1923）には、これまでの正統派経済学研究の集大成として、『資本主
義経済学の史的発展』を経済学史の講義ノートをまとめる形で出版している。多くの論者
が認めているように、この著作は河上にとって本格的なマルクス主義研究へ向かう思想形
成上の転回点と言える業績である。河上自身は、「利己的活動に関する思索という二十年来
の課題」を同書でもって片づけて、その後はマルクス主義全体の理解に向けて努力しよう
という決意だったと回想している12。 
この著作は、『自叙伝』中における河上自身の言葉を借りれば、「それは何人の著作をも
                                                  
12 河上肇『自叙伝』p.146 
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真似たものではなく、その体系は、おぼつかなくも著者独自の要求により、独自の構成を
持ったもの」13であった。これはまた、利己的活動是認の思想から始まり、利己的活動否
認の思想をもって巻を結ぶものであった。すなわち、道徳と経済の調和をめぐる思索にお
いても、一つの区切りをつけるものであると言える。 
 以下、道徳と経済の視点を中心に、同書の内容を見ていくことにする。 
 まず個人主義経済学の創設者は誰かという問いから始まり、それを体系的に確立したの
がアダム・スミスであるとの認識に立ち、その思想体系に対する検討を行う。ここでスミ
スの思想の要点を、個人の利己的活動が社会全体に対して大きな効果があるとする楽観主
義と捉え、経済活動における利己心を是認すること、利己心に基づく経済活動を最も良く
行うために自由放任政策をよしとすることを、スミスの根本思想として提示する。続いて
マルサスとリカードが取り上げられ、利己心の是認という点を継承しながら、生産に対し
て特に分配の問題に力点が置いた点が強調される。その後功利主義と経済学との融合を図
った者として、ベンタムとジェイムズ・ミルが取り上げられる。 
 ここまでは正統派経済学(個人主義経済学)の系譜に連なる学者の議論の紹介であったが、
最終の第５章では、そうした流れからの転換を代表する経済学者として、ジョン・スチュ
アート・ミル（以下J・S・ミル）を、さらにそれに付け加える形でカーライルやラスキン
といった純粋な経済学者ではない人々を取り上げている。J・S・ミルの生涯を概観した後
で、その思想を検討した河上は、彼の『経済学原理』を正統派経済学に属する学者が従来
の学説の根本思想に向かって初めて重大な疑惑を向けた著述であると評価し、その上で彼
の思想を資本主義から社会主義への思想レベルでの過渡的段階に立つものと位置付けた。 
19世紀中葉の資本主義の諸問題が表面化する中で、J・S・ミルの思想は、功利主義の立
場に立ちながらも、その評価基準を行為者自身の幸福にではなく、それに関係のある人々
の幸福であると規定することによって、他人の利益のために自分自身の最大の利益を犠牲
にする行為を功利主義の道徳として認めるものとした。この立場は、利己的活動を犠牲に
して利他的活動を鼓吹して、つまり人心の改造によって社会問題の解決を図ろうとするも
のであるとして、河上はその人道主義的思想を評価するとともに、その思想にサン・シモ
ンらの社会主義的思想の影響があったことを指摘し、J・S・ミルが社会主義に対する十分
なる共感を抱いていながらも、社会主義の実現が社会問題解決の唯一の手段であるとは考
えなかったと論じている。結論として、彼の思想の重心が社会革命ではなく、人心の改造
による道徳革命にあったことを論じ、その意味で資本主義から社会主義に至る過渡期を代
表する思想であると位置づけている。 
続いてJ・S・ミルに付け加える形で、当時のイギリス思想界に大きな影響力を与えた思
想家として、トマス・カーライルとジョン・ラスキンを取り上げている。カーライルにつ
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いては、自己利益追求を是認する個人主義および放任主義に対して、それが社会の崩壊を
招くものとして厳しい批判を加えたことを紹介している。ラスキンについては、生産者と
消費者双方の社会的義務を強調したことが紹介されている。すなわち、最良の財を廉価に
供給すること、労働者の福利を増加することを生産者の社会的義務として主張し、消費者
に向かっては、財を最善の方法で使用し、奢侈を慎むことを義務として説いた。河上は、
カーライルやラスキンについて、厳格な意味での社会主義者ではなく、人道主義者にとど
まるものと理解しているが、経済学を人間化することにより、やがて社会主義へと導く可
能性がある思想を広く思想界に説き、大きな影響を与えたことを高く評価しており、「人道
主義は、社会主義の母でなければ、少なくとも父であり得るのである。」と評している14 
以上のように、利己心を是認する思想として資本主義の経済学を説くことから出発した
同書は、それと対極にある利他心や道徳心を強調する人道主義的思想によって結ばれてい
る。河上は、これら人道主義の歴史的意義について、経済学としての新たな体系は提示で
きておらず、既存の経済学に対する批判としての側面としてのみ意味があり、その役割は
社会主義へと引き継がれていくものであると考えている。社会主義経済学の理論について
は、後日姉妹篇として『社会主義経済学の史的発展』と題する著書を発行する計画が同書
の中で提示されている。先に述べたとおり、ラスキンに関する論稿は、社会主義への傾倒
を強める中で、いったんは自己の著作である『社会問題管見』から外している。それをあ
らためて復活させる形で、資本主義経済学研究の集大成と位置づけられる同書の最後に人
道主義的立場から利己心是認を否定する論としてあえて組み入れたことには、河上の葛藤
が感じ取れる。それは、人道主義的な絶対的非利己主義を内面に抱えながら、学問研究と
してはマルクス経済学研究一筋の道に入らんとするという、当時の河上の思いを反映した
ものであると考える。 
 
終わりに 
 
 大正12年（1923）に『資本主義経済学の史的発展』が刊行された後、マルクス主義者で
あり、かつての河上の弟子でもあった櫛田民蔵は、翌大正13年（1924）7月発行の『改造』
誌上に、「社会主義は闇に面するか光に面するか―河上博士著『資本主義経済学の史的発展』
に関する一感想」と題する長編の論文を発表し、マルクス主義の立場から手厳しい批判を
加えた。特にラスキンやカーライルの人道主義的思想については、資本家以前の封建思想
に属すべきであって、反動思想にすぎないと、切り捨てられている。唯物史観の立場から
すれば、非利己的道徳や公共の利益といった抽象的な道徳概念も、その時代の経済生活の
必然によって発生する階級道徳の表れであり、いずれも支配者階級の利益にあった道徳に
                                                  
14 河上肇『資本主義経済学の史的発展』弘文堂、1923 
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過ぎないとされた。堺利彦や櫛田民蔵らマルクス主義者が河上に対する批判において繰り
返された「抜き難き人道主義の病」という指摘がここでも繰り返された。櫛田によるこの
批判に対しておおむねもっともなものであったと、後に河上は、『自叙伝』において回想し、
あらためて出直して是が非でもマルクス主義の真髄を把握しようとの決意を強めたと記し
ている。 
 これから後、社会主義の道に進んだ河上は、その後理論的研究にとどまらず、昭和３年
（1928）に京都帝国大学教授の職を辞した後は、社会主義運動そのものにも深く関わるよ
うになる。その後共産党に多額の資金援助を行い、地下活動に参加した結果検挙され、獄
中生活を送ることになる。 
 河上に関する評論は数多く出されているが、そこで共通して指摘されているのが、求道
の精神の持つ心情倫理的な性格と社会主義哲学・経済学に対する強い探究心の共存である。
その思想的な解釈については本稿の目的とするところではないが、そこに見られる人道主
義と社会主義のせめぎ合いは、単に河上個人の内面の問題にとどまらず、大正期から昭和
の初めにかけての「道徳と経済」の問題の本質に大きく関わると考える。 
河上の思想の中に見られる人道主義的傾向は、同時代において「道徳と経済の調和」を
説いた田島錦治らの思想にも共通してみられるものである。彼らも、資本主義の発展に伴
って生じてきた様々な社会問題に対して危機意識を持っていたが、あくまでも人心の改造
に基づく社会改善によって漸進的に解決することを求めた。労働者の団結による急進的な
社会改造を求めた社会主義者とは、現状認識においても、その解決手段においても大きな
隔たりがあった。河上に向けられた社会主義者からの批判は、そのまま道徳と経済の調和
を説く議論に対しても当てはまる。社会主義自体はその後の社会主義国の崩壊を経験して、
その勢いを完全に失ったが、資本主義対する批判の声は、リーマンショックや世界的な格
差の拡大などを契機として、再び高まり始めている。特に金融を中心とした市場経済のあ
り方に対しては、強欲資本主義と表現されるように、その無条件の利益追求に対して強い
批判の声が上がっている。こうした状況は、河上が人道主義と社会主義の間で苦闘した時
代状況における問題意識と重なる。 
経済における道徳性を重視する議論は、利己心是認の経済学に対して警鐘を鳴らすこと
には一定の意味はあるが、単なる道徳的説教に終わらず、こうした市場の巨大な力に対し
て対抗する力を持ちうるのか。河上が生涯を通じて思想の底流に抱えていた、人間の意識
の道徳的改造による社会の変革の可能性は、道徳と経済をめぐる問題の本質的な論点であ
り、それは現在にも通じるものがある。 
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  第４章  近代日韓における利他思想                
――沈大允と渋沢栄一の公利論を中心に―― 
 
金 聖哲   
 
はじめに 
 
今日、世界はアメリカと西欧文明圏の主導で展開されている。過去数十年間、両者は自
由放任と自由競争を基盤としたリベラリズムを全面に打ち立てて市場開放を圧力し、グロ
ーバル化を拡大して行ってきた。この過程で政治的紛争 、経済的格差、社会的混乱などの
深刻な問題を起こし、地球的危機で表面化した。その結果、現在の日韓両国でも不平等、
不公平、貧困などの問題をもたらし、社会構造でも深刻な悪影響を及ぼした。このような
社会的、時代的危機は人類史を遡れば、近代に日韓両国の伝統思想と儒教的伝統思想が西
欧の近代文明と初めて衝突していた時代でもあった。近代日韓両国は西欧の圧倒的な軍事
力と経済力を背景にした資本主義文明を反強制的に収容した以来、個人の自由と利益を追
求する新しい西欧的価値観が登場すると、今までの家族主義的な伝統的価値観が崩壊され、
さらには政治、経済、社会で儒教的伝統秩序が正体または解体された。 
このような意味で沈大允(シムデユン 1806~1872 年)と渋沢栄一(1840～1931 年)との研
究は興味深いであろう。というのも両者は西欧文明の対応として伝統儒教の人間観と世界
観を再解釈し、利他思想の一環として公利の重要性を唱えたからである。 
本稿では韓国の思想家として沈大允(シムデユン 1806~1872 年)を、日本の思想家として
は、渋沢栄一(1840～1931 年)を、それぞれの代表作である『福利全書』と『論語とソロバ
ン』とともに取り上げることにする。そしてまず、利他思想の意味を再確認し、特に儒教
的利他思想として「義」を「利」と関連づけ、検討する。そして、沈大允と渋沢栄一が儒
教(儒学)をどのように再解釈し、新たに公利論を展開したのかを比較検討し、利他思想と
しての両者の公利思想の意味を明らかにする。 
 
1. 利他の意味  
 
一般に用いられている「利他」の語は、フランスの社会科学者オーギュスト・コン
ト (Comte, Augste, 1798 ～1857 年）が、人間の倫理的観点から造った altruism の語か
ら生まれた表現である。この altruism は、もともとラテン語の alter に由来し、「他者」
を意味する。それに ism「主義」の名詞を結び付け、altruism すなわち「利他主義」の語
となり、自己の利益を犠牲にしてまでも他人の利益・幸福を求めるべきだとする主張をい
う。この利他主義は当代に蔓延していた利己主義（egoism）へ対抗原理に掲げられた。利
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己主義は一切の事を自己中心的に解し、自己の幸福の実現のために他人の幸福をも願みず、
自己実現の手段とする立場であり、本来人間の根本的な行動はこのような自己保存ないし
自己実現の行動であるともいえる。コントによれば、権利の主張を軸とする旧来の道徳は
この利己主義に領導されたおり、かつ神学的･形而上学的精神の段階にととまっている。こ
れに対して実証的精神、すなわち社会的連帯という深い感情が人類に行き渡るならば、人
類の秩序と調和を求める社会的な感情、すなわち利他主義が新たな道徳の基礎として機能
するようになる。 
思想史をたどると、コントが altruism 語を初めて用いたが、イギリスの思想界の流れに
も見られる。ホップスが人間は利己的存在であると主張して以来、ハチスンは人間は利己
愛だけではなく仁愛（benevolence）の感情をもっており、この仁愛が利他的感情、すな
わちモラル・センス（moral sense 道徳感覚）であると提唱した。コントと同時代のベン
サムを創始とする功利主義も「最大多数の最大幸福」を道徳の原理とする点でコントの利
他主義と一貫しているといえよう。この功利主義の倫理は他人の善のためならば自分の最
大の善でも犠牲にする力が人間にあることを認めている。1 このように西欧の利他主義と
は利己主義を克服し、他人の利益と幸福を行為の目的とする心をもって人類社会を統合さ
せようとする人間の基本的態度である。もちろん、利他主義の中核をなす「仁愛」は西欧
の産物ではなく、すでにキリスト教の「隣人愛」、仏教の「慈悲」、などで表される概念の
中に内包されている。 
さて、儒教では「仁」に基づく。「仁」とは儒教の最高徳目である。「仁」の語は人と二
を合わせた字として二人が台頭に相親しむことを示す。孔子は「仁」を積極的な他人への
愛、すなわち「仁愛」と捉え、実践徳目として「忠恕」を強調した。忠とは自己の真心を
意味し、恕は相手に対する思いやり2を意味する。孔子の思想を継承した孟子は、孔子の「仁」
に「義」を付け加えて「仁義」といい、「仁」は人間の内面的な心であり、「義」は人間の
外向的な行動であるため、相対的であるとみた。しかし孟子は「仁」と「義」は人間の本
心から発すると考え、相互補完的な徳であると認識した。つまり「仁」は家族の規範によ
り、「義」は社会の規範によって実践が可能になるとみたのである。孔子と特に孟子の性善
説を正統として受け入れた朱子は「仁」を天地生生の徳として天地の生意が自己と万物を
一貫していること、すなわち「万物の一体」3であると捉え、人間から宇宙自然まで拡大し
た。このように儒教の言う利他は、自己、他人、そして万物との共生を目的とする人間の
道徳的本性として人類社会と宇宙自然の調和を実現しようとする心と言えよう。 
以上のように西欧と儒教の利他主義は私利より他利を追求することを示す。したがって 
                                                  
1 中村 元 (監修)、 峰島 旭雄 (編集)『比較思想辞典』 (東京書籍 2000) 269 頁 
廣松 渉 (編集)『岩波哲学・思想事典 』（ 岩波書店 1998）1000 頁 
2 貝塚茂樹『論語』（中公文庫 2009）里仁篇 103 頁。 
3 島田 虔次 (著)『朱子学と陽明学』（岩波新書 2011）45 頁 
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私利と利他は利の争いをもたらすと思える。これに対し、西欧と儒教ではどのように捉え
ていたのであろうか。まず、西欧は人間を利己的な存在とみる性悪説に基づき、私利を否
定してなかった。 既に述べているようにベンサムは個人の幸福の量が社会全体の幸福の故
に、その条件として社会全体の幸福を再大化しなければならないと量的功利主義を主張し
た。また、モラルセンス学派の一人であるスミスは、人間は私利を追求するものと考え、
私利追求が保障されている社会では個々の利益の総和が社会的利益になるとみた。そして
「同感」を利他的概念として捉え、利己的な人間を社会へと統合する原理に置いた。4 し
たがって私利を中心とした他利間の利の調和を「同感」で説けているのである。このよう
なスミスの思想は近代西欧の資本主義の基礎となり、近代西欧が非西欧に圧倒的な優位を
占める契機となったといえよう。 
一方、儒教では人間を利他的存在とみる性善説に基づき、私利を否定した。しかしなが
ら、利を完全に否定ではなかった。儒教の歴史では利の問題はいわゆる「義利之弁」の枠
組みを通じて議論されているといえる。まず、孔子は「君子は義に喩り、小人は利に喩る5」
と述べ、孟子は孔子を継承し、「王何ぞ必ずしも利を曰わん。亦仁義あるのみ6」と述べた。
また荀子も、「義を先にして、利を後にする者には栄あり」7という言葉を残している。こ
のように儒教でも利を大切にしていたが、あくまでも公としての義が先で、私としての利
が後であった。ところが、宋代の朱子は孟子の寡欲説をさらに展開した。朱子は『大学章
句』で「明徳を明らかにする8」という言葉を人欲の妨害を除くことと解釈する。「明徳」
とは天から与えられた本性の「徳」をいい、物と自然に内在している本性として「天理」
という。「人欲」とは本性の正当な発現を妨げるものをいう。さらに朱子は「仁義は人心の
固有に根ざす。天理の公なり。利心は物我の相形に生ず。人欲の私なり9」と述べる。つま
り、朱子は「仁義」と「利心」に対し、「理」を基準にして弁別し、「仁義」は「天理の公」
として肯定し、「利心」は「人欲の私」として否定しているのである。さらに、朱子は「天
理を存し、人欲を去る10」と言及し、ついに天理を保存し、人欲をあるべからざるものと
して無くし、「無欲説」を展開していく。その結果、このような無欲説は義利観と結びつき、
経済的な「利」の「欲」に対して全く無関心な状態になり、道徳的な「義」のみを志向す
ることになった。特に朱子学が統治理念であった朝鮮では、現実であまりにも厳しく適用
され、経済と社会の停滞をもたらしたといえよう。 
                                                  
4 間宮 陽介『市場社会の思想史‐「自由」をどう解釈するか 』(中公新書 1999) 8-9 頁。 
5 貝塚茂樹『論語』（中公文庫 2009）里仁篇 99 頁。 
6 『孟子集注』梁惠王章句上芹川博通『経済の倫理-宗教にみる比較文化論』（大修館書店） 
193 頁 再引用。 
7 『荀子』栄辱篇 同 199 頁 再引用。 
8 金容治『大学・中庸』大学 伝一章 (岩波文庫 2012) 31 頁。 
9 『孟子集注』梁惠王章句上 陶徳民,見城悌治,桐原健真,姜克實『近代東アジアの経済倫 
とその実践―渋沢栄一と張謇を中心に』(日本経済評論社 2009) 37 頁 再引用。 
10 大濱晧『朱子の哲学』(東京大学出版会 1983) 211 頁。 
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以上のように西欧の利他は私利から他利を求めており、これに対して儒教の利他は他利
から私利を求めている。このような西欧の個人主義的価値観は西欧文明圏において社会の
発展の原動力となり、特に朱子以来の儒教の集団体主義的価値観はあまりにも現実におい
て厳しく強制され、むしろ階層間の個人主義と利己主義を生み出し、結局、儒教文化圏に
おける社会の停滞をもたらした。したがってこうした社会的、国家的な危機の中、沈と渋
沢が提示した公利論は近代日韓の利他思想としてどのような意味をもつのであろうか。以
下では、前者の『福利全書』と後者の『論語とソロバン』の著書を取り上げ、両者の公利
論を中心にその意味を明らかにする 
 
2. 沈大允における公利 
 
2.1 生涯と著書  
沈大允は 1806 年、朝鮮の名門党派の一つである少論派の出身として、現京畿道龍仁市
遠三面加佐里に生まれた。曾祖父が乙亥獄事とよばれる事件に巻き込まれ、死刑となって
以後、沈の家門は廃族となり、その後代から官職に就くことができず、ようやく両班の身
分のみを維持していた。沈は、10 代中頃に独学で『四書三経』のような儒教の経典を始め、
諸子百家や陰陽思想や術数などの修学に努めた。28 歳の時に父親が亡くなり、経済的貧困
を一家の家長として解決するために安城邑同里の都会地で商店を開き、その後、工房と薬
屋などを営んだ。当時の朝鮮の士農工商という身分階級社会では工業と商業が蔑まれてい
たが、それにもかかわらず、名門出身の家柄であった沈は、学者の身分を経済的に維持す
るために商業への従事を余儀なくされた。こうした有為転変の家庭状況にありながらも、
沈は学問を志していた。 
ところが、37 歳の時に沈の人生に大きな転機が訪れる。もともと病弱であった沈である
が、偶然に今までのないような大病を患ったのである。しかし、沈はそのような不運を恨
まず、これまで自分を悩ませてきた憂患と困窮こそ、事物の実情を正確に観ることができ
る契機になったと悟る。さらに、これを自分が目指す人生を実現できる好機と捉え、この
危機に見舞われている自分のみならず国家の未来を予見しようと思い立ち、『周易』を塾読
して占の原理を体得しようと試みる。そして、『周易』を改めて解釈した『周易象義占法』
(1842 年)の著述を始め、経学や歴史などに関する著述作業に没頭しつつ、67 歳に他界す
るまで『論語』(1851 年)、『詩経集傳辨正』(1859 年)、『東史』(?) など約 110 冊の著作
を残した。その代表作の一つが、『福利全書』(1862 年)である。 
 
2.2 『福利全書』とその背景 
沈が『福利全書』を著わした 19 世紀中頃は、西欧諸国によって強制的に朝鮮が文明化
され、内外とも激変を余儀なくされた時代であったといえよう。特に、西欧のカトリック
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教理の中で強調している神を前にした自由と平等の思想が民衆に普及すると、これまでの
硬直した支配社会の階級構造の矛盾が一気に露呈したため、支配階級である朝鮮繻子学者
と民衆はともに深刻な対立を経験するに至った。このようなカトリック教の信仰運動は、
全国で拡大しつつ、多くの農民たちに影響を及ぼし、民乱を起こす原因にもなった。これ
に対し朝鮮政府は民衆を弾圧したが、それにもかかわらず、死をも覚悟した民衆の抵抗は
さらに激しさを増していった。カトリック教の信仰運動は、現世を否定し来世を志向した
ため、その現世軽視の思想的影響を受けた民衆は、自分の生命も軽視するに至った。 
しかし、こうした国家的な危機にもかかわらず、朝鮮政府は勢道政治という権力闘争に
明け暮れていた。11このような国家の危機状況に対し、沈は原始儒教の経典を再解釈し、
支配階級である朝鮮朱子学者と民衆における伝統道徳的な生き方の指針を提示しようと原
始儒教的な福音書である『福利全書』を著述した。沈は廃族の身分上、政治に参加できな
かったため、この『福利全書』の書物で、前者には朝鮮朱子学の改革を、後者にはカトリ
ック教の弊害を訴え、これらに対する思想的、宗教的な対応をしようとしたといえよう。 
沈は『福利全書』の自序文で「高名な者は虚誕し、荒凉たる道に走り、実利を捨てて偽
行を崇めて、愚迷な者は漆黒のような闇の中に落ち込み、感情によって行動し方向がわか
らなくなり、教化が日増しに弱体化し、風俗が日増しに疲弊するようになり、禍乱が日増
しに激しくなった12」と述べている。つまり、沈は支配階級である朝鮮朱子学者は道徳だ
けを絶対的に志向するため、実利より名分を重視し、無知な民衆はカトリック教に眩惑さ
れているため、感情的な民乱を起こしやすいと支配階級である朝鮮朱子学者たちと民衆の
双方を批判している。さらに、民衆と生活をともにし、彼らの生活状況を精通していた沈
は、朝鮮朱子学とともに西欧のカトリック教も必ず克服しなければならない思想的対象と
して捉えている。そして、沈はそれを実現する方法として「これから経典の重要な要点を
取り上げ、その内容を容易に、詳細に、誰も分かるように解き明かし、万世の愚民に対し
真の経伝を通じて混迷の現実を示そうとする13」という目標を掲げ、『論語』、『中庸』、『周
易』などの原始儒教の経典を再解釈し、民衆に分かりやすく教えようとした。 
このように経典に基づき、それらを再解釈したことは、従来の儒教の真理が程朱や朱子
のような「世儒」によって曲解され、カトリックの教理に対応すべき朝鮮朱子学の教理が、
民衆の現実を無視した空理空論となっていると考えたからである。 
また、沈はその経典によって、「天下万世に民が、皆福利を享受して、殃禍を免れるよ
うにとの思いから、自著を『福利全書』と名付けたのである14」と述べているように、人
が「善」を行えば「福利」を得、「悪」を行えば「殃禍」を受けるという儒教的道徳律を民
                                                  
11  勢道とは国王の信任をえた権臣が政治の実権を左右することをいう。 
12 김성애｢沈大允의『福利全書』校詿飜譯」(고려대학대학원석사논문 2009) 34 頁。韓国語を
日本語で翻訳したものである。 
13 同 35 頁。 
14 同。 
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衆に教えるために、『福利全書』を著わしたと言えるであろう。 
 
2.3 沈大允における公利 
沈は人間について「人は欲望がなければ、木石と同じである。言動とともに、視覚、聴
覚、思考、食、性は、欲望があるから作用するのである。人として欲望がなければ、どう
して人と言えようか」15と明言し、「利」と「欲」とを結び付けた。このように、沈は、「欲」
が人間の本性であると強調し、「利は善であり、害は不善であり、物を利することを善とい
い、物を害することを悪という16」と述べている。つまり、人間にとっても、万物におい
ても、「利」を得ることは「善」の実践の結果として捉えているのである。 
このように利を功利的に解釈していた沈はその一方で、「利という本質からして、他人
が利すれば自己には害となり、自己が利すれば他人に害となるため、双方ともに満足させ
ることは難しい」と、利の追究の困難さも認めている。そしてこの難題に対する解決の方
法として提示するのが、「忠恕」の精神である。「忠恕」とは、孔子が「吾が道は一以てこ
れを貫く」と教え示し、この「一貫」の意味を曽子が「夫子の道は忠恕のみ」と定義して
いる17ことから分かるように、孔子が生涯追求し続けた根本的な道徳原理である。この「忠
恕」の意味につて、沈は徳の中心である「仁」と捉え、「自己が欲しい事を、他者に行わな
いようにすることを恕といい、自己が進めることを他人に譲り、行うようにすることを忠
という」18と改めて定義している。つまり、「利」の均衡の視点で「忠恕」の意味を再解釈
しているのである。特に「利」について、他者とともに利することの大切さを強調し、自
己の「利」を欲する心を抱きつつ、他者とともに「利」を得るという「與人同利」を提示
している。さらに、具体的な実践方法について、「己を利すれども他を害すること甚だしけ
れば、あるいは他を利すれども己を害することが甚だしければ、これを行ってはいけない。
我と他の利害の権衡を図り、一方に偏らないようにするのが至公之道である19」と説き明
かしている。言い換えれば、自他の利害関係を精密に計り、均衡を図って至極に「公」と
なる道いわゆる「至公」を実践し、自己、あるいは他人が一方的犠牲を払うのではなく、
相互補完的に「利」を得ることを目指したのである。それが、「忠恕」の道として、 最高
の善すなわち沈の言葉を借りれば、道徳の法といえよう。以上のように沈は私利と他利の
争いを「忠恕」の関係として解けて、それによって両者の「同利」と「至公」をつくり、
さらに社会の「福利」すなわち「公利」を図った。その際、「利」の「量」は、「道」の「質」
によって変わることを前提としており、正当な「利」を得るには、「忠恕」によって「與人
                                                  
15 同 59 頁。 
16 김성애｢沈大允의『福利全書』校詿飜譯」(고려대학대학원석사논문 2009) 65 頁。韓国語を
日本語で翻訳したものである。 
17 貝塚茂樹『論語』（中公文庫 2009）里仁篇 103 頁。 
18 김성애 69 頁。 
19 同 73 頁。 
56 
同利」を追求するしかないと考えたのであろう。 
 
3. 渋沢における公利 
 
3-1 渋沢の生涯と著書 
渋沢栄一（天保 11、1840～ 昭和 6、1931 年）は天保 11 年（1840 年）武蔵野国現在の
埼玉県深谷市の血洗島に旧家に生まれた。生家は農業のほか藍玉の製造販売と養蚕を兼営
し米、麦、野菜の生産も手がける豪農であった。渋沢は 6 歳の頃から『論語』、『四書五経』
や『日本外史』などを学び、13 歳の時に初めて江戸を見ものして以来、27 歳の時にパリ
万国博覧会に将軍の名代として出席する徳川昭武（1853 年～1910 年）の使節団の随員と
してフランスへと渡航した。翌年、帰国後は静岡静岡にて商法会所を設立し、10 月に大蔵
省に入省した。 
33 歳の時に大蔵省を退職し、その時から第一国立銀行を開業するなど、約 500 以上の
企業に関係し、約 600 以上の慈善団体などに関わった。46 歳の時に栄一家の寄宿する学
生らが勉学の場として「竜門社」を設立し、渋沢は「道徳経済合一主義」を提唱した。69
歳の時に多くの企業や団体の役員を辞任し、民間外交のために渡米実業団団長を務めた。  
79 歳の時に労使問題を解決するために、「協調会」を設立し、労使の協調を目指した。
80 歳の時に商業や女子教育にも力を入れ、現一橋大学、現東京経済大学）の設立に協力し
たほか、現二松學舍大学の第 3 代舎長に就任し、そして 91 歳の時に没したまで『青淵百
話』（1912 年）、『論語と算盤』（1916 年）、『論語講義』などを著した。 
 
3-2 『論語とソロバン』とその背景 
渋沢の『論語とソロバン』が世の中に著わした 20 世紀初頭には、明治維新から推進さ
れてきた日本の西欧化が相変わらず急速に進行していた大正時代にあたる。日本の西欧化
といえば、政治的には国民国家の建設であり、経済的には資本主義化であり、社会的には
西欧化であった。このような近代化を基盤に対外的に第 1 次世界大戦（1914～18 年）の
勝戦国として国際的な地位が上がるとともに国家主義の傾向が高まると、国内的には社会
主義思想家たちの反体制運動によって民衆の政治意識も向上し、政党政治や社会運動を積
極的に展開していた。このような激動の時代に実業家であった渋沢は多様な経済の問題に
注目し、その解決方法として伝統的儒教的道徳観を提示したのが『論語と算盤』である。 
渋沢は『論語と算盤』（1915 年）について「ソロバンは『論語』によってできている。
『論語』もまた、ソロバンの働きによって、ほんとの経済活動と結びついている。だから
こそ『論語』とソロバンは、とてもかけ離れているように見えて、実はとても近いもので
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ある」20と述べている。そして「わたしは一人の実業家として、経済と道徳を一致させる
べく、常に論語とソロバンの調和が大事なのだ」21と述べている。つまり論語は道徳を指
し、また義の意味を持ち、ソロバンは経済を指し、また利の意味を持つのである。また、
道徳と経済の一致、論語とソロバンの調和、そして義理の合一と称するように、これらの
渋沢の主張を「論語とソロバン説」と定義されている。このおように渋沢が『論語』に道
徳を位置づけた理由は『論語』には「おのれを修め人に交わる日常の教えが説いてある。
…私は論語の教訓に従って商売し，利殖を図ることができる」22と『論語』では道徳と経
済とが結び付いたことを高く評価しているからである。 
 
3-3 渋沢における公利 
渋沢は人間の本質について「自分の利益が欲しいという気持ちで働くのが、世間一般の
当り前の姿である23」と述べ「現実に立脚しない道徳は国の元気を失わせ、ものの生産力
を低くし、最後には国を滅亡させてしまう」24と述べている。渋沢は性悪説を基礎に人間
を利己的存在と捉え、 自分の欲と利を追い求めることに対し、社会の厳格な道徳の基準は、
個人はもちろん国家でも滅亡させると思っているのだ。 
しかし渋沢は欲と私利追求の放任は肯定してかった。渋沢は欲について「まず人は心に
抱き続ける一方で、その欲望を実践に移していくために道理を以てほしい」と述べ、そし
てこの道理について「社会の基本的な道徳をバランスよく推し進めていくこと」25である
と私利と他利の調和を求めていた。具体的に富と地位の例を取り上げ「孔子は、富と地位
について正しい道理を踏んで富や地位を手にしたのなら何の問題もない」と述べている。
渋沢は「孔子は富をえるためには賤しい仕事を軽蔑しなかった」26と断言しながら、人間
において富は正しいものであると考えている。そして「よく集めてよく使い、社会を活発
にして経済活動の成長をうながすこと」27と富の成長と分配を指摘している。 
そして経営者に対し「いかに自分が苦労して築いた富だ、といったところでその富が自
分一人のものだとおもうのは大きな間違いなのだ」とし、「人はただ一人ではなんでもでき
ない存在だ。国家社会の助けがあって、初めて自分でも利益が上げられ、完全に生きてい
くことができる」とし「だからこそ、この恩恵にお返しをするという意味で貧しい人を救
うための事業に乗り出すのは、むしろ当然の義務であろう」28としている。言い換えれば、
                                                  
20 渋沢栄一（著）守屋淳（訳）『論語と算盤』（ちくま新書 2010）13 頁 
21 同 97 頁。 
22 同 21 頁。 
23 同 86 頁。 
24 同 87 頁。 
25 同 89 頁。 
26 渋沢栄一（著）守屋淳（訳）92 頁。 
27 同 102 頁。 
28 同 96 頁。 
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渋沢は社会に対する経営者の義務を強調し、公利社会を実現しようといえよう。 
このように渋沢が経営者に人々とか社会とか国家などに対する恩恵を強調する点は、西
欧が神に対する恩恵を経営者に強調する点と異なる。さらに、一般には義務と権利とは対
立関係であると知られているが、渋沢は義務と権利とは一体であると主張し、特に経営者
と労働者の間には義務とか権利とかいうのは無意味であり、双方間に「思いやり道」をも
って向き合うことが重要であるとしている。 
以上のように渋沢は他利とともに私利が一体であると捉え、両者の調和によって当時、
さまざまな労使問題を解決しながら公利社会を実現しようとしたといえよう。特に経済の
成長によって富国を建設しようとした渋沢の考えは自由主義者のような考え方と一致する。
ところがここで注目したい点は宋代の厳しい道徳を批判しながらも、渋沢が私利の重要性
を強調していたが、実は利より義、富より貧しさ、権利より義務に注目したことである。
それは渋沢も西欧で認めていた私利私欲の放任は警戒したからであろう。 
  
おわりに 
    
本稿では近代西洋文明の対応として儒教文化を基盤とする利他思想としての沈と渋沢
の公利論を比較検討して見た。 
まず、西洋と儒教における利他思想の意味は私利より他利の追求であった。私利から他
利を追求しようとした西欧の利他思想に対し、儒教の利他思想は他利から私利を追求しよ
うとした。特に朱子が人欲を滅して以来、儒教の利他思想はあまりにも厳しい集団主義的
概念として適用され、公利のために私利が軽視され、その結果、社会の秩序が硬直され、
儒教文明圏の停滞をもたらした。しかしながら、現在日韓両国において資本主義と民主主
義を支えるその根底にはこうした集団主義的価値観があるのも事実である。特に、沈と渋
沢が当時の朱子学の人欲悦を強く批判しながらも他利とともに私利を重視していたが、私
利私欲の放任は認めなく、他利を追い求める基本的な価値観は朱子学的価値観の枠組みの
中であるといえよう。そして沈は、私利と他利との利の均衡を「忠恕」の関係で解けて、
これによって「同利」と「至公」としての公利社会を建設しようとした。その一方、渋沢
は私利と他利の競争と調和を通じて得た利によって公利を図ろうとした。このように沈が
伝統的儒教概念を基盤としていたが、渋沢は伝統的儒教概念を基盤に西欧の資本主義的概
念を取り入れた。それは近代西欧の文明の挑戦に対し、沈が民の福利、すなわち国民のた
めに公利を強調したことに対し、渋沢は国の富、すなわち国家のために公利を重視したか
らであろう。 
したがって今日グローバル化の中、現代社会で要求されている利他思想として両者の公
利思想はそれぞれの意味があるといえよう。これから両者の公利思想が時代的にどのよう
に変わって行ったのかに対し、より多い資料を持って研究しなければならないであろう。 
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  第５章  朱熹の商業観をめぐる諸問題 
 
宮下 和大   
 
 現在に至るまで「朱子学」に対しては様々な批判が加えられてきた。それらのなかには
「朱子学」の思想史を読み解く上で重要な指摘も多い。しかしその一方で「朱子学」に対
する指摘が時として朱熹（1130-1200）その人へと単純にスライドされることに違和感を覚
えることも少なくない。最晩年に「偽学」の名を被せられたまま没した朱熹自身の思想と、
後に官吏登用試験の標準である「朱子学」として受容されたものとの間には当然ながら径
庭がある。朱熹その人の思想言説とその後に展開した朱子学的思想言説とを明確に区別し
た上で論じ直す必要性があるというのが本稿の前提である。 
当研究会の名称でもある「道徳経済一体論」というテーマのもとで、朱熹および朱子学
の商業観をめぐる従来の認識と批判を網羅的に再検討する構想を持っている。そこで本稿
はその序として、朱熹の商業観をめぐる諸問題を提起して、筆者の見通しを概述したい。 
 
1. 「問題の発端」としての二項関係 
 土田健次郎氏は近著『江戸の朱子学』（筑摩選書、2014）の中で、朱子学が提供した問題
意識の軸を整理して六項目を挙げ、これらの問題意識が朱子学以降に登場する朱子学修正
論や反朱子学の担い手達にも継承されていることを指摘する（104 頁）。その六項目とは以
下の通りである。 
 
一、自然と規範 二、内心と外界 三、善と悪  
四、個人と社会 五、道徳と欲望 六、主観と客観 
 
 注目すべきは六項目すべてが「ＡとＢ」という形式で提示されていることである。従来
言われてきたことだが、朱熹の思想は全般的な傾向として一つのテーマ・対象を二つの対
峙（あるいは対立）する要素に分析して議論を進める場合が極めて多い。こうした思辨方
法はいわゆる「体用」概念の一形態といえるが、「体用が中国思想の思弁の方法、思惟運用
のための範疇として決定的に採用され普遍化されたのは、宋学、とくに朱子学において」1
であった。 
 土田氏は上記六項目の「ＡとＢ」の関係性に注目し、江戸の反朱子学者たちが、朱熹の
                                                  
1 島田虔次「体用の歴史に寄せて」（『塚本博士頌寿記念仏教史学論集』内外出版、1961）。『中
国思想史の諸相』（京都大学出版会、2002）収録。また同氏『朱子学と陽明学』（岩波書店、1967）
93 頁には、朱熹の思想言説の諸概念を体用の二範疇にまとめた図がある。垣内景子『「心」と
「理」をめぐる朱熹思想構造の研究』（汲古書院、2005）でも、心性論の二項対立についての
図式化が試みられている。（37 頁） 
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前提していた「問題の発端」を含む朱熹設定のフレーム内でその議論を行っていることに
注意を促している。たとえば上記六項目の一、「自然と規範」は、丸山真男氏『日本政治思
想史研究』（東京大学出版会、1952）において朱熹の思想分析に用いられた語として有名だ
が、土田氏は「朱子学がイノセントに自然と規範を合体させているということですませる
のには疑問を持つ。朱熹は自然と規範を分けたうえでその合体を言っているのであって、
自然と規範を分けて発想する道を開いたのはむしろ朱熹なのである」（前掲書 105 頁）とい
う。 
 
朱熹は、自然と規範、内心と外界、善と悪、個人と社会、道徳と欲望、主観と客観
を分けたうえで議論を展開し、善と悪との対立以外は、結果的にはその一体ないし連
続を説いたのである。後の反朱子学者たちは、この一体や連続を崩していったのであ
るが、実際には朱子学によってこの両項に対する認識が引き起こされていることに注
意を喚起したい。両項の一体を唱えた朱子学を批判する場合、その一体を分断したそ
れぞれの項目の多くは、実は朱子学では問題の発端として立てられていたものなので
ある。重要なのは、それまで一体あるいは連続したものとして漠然と観念されていた
ものを、朱熹は分析的に説明してみせたことであって、その分析のプロセスが、今度
は朱子学の解体に手を貸したわけである。いわば、朱子学の解体は、朱子学の中に用
意されていたと言ってもよいのかもしれない。（土田前掲書 113 頁） 
 
 《分断かつ一体（連続）》という関係構造が、朱熹の議論における「問題の発端」として
前提されていることを反朱子学者たちがどの程度自覚していたかは改めて問い直してみる
必要がある。筆者は土田氏の指摘するこの図式が「義と利」や「道徳と経済」の関係にも、
ある程度当てはまると予想する。朱熹はそれまで漠然と観念されていた「道徳と経済」全
体を「道徳」と「経済」に分節して説明や批判を加えたのであって、そもそもの「問題の
発端」においては道徳と経済とが一体かつ連続的であると考えていたという可能性が出て
くるのである。「道徳と経済」や「義と利」の場合には「分断」「解体」（利益に対する消極
という認識）から「一体」「連続」（義利合一論）へと朱子学批判は進められていったが、
もし朱熹の議論がその発端の時点で既にして「分断」と「一体」の両面を見据える問題意
識を前提にしていたならば、朱熹の商業観についても従来とは異なる説明を施す必要が生
じてくる。 
 
2. 商業理解をめぐる朱子学への批判 
朱子学批判のなかで、朱熹が欲望（人欲）を否定して功利（事功）を軽視したという指
摘はこれまで頻繁になされてきた。しかし批判される「朱子学」と朱熹の思想との差異を
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意識的に扱ったものは多くはない2。この点に留意しつつ朱熹の利観や功利観に鋭く迫った
雄編として小林武・佐藤豊『清末功利思想と日本』がある3。同書やその他でしばしば引用
される朱子学批判の言説を挙げてみると、朱熹との義利王霸論争で有名な陳亮（1143-1194）、
清代の唐甄（1630-1704）、顔元（1635-1740）、戴震（1723-1777）、錢大昕（1728-1804）、
紀昀（1724-1805）、沈垚（1798-1840）、厳復（1853-1921）、梁啓超（1873-1929）等の所論
がある。これらの批判内容を要約するといくつかの論点が見いだされてくる。利害を顧み
ない言説が動機（志）主義的で結果（事功）を問わないこと、利益や功績を度外視した空
疎無用の学問であること、主観的にどれほど無欲で純粋な動機を保ったとしても客観的に
正しいとは限らないこと、一理を固執して情状を斟酌できない頑迷さ、国家危急の非常時
に個人の正心誠意を説くばかりで政治的には悲劇的な結果を招致した迂遠さなど4、要する
に「朱子学」は言うことは立派だが動機や心情の純粋性に拘るばかりで結果に無責任、国
や社会を滅亡に陥れるものと認識されているのである。念のために言うが、これらの批評
は「朱子学」の問題の一端を鋭く指摘しているのであって、筆者はそれら全てを否定する
ことを目的としているわけではない。ただ吟味すべき点として、商行為をめぐる朱熹の観
                                                  
2 朱熹の欲望観については、従来の一面的な人欲否定論的認識に再考を迫ったものに馬淵昌也
「一三～一五世紀の士大夫思想における「欲」の把握をめぐって―「天理・人欲」「道心・人
心」「無欲」を中心に―」がある（有田和夫・大島晃編『朱子学的思惟――中国思想史におけ
る伝統と革新』汲古書院、一九九〇）。馬淵氏は朱熹の人欲観が基本的に人欲肯定論であるこ
とを「天理人欲」論・「道心人心」論・「無欲」論の三者から指摘し、明代の人欲肯定論の先駆
として朱熹の思想を位置づけ直し、その上で朱熹の思想が人欲否定論として後代に受容されて
いく１３世紀～１５世紀の経緯を論じる。また早坂俊広「朱熹の「人心・道心」論 1―「人心・
道心」解釈の展開について」（『哲学』43、一九九一）、「朱熹の「人心・道心」論 2―「精一・
執中」解釈を中心として」（『哲学』44、一九九二）は、朱熹の「人心道心」解釈を時系列的展
開のなかで再検討し、朱熹六十歳の時に著された「中庸章句序」において程頤「人心人欲、道
心天理」説が克服されることを指摘する。 
3 義利観について、佐藤豊「前近代から近代にかけての「功利」概念」（小林武・佐藤豊『清末
功利思想と日本』研文出版、2011）では、中国近代の利益追求の問題を網羅的に扱ったものと
して趙璐『中国近代義利観研究』（中国社会科学出版社、2007）を挙げるが未見。「朱子学的な
問題意識の延長線上に利益追求の問題を扱う本格的な専著は存在しておらず、この書が最初の
ものであろう。この書では結局「義利」という朱子学的な枠組みは何ら解体されることなく辛
亥革命まで推移したことが示されている」とその概容が述べられている。 
また、湯浅幸孫氏の論集『中国倫理思想の研究』でも、「中国思想史上ではむしろ異端的な
倫理学である「心情倫理」の立場に立ち、行為の価値判断の準則を心情の純粋性に求める朱子
学ですら、「明体」と同時に「適用」又は「達用」を説いた。これは云わば、「心情」のあり方
としての「正心誠意」を貴ぶこととともに、官僚に相応しい「事功」を計ることである」との
指摘があり、その一因として近世以来の歴代王朝の「重商主義」が、その家産官僚である士大
夫に、具体的な民生状況と経済問題を自分自身の身分的責務と観ずるような「責任倫理的な接
近を促した」と述べる。 
4 これら批判内容については紙数の関係で省略する。佐藤豊前掲論文では、陳淳、顔元、戴震、
厳復、梁啓超の朱子学批判に触れている。唐甄、紀昀の朱子学批判は、湯浅幸孫「シナの倫理
思想に於ける「規範」と「現実」」（『哲学研究』500 号、1966。のち『中国倫理思想の研究』1981、
同朋舎。に所収）88 頁、106-107 頁を参照。沈垚の批判は、余英時『中国近世の宗教倫理と商
人精神』155 頁。 
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点に「動機と結果」「主観と客観」「規範と人情」「個人と社会」という四項目が挙げられる
こと、更にはその批判が二項のうちの一方（「動機」「主観」「規範」「個人」）に鋭く傾けら
れて述べられるという構図が見いだされることである。 
 
3. 朱熹は商業をどう見ていたか 
次に朱熹の商業観に向けられた批判の実例として、近代日本で義利両全・道徳経済合致
の論を提唱した実業家・渋沢栄一（1853-1926）の『論語と算盤』を見てみたい。 
 
 後世、儒者のその意を誤り伝えられた一例を挙ぐれば、宋の大儒たる朱子が、孟子
の序に、「計を用い数を用いるは、仮令い功業を立て得るも、ただこれ人欲の私にし
て、聖賢の作処とは天地懸絶す」と説き、貨殖功利のことを貶している。その言葉を
推し進めて考えてみれば、かのアリストートルの「すべての商業は罪悪なり」といえ
る言葉に一致する。これを別様の意味から言えば、仁義道徳は仙人染みた人の行うべ
きことであって、利用厚生に身を投ずるものは、仁義道徳を外にしても構わぬといふ
に帰着するのである。かくのごときは、決して孔孟教の骨髄ではなく、かの閩洛派の
儒者によって捏造された妄説に外ならぬ。（渋沢栄一『論語と算盤』「義理合一5の信
念を確立せよ」143-144 頁） 
 
 渋沢は、仁（仁義道徳）と富（利用厚生）とを全く別物として対立的に捉える視点を朱
熹の義利説に見出し、朱熹が商業（貨殖功利）に否定的だったと断ずる。仙人染みた仁義
道徳によって「すべて空理空論に走る」ために、「利慾を去ったら宜しいが、その極その人
も衰え、したがって国家も衰弱に陥」って宋代は亡国の惨状に至ったと述べる点（同 125
頁）は、先に見た朱子学批判の典型的パターンと合致している。渋沢はまた、商業軽視と
いう朱熹ら「閩洛派の儒者によって捏造された妄説」が、日本では「農工商の生産界」を
「道徳の天則外に放置」し、「日本魂、武士道をもって誇りとするわが国の商工業者に、道
義的観念の乏しい」（同 264-265 頁）という現状を招いたと論じるのである。 
 こうした渋沢の認識は朱熹の商業観をめぐる断定としてはやや性急と言わざるを得ない
が6、この渋沢の発言をめぐって、かつて余英時氏は「渋沢国際儒教研究セミナー」基調講
                                                  
5『論語と算盤』初版は昭和二年（1927）忠誠堂より出版。本稿では角川ソフィア文庫版（2008）
より引用（頁番号は同文庫版）。なお引用箇所には「義利合一」ではなく「義理合一」とある
が、内容は仁と富、仁義道徳と利用厚生の一体を述べるものであるから、本稿では義利合一説
の一環として捉えた。渋沢の〈義利〉思想については于臣『渋沢栄一と〈義利〉思想』（ぺり
かん社、2008）が挙げられる。 
6 ちなみに渋沢の挙げた例証「孟子の序」該当箇所は、朱熹『孟子集注』冒頭の「孟子序説」
に見えているが、これは楊時(1035-1153)の言葉「外邊用計用數、假饒立得功業只是人欲之私」
（四庫全書本『亀山集』巻十二）を朱熹が引用したもの。 
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演で「朱熹が儒学者が商売をすることを勧めなかったということは事実だったよう」7とま
とめている。その論拠として『朱子語類』（以下『語類』と略）の次の一条を引用し、朱熹
が「弟子の経営」に対して「衣食維持」という目的に限って、最小限の許可しか与えなか
ったこと、及びそれに続く発言内容から「朱熹は明らかに、商売をして富を得ることは「道」
を害すものだという先入観」をもっていたと推察するのである8。余英時氏が注目したこの
一条が、朱熹の商業観を探る上での数少ない貴重な手がかりに相当することは間違いない。 
 
余大雅「我々の仲間で家の貧しい者が学問をしていない子弟に商売をさせています
が、構わないものでしょうか。」 
朱熹「衣食のために商売をするだけならば、そんなに問題にはなるまい。陸氏の家
も店を構えて商いをしている。」 
そこで先生は入り口の敷居を指さして言われた。 
朱熹「ただこういったことは、敷居の内側にいる者がわずかに足を踏み出すとすぐ
にこの敷居の外に出てしまうような（踏み外しやすい）ものだ。そもそも利を求める
心がある者は、元々は衣食の不足のために始めた商売であっても、そのうちに儲かる
ようになれば色々と必要以上の利益を求めるようになり、遂にはあれこれ「計較」す
るようになる。そうなれば道理に合わないことも出てきてしまう。衣食のために、親
や妻子を養うために、とだけ思っておきなさい。それらがほぼ達せられたらすぐに気
をひきしめて本来の目的から逸れないようにすれば、おおむね過ちを防ぎうる。」9 
 
 「陸氏の家」とは朱陸論争で知られる陸九淵の一族のことであり、陸家は薬種業を家業
としていた。朱熹には「利を以て心に存する」ことへの警戒があるので、確かに商業に対
する消極的態度は窺われる。しかし筆者がこれまで探ってきた段階では、『朱子語類』全百
四十巻という膨大な語録資料群のなかで、朱熹が利欲の観点から商業について見解を述べ
た箇所は他に殆ど見つかっていない。そもそも朱熹に従来指摘されてきたような賤商意識
があったかも疑わしいところがある。たとえば朱熹は士農工商の四民について各職分の全
うを肯定的に認めている。 
                                                  
7 余英時「近世中国における儒教倫理と商人精神」（陶徳民ほか編『東アジア思想における公益
思想の変容』日本経済評論社、2004）20 頁 
8 余英時『中国近世の宗教倫理と商人精神』141 頁 
9 問「吾輩之貧者、令不學子弟經營、莫不妨否。」曰「止經營衣食、亦無甚害。陸家亦作舖買
賣。」因指其門閾云「但此等事、如在門限裏、一動著脚、便在此門限外矣。縁先以利存心、做
時雖本為衣食不足、後見利入稍優、便多方求餘、遂生萬般計較、做出礙理事來。須思量止為衣
食、為仰事俯育耳。此計稍足、便須收斂、莫令出元所思處、則粗可救過。」（『朱子語類』巻
一一三・40 条、2752 頁）以下『朱子語類』は『語類』と略記する。なお『語類』については
汲古書院から順次出版されている訳注を適宜参考した。例えば本条は垣内景子編・訓門人研究
会訳注『『朱子語類』訳注 巻百十三～百十六』（汲古書院、2012）87 頁を参照している。 
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耳・目・口・鼻というものですら、それぞれ司る職分がある。まして天地の間に存在
するヒトには、農商工賈などから推していっても、どれほどの職分があるかわからな
いが、そのすべては尽くすべき職分である。たとえ大小の違いはあっても職分の区別
ははっきりとしている。本分として為すべきことに一つでも欠けるところがあれば、
天職（天から与えられた使命としての職）を全うすることはできないのだ。10 
 
更には売買行為、商業資本についても、決して価値否定的に言及するわけではない。 
 
財の多い商人（善賈）のように自分のところに多くを蓄えておけば、買う必要があれ
ばすぐ買うことができるし、売る必要があればすぐ売ることができる。もし自分のと
ころに十文銭しかないと言うのでは、売買したくてもどうしようもない。11 
 
学問の道は、人が耕作するのと同じようなものだ。まず土地をここに整えて用意でき
てこそ、そこではじめて耕作ができるのだ。他人の土地にたくさんの作物を並べてみ
たところで、その田地はもとより自分のものではない。また商人も、やはりまず多く
の元手を準備してこそ、はじめて商売ができる。元手が足りないと商売はできない。12 
 
 どちらも商業活動に譬えて学問修養を論じたケースであるが、両例ともに商業自体に価
値否定的な含意を有していない。現段階までの調べでは、朱熹がじかに商行為自体を善悪
貴賤で価値付けて議論する場面にはまだ辿り着かないのである。商行為をめぐる朱熹の言
説自体がこのように極めて稀であり、更には商行為に価値を潜在させる言辞も見つけ難い
という状況にあって、それでもなお朱熹の商業観に言及せんと試みる場合、どうしても彼
の義利観や事功（功利）批判を延長して商業観を論ぜざるを得なくなるだろう。しかし義
利観も功利批判も、それが何を話題にし、誰を対象にした言説であるかを再検討してみる
と、果たして商業そのものに向けられたメッセージとして受け止めてよいかどうかに難し
さが残る。 
 
                                                  
10 耳目口鼻之在人、尚各有攸司、況人在天地間、自農商工賈等而上之、不知其幾、皆其所當盡
者。小大雖異、界限截然。本分當為者、一事有闕、便廢天職。（『語類』十三・83 条、235 頁） 
11 如多財善賈、須多蓄得在這裏、看我要買也得、要賣也得。若只有十文錢在這裏、如何處置得
去（同巻三五・90 条、928 頁） 
12 為學之道、如人耕種一般、先須辦了一片地在這裏了、方可在上耕種。今却就別人地上鋪排許
多種作底物色、這田地元不是我底。又如人作商亦須先安排許多財本、方可運動。若財本不贍、
則運動未得。（同巻一一五・41 条、2783 頁） 
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4. 「計較」語の意図するところ 
 余英時氏が朱熹の商業観を探る上で手がかりにした上述の『語類』引用文中に「計較」
という言葉が登場している（「そもそも利を求める心がある者は、元々は衣食の不足のため
に始めた商売であっても、そのうちに儲かるようになれば色々と必要以上の利益を求める
ようになり、遂にはあれこれ『計較』するようになる」）。「計較」という語は朱熹が功利性
を批判する際に頻繁に用いるものである。 
 
聖人はただ自己の道理の是非だけを顧みて、利害の当否は問わないが、衆人はこれと
真逆だ。例えば「恭儉」（『孟子』離婁上）だが、聖人は常に恭儉でなければならな
いと理解しているが、衆人の場合は自分が相手を侮らない時は相手も自分を侮らない
し、自分が相手から奪わない時は相手も自分から奪わないというように（ギブアンド
テイクで）考える。これは利害を「計較」する私心である。要するに聖人と衆人の行
動は、胡宏（五峰）が言った「天理人欲、同行にして異情（天理と人欲は、目に見え
る行動〈結果〉は同じでも、見えない心情〈動機〉のところで異なっている）」とい
うことだ。13 
 
聖人の行動は、義に合致するか否かだけを意識して、できる・できないの能否は問わ
ない。もし事ごとにひたすらその能否を「計較」するならば、日常的な感情や利害と
いう私心に惑溺せずにはいられない。14 
 
「克己」（『論語』顏淵）とは私心に克とうとすることであって、得られる効果を計算
するのは私心である。私心であれば仁ではない。15 
 
 「計較」とは基本的には「利害損得を計算比較すること」16を指す。朱熹がこの語を用
いる時には、常に必ず価値否定的な含意がある。また、「計較」には効果を期待して打算す
ることも含まれるため、功利思想全般に拡大して考えることは妥当でもある17。但しその
                                                  
13 聖人但顧我理之是非、不問利害之當否、衆人則反是。且如恭儉、聖人但知恭儉之不可不為爾、
衆人則以為我不侮人、則人亦不侮我。我不奪人、則人亦不奪我、便是計較利害之私。要之、聖
人與衆人做處、便是五峰所謂「天理人欲、同行而異情」者也。（同巻五六・31 条、1331 頁） 
14 聖人行事、只問義之合與不合、不問其能與不能也。若使每事只管計較其能與不能、則豈不惑
於常情利害之私乎。（同卷四三・17 条、1101 頁） 
15 克己、正是要克去私心、又却計其效之所得、乃是私心也。只是私心、便不是仁。（同巻三二・
52 条、817 頁） 
16 佐藤豊前掲論文 122 頁。 
17 小林武「近代中国における「功利」」（小林武・佐藤豊前掲書第二章）に、いわゆる「功利主
義」にあたる utility 概念と中国思想史上の「功利」概念との違いについて明瞭な解説がなされ
ている。儒教が利を否定的に考えてきた思想的伝統には、利が何にとっての利であり、誰にと
っての利なのかという問題が関わっており、私個人の利なのか、社会個人の利なのかは、利を
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際に留意すべきは、朱熹は「計算」や「比較」それ自体を否定していないこと、「利害損得」
についてという限定が存することである。また「天理人欲、同行にして異情」の語に見え
るように、目に見える行動（効果）よりも、その行動を促している内心（動機）を問題に
するため、微妙な心づかいの差に計較する意識を見いだして反省を促すことに繋がってい
く。行動が自然か意識的かを鋭く問うまでに至るのはそのためでもあり、これが朱熹の思
想言説が矯激な心情主義であると論断される主因ともなっている18。では朱熹はこの「計
較」という言葉を、誰を対象に、どのような話題について、用いているのだろうか。 
 
5. 士という対象 
余英時氏は朱熹と陸九淵の異同に触れるなかで、陸氏が「士」と一般民衆とを教えの対
象としているのに対して、朱熹はもっぱら「士」及びそれより上位の人物を教えの直接対
象としたと指摘している19。つまり、朱熹は政治を担う「士」を対象に「利を以て心に存
する」危うさを警戒するのであって、その対象は決して「商」ではない。利害計較への戒
めは、まさに公務担当者の職業倫理として述べられる側面が強いのである。 
 
質問「（『大学』第十章の）「絜矩」20の意味ですが、なぜここでは財利のことだ
けを説いているのでしょうか」 
朱熹「結局、人間は財利のためにすることがやや多い。人を養うのも害するのも財
利である。いまの官僚はみな「絜矩」ではない。自分で酒を売ろうとして、人には酒
を売らせない。塩を専売にしようとして、人には塩を売らせない。差し迫った時勢の
なかで行っていたことも長く続くと、人は当たり前だと思って不思議に思わないが、
実際は道理に背いている。」21 
                                                                                                                                                  
倫理的に正当化する上で重要な基準であることを指摘する（75 頁）。 
18 『論語』子罕「意なく必なく固なく我なし」の「意」を「計較する私意」と解釈する（『語
類』巻三六・16 条、951 頁）。他人の悪評を気にした救助行動（同巻五三・20 条、1282 頁）、
他人の失言を見て自己の発言を控える心情（同巻四〇・7 条、1026 頁）なども「計較」と評さ
れる。更には道理に合う事柄を故意に行なうことも「計較」とされる場合もある（同巻一一五・
45条、2784 頁）。ここには心情の自然な発露に心の本来性を認める朱熹の思想が反映している。
自然性に信を寄せることは、思量を超えた無意識的な理の感応として、天の在り方（『易』繫
辞伝「天下何思何慮」）に擬えられる理想の境地でもある（同巻七二・18 条、1817 頁）。但し、
意識的な「計較」以上に、無意識裡の私心の働きをより根本的な病根として問題視する場合（同
巻二一・13～15 条、484-485 頁）もあるので、「故意」や「意識」自体を「計較」と認めるケ
ースは、それが自私として客観的に自明な場合に限定されているとも言える。 
19 余氏はその異同の理由を朱陸両家の家庭環境と社会経験の違いにかかわりがあると推定し
ている。前掲『中国近世の宗教倫理と商人精神』141 頁。 
20 絜矩の絜は「度」（はかる）、矩は「方を為す所以」（定規）を意味する。己の心を定規と
して人の心を度ること。島田虔次『大学・中庸』（朝日新聞社、1967）114 頁参照。『大学』
第十章の特徴は、絜矩の道を「財用」論、経済論にまで展開して論じていることにある。 
21 或問「絜矩之義、如何只説財利。」曰「必竟人為這箇較多。所以生養人者、所以殘害人者、
亦只是這箇。且如今官司皆不是絜矩。自家要賣酒、便教人不得賣酒。自家要榷鹽、便教人不得
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『大学』第十章は概ねもっぱら「絜矩」という点から説いている。やはり財は誰もが
好むものであって、自分がその利を独占しようとすると、民のうちにその好むものを
得られない者が生じる。大抵、国家に禍乱が生起するのは皆ここから来ている。22 
 
こうした倫理意識は、とりわけ国家危急の非常時に「士」に強く求められることでもある。 
 
もしも皆が皆、利害を選ぶばかりならば、のちのち難に臨んで節に死すべき事態に遭
遇しても、一体誰がそれをなしえよう。国のために身を殺した人は、ただの無駄死と
みなされることになる。23 
 
今の人は口を開けば「一飲一啄おのずから定分有り」と言うくせに、小さな利害に出
くわすと、すぐに利に趨り害を避け「計較」する心を生じさせる。古人は（罪人を処
刑する）刀鋸を目の前に置き、（罪人を煮る）鼎鑊を後ろに置こうが、それを見ても
何とも思わなかった。つまり古人は道理をのみ見たのであり、（自身の利害に関わる）
刀鋸も鼎鑊も見なかったからだ。24 
 
学ぶ者は常に「志士は溝壑にあることを忘れず（志士はいつ困窮に陥ってもよい覚悟
をしている）」（『孟子』滕文公下・萬章下）をもって念となせば、自分の中で道義
が重くなり、生死を「計較」する心は軽くなる。まして衣食のような些末な事に関し
て、必ずしも餓死するわけでもないというのに、なぜ義を犯し分を犯し、心と志を使
役して、営々とこれを求めるのか。思うに、今の人は清貧に安んずることができずに、
その本心に背いてしまっている者が多い。戒めなければならない。25 
 
 生死に関わる場面での「計較」批判が多いのも、国を支え守る役割を担っている「士」
に、そうした資質や心情が本来的に求められているからである。あるべき正義を貫くこと
のできない意志の惰弱が問題なのであって、またこうした惰弱が利害打算に由来すると朱
                                                                                                                                                  
賣鹽。但事勢相迫、行之已久、人不為怪、其實理不如此。」（『語類』巻十六・250 条、368
頁） 
22 此章大概是專從絜矩上來。蓋財者、人之所同好也、而我欲專其利、則民有不得其所好者矣。
大抵有國有家所以生起禍亂、皆是從這裏來。（同巻十六・249 条、368 頁） 
23 若人人擇利害後、到得臨難死節底事、更有誰做。其間有為國殺身底人、只是枉死了、始得。
（同巻八三・22 条、2149 頁） 
24 今人開口亦解一飲一啄自有定分、及遇小小利害、便生趨避計較之心。古人刀鋸在前、鼎鑊在
後、視之如無物者。蓋縁只見得這道理、都不見那刀鋸鼎鑊。（同巻一〇七・26 条、2670 頁） 
25 學者當常以「志士不忘在溝壑」為念、則道義重、而計較死生之心輕矣。況衣食至微末事、不
得未必死、亦何用犯義犯分、役心役志、營營以求之耶。某觀今人因不能咬菜根而至於違其本心
者衆矣、可不戒哉。（同巻十三・127 条、241 頁） 
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熹は考えていたのである。それは「義を見てせざるは勇なきなり」（『論語』為政）とい
う勇気についての伝統的問題意識の延長でもある。それゆえ「計較」という言葉によって
優柔不断や決断に迷う精神的脆弱をシンボリックに表現する例も少なくない。たとえば、
のんびりと経書の読解を進める弟子には勇猛に前進することを諭して次のように言う。 
 
私は近頃道理が明瞭に分かってきたので、どんな利害があろうと、どんな禍福があろ
うと怖くはない。道理としてどうすべきかがわかれば、そのままやるだけだ。26 
 
6. 学という話題 
特に朱熹は読書人でもある彼ら士大夫層に向かって学問・修養の取り組み方における
「計較」を戒めることが多い。いくつか例を挙げてみたい。 
「学んで聖人に至る」ことが朱熹の学問の目的だが、心内で何時になったら聖人に到達
できるかとか、聖人の境地はどのようなものかと「計較」し思量することを、努力する前
から効果を狙おうとしたものと批判する27。 
また朱熹の修養論の両輪・両翼的位置づけを持つ「窮理」「持敬」をめぐって「窮理が
うまくいかなければ持敬をする」という弟子の意見に対する戒めに対して、持敬は持敬で
ひたすら努力し、窮理は窮理でひたすら努力する「勇猛堅決」を説いており、「持敬が駄
目だから、窮理が駄目だからといって、別に『計較』をしてあれこれ他の方法を算段する」
ことを「思量を枉げる」ものと認識する28。 
朱熹の友人である呂祖謙が気質を変化させてこそ「学」と認めうると、その効果から「学」
を規定しようとするに対して、朱熹は「学べば気質を変化させうる」と言い直し、「徒に
昨日は非で今日は是と『計較』するのは、労多くして補いなし」29と断ずるのも、学問の
効果を打算して迷う優柔不断、一途に集中して実地に取り組めない有様を徒労や無駄とし
て問題視しているのである30。 
                                                  
26 某近看得道理分明、便是有甚利害、有甚禍福、直是不怕。只是見得道理合如此、便做將去。
（同巻一二〇・27 条、2889 頁） 
27 問「學者做工夫、須以聖人為標準、如何却説得不立標準。」曰「學者固當以聖人為師、然亦
何須得先立標準。才立標準、心裏便計較思量幾時得到聖人。處聖人田地又如何。便有箇先獲底
心。（同巻九五・174 条、2457 頁） 
28 問「理有未窮、且只持敬否。」曰「不消恁地説。持敬便只管持將去、窮理便只管窮將去。如
説前面萬一持不得、窮不得處、又去別生計較、這箇都是枉了思量。然亦只是不曾真箇持敬、窮
理、若是真箇曾持敬、窮理、豈有此説。譬如出路要乘轎、便乘轎。要乘馬、便乘馬。要行、便
行。都不消思量前面去不得時、又著如何、但當勇猛堅決向前。那裏要似公説居敬不得處又著如
何。窮理不得處又著如何。古人所謂心堅石穿、蓋未嘗有做不得底事。如公幾年讀書不長進時、
皆縁公恁地、所以搭滯了。」（『語類』巻一二一・58 条、2934 頁） 
29 若不讀書窮理、主敬存心、而徒切切計較於昨非今是之間、恐亦勞而無補也（巻一二二・5 条、
2949 頁） 
30 既に完成した船を漕ぎ出す段になって、波風や危険ばかりを心配して漕ぎ出せない優柔不断
を「計較」として論じたり（『語類』巻一二一・59 条、2934 頁）、賈島（779-843）の文章推
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 かつて渡辺浩氏は「折角民間から出世して権勢と蓄財の機会を得ながら、自ら「功利」
を否定し、道義を強調して自縛するとはどういう積りだろうか」、「何故、外ならぬそのよ
うな「学」が、士大夫層の主流になったのであろうか」という問いを立て、そこにペダン
トクラシー（学者支配）との関連を指摘している31。この問いに対して渡辺氏は――司祭
者や司祭者集団あるいは平時における武士などの純粋な「精神労働」に従事する者と同様
に――士大夫層は自身の存在意義を実証する機会に乏しいため、有事における機能発揮の
潜在的可能性を強調する必要性があったと論じる。つまり、（１）現実に対する「原理」の
擁立が、「道」のため「天下」のために生きようとする良心的な士大夫に精神の拠を与えう
るし、士大夫層全体にとって、家柄に代る威信と自律の源となりうること、（２）実証の難
しい社会的機能は、証明を超えたものとするのが最善策であり、士大夫が政治的実効のみ
を存在理由として約束するのは危険であること、（３）以上のように自己規定し、存在理由
を基礎付けるとき、集団は自己利益のために存在するとは公言できなくなること（「司祭達
は宗教に依って生活しながらも、宗教のために生活していると自ら信じ、主張する外はな
い」）の三点を述べている。要するに、新たに成立した士大夫層全体にとっては、「矯激」
なまでに原理主義的・規範主義的な儒学思想こそが最も現実的な必要に応えるものであっ
たと渡辺氏は推論するのである。朱熹が在世当時に問うていた問題意識が、その後に「朱
子学」というペダントクラシ―に移行する段階で、原理主義的規範主義的性格を強めてい
った経緯はこうした箇所からも窺えるが、いずれにせよそれらは基本的には士大夫層を対
象として述べられたのは確かで、商人層を対象とするものではない。 
 
7. 朱熹における効果や結果の重視と朱熹の功利主義批判 
 功利主義批判として朱熹の言説を捉えた場合、それは行為の結果を問わず、心情の純粋
性に固執するかのように映じる。目的論的行動原理の欠如として指弾される所以である。
しかし「天理人欲、同行にして異情」（上述）であって、天理にしたがった場合に結果と
して出現する行為や効果そのものは価値中立的に首肯されているとも言いうる。むしろ朱
熹が警戒しているのは、動機や手段を全く問わずに結果としての行為だけを追求して評価
する精神態度では、最終的には却って効果を失い、害をもたらす、という別種の目的論的
行動原理に従おうとしていると考えられるのである。 
 
禄は確かに人が欲するものだが、こちらから求めていくと却って得られない（却不
得）。･･･しかし徳行が修まり、名声が顕われるようになると、向こうが自然にやって
                                                                                                                                                  
敲時の凄まじい集中力に利害を計らない姿を認めたもの（同巻一二一・18 条、2924 頁）など
も、学問・修養の取り組み方について「計較」を述べたものである。 
31 渡辺浩「儒学史の異同の一解釈―「朱子学」以降の中国と日本―」（岩波書店『思想』792
号、1990） 
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きて仕えを請われるのであり、禄は求めるまでもなく自ずと得られる。･･･だいたい功
を計る心は事を害する（害事）ものである。「仁者は難きを先にし獲るを後にす」（『論
語』雍也）である。ちょっとでも功を計る心があると、すぐにみな何にもならなくな
る（不濟事）。32 
 
今、たとえば一事を行なうに、一心はここでその事に当たり、別の心でその功労を「計
較」するというようでは、この一件の事は必ず不十分になって精緻ではなくなる（不
至頭、不十分精緻）。33 
 
「その誼を正してその利を謀らず、その道を明らかにしてその功を計らず」（董仲舒）。
その誼を正せば、利は自ずとついてくる。その道を明らかにすれば、功は自ずとつい
てくる。もっぱら利害を「計較」する場合、利も功も必ずしも得られるとは限らない
のだ（未必有利、未必有功）。34 
 
 「却って得ず」「事を害す」「頭に至らず、十分精緻ならず」「未だ必ずしも利有らず、
未だ必ずしも功有らず」など、どれも目的論的行動原理として結果を問うものである。と
りわけ朱熹は「不濟事（事を濟さず）」という言葉を頻繁に述べる35。「濟」は「経世濟
民」の「濟（救う）」、または「成就する」意であり、「濟事」は事の成就を指す。「不
濟事」は通常「何にもならない」とか「役に立たない」「無益である」と訳されるように、
朱熹が描いている目的論的行動原理を裏返しに表現している。そこには目先の利益に対し
て、より長いスパンでの終局的利益に対する朱熹の意識がある。当然ながら利自体を頭ご
なしに否定しているわけではないということになろう36。 
 
今の文人・才子は口を開けば国家の利害を説き、筆を取れば時政の得失を述べるが、
結局のところ何事も濟していない（濟得甚事）。ただ道理を解き明かして人心をただ
                                                  
32 祿固人之所欲、但要去干、却不得。･･･然而德行既修、名聲既顯、則人自然來求、祿不待干
而自得。･･･大抵計功之心、也是害事。所謂「仁者先難而後獲」、纔有計功之心、便都不濟事。
（同巻二四・109 条、591 頁） 
33 且如今做一事、一心在此做、一心又去計較功勞、這一件事定是不到頭、不十分精緻。（同巻
四二・92 条、1093 頁） 
34 「正其誼不謀其利、明其道不計其功。」正其誼、則利自在。明其道、則功自在。專去計較利
害、定未必有利、未必有功。（同巻三七・36 条、988 頁） 
35 紙数の関係で他の用例は省略するが、『朱子語類』中に「不濟事」という表現だけで 129 件
が検索される。 
36 孔子は利をまれにしか言わなかったという『論語』子罕の一条について。「利は最も口にし
づらい。利は好ましくないものというわけではないのだ。但し聖人は利を口にすれば人が一斉
に利に趨くのではと怖れたし、かといって利を言わないでおいて人を害に向かわせるべきでも
ない。だからまれにしか利を言わなかったのだ。【利最難言。利不是不好。但聖人方要言、恐
人一向去趨利。方不言、不應是教人去就害、故但罕言之耳】」（同巻三六・4 条、949 頁） 
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し、世間に道理を知る人を増やしていけば、どうして政治の不振など心配する必要が
あろうか。37 
 
もちろん事の成就にも諸相があり、政治的な事功だけでなく学問・修養上の効果や結果
をめぐる議論が多いというのも事実であるが、朱熹を単純に心情主義的・原理主義的・動
機主義的にのみ解釈しえない拡がりがここには示されている。それゆえ帰結主義的・目的
論的観点から、時として利害を肯定的に論ずる場合も当然出てくるが、そうした場面では
「計較」とは言わずに「権（はかる）」38とか「斟酌」39などの別表現があてられる。 
 朱熹は「修己治人（己を修めて人を治む）」（「大学章句序」）と述べるように「己を
修める」学問的使命と「人を治める」政治的使命とを一体・連続的に捉えている。その視
点は『大学』「三綱領（明明徳・新民・止至善）」「八条目（格物・致知・誠意・正心・
修身・斉家・治国・平天下）」の捉え方にも顕著である。「新民」「平天下」の役割・目
的を如何に果たすかという事功は、自己修養と並んで追求されるテーマであり、動機（心
情）対結果（帰結）という単純な構図を朱熹はそもそも採用していない。そのため、浙学
とりわけ事功派とも呼ばれる永嘉・永康の学問に対して展開した功利主義批判にしても、
朱熹の抱く別の目的論的行動原理から問題提起されたという側面も強い。 
 
（自己修養である）「在明明徳（明徳を明らかにするに在り）」に取り組まずに、すぐ
さま先に（政治上の事功としての）「新民（民を新たにする）」に取り組もうとする。
「新民」に取り組もうとしても、（新民の根本である）「親其親、長其長（その親を親
とし、その長を長とす）」という事もなく、すぐさま先に手柄を計算する心を萌して、
どうすれば事を成就しどうすれば有益かを求めていると、やがて功利の巣窟へことご
とく陥ってしまう。40 
 
最近の浙中の議論などはすべて基づくところがなくて、まったく捉えどころがなく感
                                                  
37 今世文人才士、開口便説國家利害、把筆便述時政得失、終濟得甚事。只是講明義理以淑人心、
使世間識義理之人多、則何患政治之不舉耶。（同巻十三・99 条、237 頁） 
38 「利害を論ぜず、ただ是非を論ずる。道理としては確かにその通りだが、その軽重を権（は
か）って善を尽すのであって、利害を全く論じないのもうまく行かない。【是不論利害、只論
是非。理固然也、要亦當權其輕重方盡善、無此亦不得】」（同卷一三七・30 条、3263 頁） 
39 『論語』学而の曾子の三省について。「『信』は出来事の上で観察するのだ。一事の如何に
ついて、他人のために仔細に利害を斟酌して、我が事のように直であって、至誠に取り組む。
これがすなわち『忠』なのだ。【到信、只就事上去看、謂如一件事如此、為人子細斟酌利害、
直似己事、至誠理會、此便是忠】」（同巻二一・3 条、482 頁） 
40 今於在明明德未曾理會得、便要先理會新民工夫。及至新民、又無那親其親、長其長底事、却
便先萌箇計功計獲底心、要如何濟他、如何有益、少間盡落入功利窠窟裏去。･･･今未曾理會得
正心、修身、便先要治國、平天下。未曾理會自己上事業、便先要開物成務、都倒了。（同巻七
三・32 条、1848 頁） 
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じる。まるで土地を持たずに建物を作ろうとして、上へ上へと階層を加えていくが、
結局目新しく見栄えのよいことを言うだけで、その実なにも成し遂げられていない（全
不濟事）41  
 
結局のところ、朱熹の功利主義批判とは、たとえどれだけ事功重視を論じていたとして
も、それらが実際の事功の成就に繋がらない、奇抜で人目を引く空論にすぎないことに鋭
く向けられているのである。こうした事功論批判の根拠を朱熹の言説中に求めていく一方
で、朱熹が批判を加えた彼ら事功派のもたらした実際の政績・事功を再検証し、改めて朱
熹の事功批判の妥当性を考察していく必要性もあるのではないか。 
従来、朱熹の功利主義批判は動機（義理）軽視に向けられた側面が強調されてきたが、
ここで見てきたような事功派の実績（「不濟事」）を問題視する朱熹の目線の先には、そ
の思想中に潜在する結果や効果に対する重視、つまり目的論的側面がおぼろげながら浮か
び上がってくるのである。 
 
8. 「動機と結果」をめぐる「問題の発端」素描 
 渋沢栄一は朱熹の思想にみえる義利対立の構造から「利慾を去ったら宜しいが、その極
その人も衰え、したがって国家も衰弱に陥った」（前掲書 125 頁）歴史認識を導き、利の肯
定、富の肯定、商業の肯定を説いた。こうした歴史認識は功利主義思想が世界的潮流とな
る時代背景のなかで富国の要請に応答する切実な主張であったと考えられる。 
小林武氏は前掲論文「近代中国における「功利」」（注 17）で、「効果を計算する心」を
汚れとする中国の伝統的倫理は、西洋近代の功利主義思想と異質であるという。西洋近代
の功利主義は、①倫理説として個人主義的立場に立ち、②目的論的行動原理と③価値の快
楽説を根底にもつ。しかし中国の倫理は、個人よりも社会的存在のための公益実現を善と
するから、功利主義の個人主義性（①）と相反する。心の純粋性を重視して行為の打算性
を拒否してきたから、功利主義の目的論的行動原理（②）とも対立する。心の純粋性のた
めには苦痛をも厭わないことをタテマエとして教えてきたから、功利主義の価値の快楽説
とも相容れない。このように西洋近代の功利主義の対極に中国の伝統的倫理観が立ち現れ
てくると小林氏は整理している（同 94-95 頁）42。 
この視点を踏まえた上で興味深いことは、渋沢の義利合一論が「中国の伝統的倫理観」
から一歩を踏み出しつつも、それがそのまま西洋近代の功利主義を肯定するところへ進ま
なかったことである。『論語と算盤』には「功利学の弊を芟除すべし」という一文がある。 
                                                  
41 近日浙中一項議論、盡是白空撰出、覺全捉摸不著。恰如自家不曾有基地、却要起甚樓臺、就
上面添一層、又添一層、只是道新奇好看、其實全不濟事。（同巻一二二・46 条、2958 頁） 
42 小林氏も朱熹の②目的論的行動原理については一定の留保を加えている（「修己治人」の政
治的要請から事功を無視できない点）。 
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欧米の新文明の輸入は、この道義的観念の欠乏に乗じ、翕然として功利の科学に向か
わしめ、いよいよその悪風を助長することとなった。･･･富貴は人類の性慾とも称すべ
きではあるが、初めより道義的観念の欠乏せる者に向かって、教うるに功利の学説を
もってし、薪に油を注いでその性慾を煽るにおいては、その結果は蓋し知るべしでは
ないか。（265-266 頁） 
 
朱熹に痛烈な批判を浴びせた渋沢の議論も、決して「A か B か」の単純なものではない。
むしろ「A かつ B」という境地を表現したものこそが、彼の義利合一説に他ならない。 
 
私が常に希望する所は、物を進めたい、増したいという慾望というものは、常に人間
の心に持たねばならぬ。しかしてその慾望は、道理によって活動するようにしたい。
この道理はというのは、仁義徳、相並んで行く道理である。その道理と慾望とは相密
着して行かなければ、この道理も前にいう、支那の衰微に陥ったような風に走らない
とはいえない。また、後にいう慾望は如何に進んでいっても、道理に違背する以上は、
いつまでも奪わずんば厭かずという不幸をみるに至るであろうと思うのである。（同
126-127 頁） 
 
日本の近代化に伴う「道徳と経済」の関係性のゆらぎに対して、古典に見える伝統的倫
理観を運用して救済する手立てを模索した渋沢の議論は、むしろ「朱子学」の議論から朱
熹その人の前提する「問題の発端」へと再接近している。同様のことがモラロジー（道徳
科学）の創始者・廣池千九郎（1866-1938）の言説にも見いだされる。廣池も近代日本にお
いて道徳と経済の一体を提唱した一人である。その著『道徳科学の論文』（初版 1928）で
は、廣池の論じる「純粋正統の学問」観にほぼ合致するものとして朱熹の学説が挙げられ
て極めて高い評価を与えられている。渋沢も廣池も功利主義の時代潮流のなかで、道義的
観念の革新と振興を目指していた。しかし廣池は渋沢とは正反対に朱熹の学問中に主義（イ
ズム）に偏向しない全体的調和の重視を見ているのである43。渋沢の功利主義批判と義利
合一論、廣池の朱熹評価とその道徳経済一体論はどちらも、先に掲げた朱熹の前提する「問
題の発端」の状況と通底した全体的調和を志向して試行錯誤する有様が見いだされるので
ある。 
 朱熹が前提する「問題の発端」として、宋代の思想言論の全体的背景を振り返るとき、
朱熹が当時の思想界で当初から主流派と認知されていたわけではなかったという事実は重
                                                  
43 宮下和大「朱子学から最高道徳の展開を考える」（公益財団法人モラロジー研究所 道徳科学
研究センター編『平成二十一年度研究発表会要旨集』、2010）。 
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要である44。むしろ彼は先輩筋にあたる旧来の道学諸派の教説を師説の誤解であると徹底
して批判した特異な存在でもあった45。ことは朱熹と世代を共にした諸学派に対しても同
様であり、胡安国・胡宏の流れを汲む湖南学派、陸九淵の江西学派、そして永嘉・永康の
事功派を含めた浙学派に対して、それぞれ手厳しい批判を加えている。そこには本稿第二
節で触れた「動機と結果」、「主観と客観」、「個人と社会」が強く意識されているのであっ
て、朱熹の学はそれら学派の偏向を調停する役割を果たそうと目論むところがあったと考
えられる46。 
＊ 
冒頭に述べたように、本稿は朱熹の商業観をめぐって筆者なりの問題提起をするにとど
まっており、どれも今後詳細に検討していく必要がある。稿を締め括るに代えて、朱熹の
言説中より「動機と結果」「主観と客観」「個人と社会」をめぐる偏向調停の意図が垣間見
える数条を引用して参考に供しておきたい。 
 
最近、永嘉の数人の知り合いがひたすら制度について考察しているが、どれも根本を
理解してきていない。利害の生じた場面ではどれも役立たず、どれも執行できない。
呂祖謙は以前「論語はみな虚言であるから、実事を議論するほうがよい」と言って人
に史書を考究させた。（一方）陸九淵は虚静ばかりを説き、「多くの学ぶべき事があ
るわけではない。顏淵も学ぶことができていない。『中庸を擇び、一善を得れば拳々
としてこれを失わず』（『中庸』）というが、善は一つである。なぜ更に擇ぶ必要が
あろう。『子路は聞く有りて未だこれを行なう能わざれば、ただ聞くあらんことを恐
る』（『論語』公冶長）というが、一つ聞いたならば、更に別の教えを聞く必要があ
ろうか」と言うが、これではどれも禅の話と同じになってしまう。聖人の説く道理は
どれもこんなふう（呂祖謙や陸九淵）ではなく全面的なのだ。47 
                                                  
44 当時の思想界の状況の中における朱熹の独特な位置づけを論ずる例として、小島毅「二つの
心―朱熹の批判、朱熹への批判」（『日本中国学会報』57、2005）がある。 
45 朱熹は二程子（程顥・程頤）の学説の正統継承者を自認していた。程子の学説はその直弟子、
更にその再伝、再再伝の弟子たちによって受け継がれていたが、朱熹はこれら先輩筋に該当す
る二程の門人達の言説に対しては概ね不満を抱いており、「程門の弟子は伊川先生に親灸して
いるのに、その多くは間違っている」（『語類』巻一〇一・18 条、2559 頁）、「程門の諸高弟は
程子の説をよしとせず自説を展開した」（同 19 条、2559 頁）、「程門の諸子は当時二程先生に直
接お会いしているのに、仏教について多くは見破ることができていないのは不思議だ」（同 16
条、2558 頁）等と述べ、程門諸子の言説に対して徹底的に批判を加えていった。 
46 朱熹が陸九淵など江西学派に対して動機主義的（心情主義的）偏向を見ていたと筆者は考え
ているが、この点については稿を改めて検討する必要があろう。朱熹の思想を単純に動機主義
や主観重視としてまとめられないのは、程門諸子、江西学派、禅学に対して動機や主観の偏重
を批判する意識が強く見られるからである。 
また、本稿第二節で述べた A-B 関係四項目のうち「規範と人情」については別稿で論ずる用
意がある。 
47 近見永嘉有一兩相識、只管去考制度、却都不曾理會箇根本。一旦臨利害、那箇都未有用處、
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江西の学は禅、浙学は専ら功利。48 
 
今の学者は経書に取り組めば、（経書の本文ではなく）伝や注釈へと流れていくし、
史学に取り組めば功利へと流れる。どちらでもなければ仏教や道家へ流れる。49 
 
浙中の友人達は、或る者は（理解が難しい）上面の道理に取り組み、また空虚なもの
に取り組むばかりで役に立たず、やがて利害を計較するだけになる。また或る者は（理
解しやすい）下面で事柄に取り組むばかりで、眼前の事柄には粗く役立つが、どれも
こまごましていて、やがては利害がわかるだけになる。50 
 
（『孟子』離婁下の）『博く學びて詳らかにこれを說くは、將に以て反りて約を説かん
とすればなり』である。江西の諸人の学は、自己収斂（約）ばかりを求めて博く学ぼ
うとしないから、本来よいところがあっても事に当たっては皆いい加減になる。他方、
呂子約はひたすら博く学ぶばかりで自己へ収斂できないから、読書量は多くとも色々
引用してあれやこれやと説いて、すべては道理だなどという。51 
 
「中立して倚らず」（『中庸章句』第十章）、およそ勇とか辨とか、或いは聲色貨利とか、
一辺に執着すると偏ってしまう。中間に立つようにしていけば、偏らなくなっていく。
強い者でなければできないことだ。52 
 
                                                                                                                                                  
却都不將事。呂伯恭向來教人亦云「論語皆虛言、不如論實事。」便要去攷史。如陸子靜又只説
箇虛靜、云「全無許多事。顏子不會學、『擇乎中庸、得一善則拳拳勿失』。善則一矣、何用更
擇。『子路有聞、未之能行、唯恐有聞』。一聞之外、何用再聞。」便都與禪家説話一般了。聖
人道理、都不恁地、直是周徧（同四五巻・6 条、1149 頁） 
48 江西之學只是禪、浙學却專是功利。（同一二三巻・27 条、2967 頁） 
49 今之學者理會經書、便流為傳注。理會史學、便流為功利。不然、即入佛老。（同一一四巻・
36 条、2764 頁） 
50 浙中朋友、一等底只理會上面道理、又只理會一箇空底物事、都無用、少間亦只是計較利害。
一等又只就下面理會事、眼前雖粗有用、又都零零碎碎了、少間只見得利害。（同一二一巻・75
条、2939 頁） 
51 『博學而詳說之、將以反說約也』。今江西諸人之學、只是要約、更不務博。本來雖有些好處、
臨事盡是鑿空杜撰。至於呂子約、又一向務博、而不能反約。讀得書多、左牽右撰、橫説直説、
皆是此理。（同巻一二〇・114 条、2914 頁） 
52 「中立而不倚」、凡或勇或辨、或聲色貨利、執著一邊、便是倚著。立到中間、久久而不偏倚、
非強者不能。（同六三巻・42 条、1530 頁） 




